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議案第136号

　　　平成29年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸

　　　付事業特別会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別

会計歳入歳出決算について、地方自治法第233条第３項

の規定により、別紙監査委員の意見を付して認定を求め

る。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 508,169,000円

歳入決算額� 500,945,275円

歳　出

歳出予算額� 508,169,000円

歳出決算額� 408,555,001円
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議案第137号

　　　平成29年度川崎市後期高齢者医療事業特別

　　　会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳

出決算について、地方自治法第233条第３項の規定によ

り、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出

決算

歳　入

歳入予算額� 15,145,621,000円

歳入決算額� 15,177,425,371円

歳　出

歳出予算額� 15,145,621,000円

歳出決算額� 14,442,717,113円
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議案第138号

　　　平成29年度川崎市公害健康被害補償事業特

　　　別会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入

歳出決算について、地方自治法第233条第３項の規定に

より、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳

出決算

歳　入

歳入予算額� 240,295,000円

歳入決算額� 236,946,548円

歳　出

歳出予算額� 240,295,000円

歳出決算額� 85,327,423円
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議案第139号

　　　平成29年度川崎市介護保険事業特別会計歳

　　　入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

について、地方自治法第233条第３項の規定により、別

紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 88,428,140,000円

歳入決算額� 86,933,263,256円

歳　出

歳出予算額� 88,428,140,000円

歳出決算額� 86,457,976,108円
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議案第140号

　　　平成29年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳

　　　出決算認定について

　平成29年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算

について、地方自治法第233条第３項の規定により、別

紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 2,418,818,000円

歳入決算額� 2,155,932,616円

歳　出

歳出予算額� 2,418,818,000円

歳出決算額� 1,837,141,516円
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議案第141号

　　　平成29年度川崎市勤労者福祉共済事業特別

　　　会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳

出決算について、地方自治法第233条第３項の規定によ

り、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出

決算

歳　入

歳入予算額� 106,598,000円

歳入決算額� 98,077,104円

歳　出

歳出予算額� 106,598,000円

歳出決算額� 98,077,104円
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議案第142号

　　　平成29年度川崎市墓地整備事業特別会計歳

　　　入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算

について、地方自治法第233条第３項の規定により、別

紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 376,737,000円

歳入決算額� 511,939,112円

歳　出

歳出予算額� 376,737,000円

歳出決算額� 146,705,114円
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議案第143号

　　　平成29年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特

　　　別会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入

歳出決算について、地方自治法第233条第３項の規定に

より、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳

出決算

歳　入

歳入予算額� 528,298,000円

歳入決算額� 593,789,666円

歳　出

歳出予算額� 528,298,000円

歳出決算額� 400,956,415円
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議案第144号

　　　平成29年度川崎市公共用地先行取得等事業

　　　特別会計歳入歳出決算認定について

　平成29年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳

入歳出決算について、地方自治法第233条第３項の規定

により、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入

歳出決算

歳　入

歳入予算額� 3,854,039,000円

歳入決算額� 387,643,868円

歳　出

歳出予算額� 3,854,039,000円

歳出決算額� 387,643,868円
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議案第145号

　　　平成29年度川崎市公債管理特別会計歳入歳

　　　出決算認定について

　平成29年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算につ

いて、地方自治法第233条第３項の規定により、別紙監

査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成29年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算

歳　入

歳入予算額� 215,699,923,000円

歳入決算額� 212,252,727,411円

歳　出

歳出予算額� 215,699,923,000円

歳出決算額� 212,252,727,411円
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議案第146号

　　　平成29年度川崎市病院事業会計決算認定に

　　　ついて

　平成29年度川崎市病院事業会計決算について、地方公

営企業法第30条第４項の規定により、別紙監査委員の意

見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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注記

１�　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴�　資産の評価基準及び評価方法

　　ア�　貯蔵品　先入先出法による原価法による（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）。

　⑵�　固定資産の減価償却の方法

　　ア�　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　（イ）主な耐用年数

　　　　　建物� ５～ 47年　

　　　　　構築物10 ～ 50年

　　　　　器械備品� ２～ 20年　

　　　　　車両� ４～６年　

　　　　　その他有形固定資産� 35年　

　　イ�　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　ウ�　リース資産

　　（ア�）所有権移転ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　　　　�　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用している。

　　（イ�）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　　　　�　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用している。

　⑶�　引当金の計上方法

　　ア�　貸倒引当金

　　　�　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績

率等による回収不能見込額を計上している。

　　イ�　退職給付引当金

　　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年

度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上

している。

　　ウ�　賞与引当金

　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手

当支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当

事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

　⑷�　その他会計に関する書類作成のための基本となる

重要な事項

　　ア�　消費税等の会計処理

　　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっている。

　　　�　なお、控除対象外消費税等については、当事業

年度の費用として処理している。ただし、固定資

産に係る控除対象外消費税等については、取得資

産の付随費用として資産の取得価額に算入してい

る。

２�　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　重要な非資金取引

　⑴�　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　　�　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ次のと

おりである。

　　　リース資産� 68,998,922円

　　　リース債務� 68,998,922円

３�　貸借対照表に関する注記

　⑴�　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年

度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定の

ものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込

まれる額は32,181,778,987円である。

　⑵�　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　　�　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含

んでいる。

４�　セグメント情報に関する注記

　⑴�　報告セグメントの概要

　　�　川崎市病院事業会計は、川崎市立川崎病院、川崎

市立井田病院、川崎市立多摩病院の３病院を運営し

ていることから、各病院を報告セグメントとしてい

る。

　　�　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりで

ある。
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４　セグメント情報に関する注記

(1)　報告セグメントの概要

　川崎市病院事業会計は、川崎市立川崎病院、川崎市立井田病院、川崎市立多摩病院の３病院を運営して

いることから、各病院を報告セグメントとしている。

　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

 川崎市立川崎病院の運営 

　 許可病床数 713床

　 （一般病床 663床、精神病床 38床、感染症病床 12床）

 川崎市立井田病院の運営

　 許可病床数 383床

　 （一般病床 343床、結核病床 40床）

 　許可病床数 376床

 　（一般病床 376床）

(2)　報告セグメントごとの医業収益、医業費用、医業損益金額、経常損益金額、資産、負債その他の項目の金額

当事業年度（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位　円）

川崎病院 井田病院 多摩病院 合　　計

 医業収益

 医業費用

 医業損益

 経常損益

 セグメント資産

 セグメント負債

 その他の項目

 収益的収入
 他会計繰入金

 資本的収入
 他会計繰入金

1,009,084,000 237,194,000 638,795,000

 減価償却費

 特別利益

 特別損失

30,614,713,070

報告セグメント 事　業　の　内　容

川崎市立川崎病院

川崎市立井田病院

川崎市立多摩病院

 川崎市立多摩病院の運営（指定管理者制度による運営）

△ 1,145,723,003 105,967,914 △ 471,895,172

17,571,937,522 7,932,820,964 959,850,631 26,464,609,117

18,874,636,930 10,238,301,204 1,501,774,936

55,566,831,473

26,444,371,031 20,532,895,695 18,164,872,811 65,142,139,537

△ 1,302,699,408 △ 2,305,480,240 △ 541,924,305 △ 4,150,103,953

567,859,917

1,885,073,000

3,225,128,790 1,691,373,250 784,592,000 5,701,094,040

 （うち資本費繰入収益） (219,242,000) (143,457,000) （－） (362,699,000)

21,841,054,764 16,920,881,772 16,804,894,937

1,120,106,301 1,090,232,703 761,118,019 2,971,457,023

664,098,430 20,897,895 11,794,182 696,790,507

181,602,398 61,429,080 115,364 243,146,842

 有形固定資産及び無
 形固定資産の増加額

690,256,580 863,040,177 37,070,113 1,590,366,870

　⑵�　報告セグメントごとの医業収益、医業費用、医業

損益金額、経常損益金額、資産、負債その他の項目

の金額

　　　当事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月

31日まで）

５�　その他の注記

　⑴�　長期継続契約に係るリース債務

　　�　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行った

リース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第

234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記

の金額である。

　　　短期リース債務　18,114,848円

　　　長期リース債務　99,277,626円

　⑵�　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　　�　当事業年度において、債権の不納欠損による損失

として16,276,364円を処理するため、貸倒引当金

16,276,364円を取り崩している。

　⑶�　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　�　当事業年度において、職員の退職手当として

574,684,944円を支給するため、退職給付引当金

574,684,944円を取り崩している。

４　セグメント情報に関する注記

(1)　報告セグメントの概要

　川崎市病院事業会計は、川崎市立川崎病院、川崎市立井田病院、川崎市立多摩病院の３病院を運営して

いることから、各病院を報告セグメントとしている。

　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

 川崎市立川崎病院の運営 

　 許可病床数 713床

　 （一般病床 663床、精神病床 38床、感染症病床 12床）

 川崎市立井田病院の運営

　 許可病床数 383床

　 （一般病床 343床、結核病床 40床）

 　許可病床数 376床

 　（一般病床 376床）

(2)　報告セグメントごとの医業収益、医業費用、医業損益金額、経常損益金額、資産、負債その他の項目の金額

当事業年度（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位　円）

川崎病院 井田病院 多摩病院 合　　計

 医業収益

 医業費用

 医業損益

 経常損益

 セグメント資産

 セグメント負債

 その他の項目

 収益的収入
 他会計繰入金

 資本的収入
 他会計繰入金

1,009,084,000 237,194,000 638,795,000

 減価償却費

 特別利益

 特別損失

30,614,713,070

報告セグメント 事　業　の　内　容

川崎市立川崎病院

川崎市立井田病院

川崎市立多摩病院

 川崎市立多摩病院の運営（指定管理者制度による運営）

△ 1,145,723,003 105,967,914 △ 471,895,172

17,571,937,522 7,932,820,964 959,850,631 26,464,609,117

18,874,636,930 10,238,301,204 1,501,774,936

55,566,831,473

26,444,371,031 20,532,895,695 18,164,872,811 65,142,139,537

△ 1,302,699,408 △ 2,305,480,240 △ 541,924,305 △ 4,150,103,953

567,859,917

1,885,073,000

3,225,128,790 1,691,373,250 784,592,000 5,701,094,040

 （うち資本費繰入収益） (219,242,000) (143,457,000) （－） (362,699,000)

21,841,054,764 16,920,881,772 16,804,894,937

1,120,106,301 1,090,232,703 761,118,019 2,971,457,023

664,098,430 20,897,895 11,794,182 696,790,507

181,602,398 61,429,080 115,364 243,146,842

 有形固定資産及び無
 形固定資産の増加額

690,256,580 863,040,177 37,070,113 1,590,366,870
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　⑷�　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　�　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及

び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費として

2,598,868,086円を支給（支払）するため、賞与引

当金　785,144,076円を取り崩している。

　⑸�　資金の管理

　　�　病院事業会計の資金を効率的に管理するため、病

院局経営企画室において資金管理及び支払事務を行

っている。

　　　───────────────────

議案第147号

　　　平成29年度川崎市下水道事業会計の利益処

　　　分及び決算認定について

　平成29年度川崎市下水道事業会計に係る利益を処分し

たいので、地方公営企業法第32条第２項の規定により議

決を求めるとともに、平成29年度川崎市下水道事業会計

決算について、同法第30条第４項の規定により、別紙監

査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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計

地
方

公
営

企
業

法
継

続
費

合
 
 
 
 
 
計

予
備

費

第
2
6
条

の
規

定
に

逓
 
 
次

第
2
6
条

の
規

定
に

逓
 
 
次

支
出

額

よ
 
る

 
繰

 
越

 
額

繰
越

額
よ

 
る

 
繰

 
越

 
額

繰
越

額

7
4
,
1
6
2
,
7
8
9
,
4
5
7

7
,
4
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

第
１

款
下

水
道

事
業

7
5
,
7
6
6
,
6
1
2
,
0
0
0

0
0

0
0

7
,
4
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

6
4
3
,
8
2
2
,
5
4
3

資
本

的
支

出

建
設

改
良

費

償
還

金

7
5
,
7
6
6
,
6
1
2
,
0
0
0

6
,
4
5
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
8
2
,
2
1
6
,
6
1
2
,
0
0
0

0
0

 
 
第

３
項

水
洗

便
所

等
3
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
3
0
,
0
0
0

貸
付

事
業

費

投
資

予
備

費

3
0
,
0
0
0

0
0

3
0
,
0
0
0
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（単位  円）

１

（１） 22,401,279,718

（２） 11,275,136,320

（３） 429,090

（４） 20,441,137

（５） 56,302,266 33,753,588,531

２

（１） 1,381,699,125

（２） 1,095,006,970

（３） 4,370,228,707

（４） 132,105,108

（５） 429,090

（６） 111,014,914

（７） 9,877,613

（８） 1,674,380,259

（９） 1,149,170,969

（10） 22,612,671,184

（11） 522,363,765

（12） 94,776,325 33,153,724,029

599,864,502

３

（１） 56,310,450

（２） 867,606,007

（３） 7,473,068,134

（４） 139,591,353 8,536,575,944

平成２９年度川崎市下水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

一 般 会 計 負 担 金

受 託 事 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

プ ー ル 事 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

水 質 指 導 費

受 託 事 業 費

普 及 促 進 費

貸 付 助 成 事 業 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

プ ー ル 事 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
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４

（２） 131,757,022 5,360,415,342 3,176,160,602

3,776,025,104

５

（１） 26,450,254

（２） 183

（３） 161,049 26,611,486

６

（１） 183

（２） 188,353,874

（３） 531,950,040 720,304,097 △693,692,611

3,082,332,493

184,507,583

1,807,853,170

5,074,693,246

営 業 外 費 用

（１）
支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 5,228,658,320

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額
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平
成

２
９

年
度

川
崎

市
下

水
道

事
業

剰
余

金
計

算
書

（
平
成
２
９
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
３
０
年
３
月
３
１
日
ま
で
）

（
単
位
　
円
）

（
注
）
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
、
損
失
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

資
本
金

剰
余
金

資
本
合
計

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

受
贈
財
産

評
価
額

国
庫
補
助
金

そ
の
他

資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金

合
計

減
債
積
立
金

未
処
分
利
益

剰
余
金

利
益
剰
余
金

合
計

前
年
度
末
残
高

1
1
9
,
1
7
7
,
3
8
4
,
9
0
5

4
,
7
9
9
,
3
8
8
,
2
9
2

1
8
,
3
5
8
,
9
5
5
,
7
2
7

3
3
,
0
3
0
,
2
2
1

2
3
,
1
9
1
,
3
7
4
,
2
4
0

1
,
8
0
7
,
8
5
3
,
1
7
0

5
,
2
6
8
,
1
1
0
,
0
5
8

7
,
0
7
5
,
9
6
3
,
2
2
8

1
4
9
,
4
4
4
,
7
2
2
,
3
7
3

前
年
度
処
分
額

2
,
5
0
1
,
3
0
3
,
7
2
9

0
0

0
0

2
,
5
8
2
,
2
9
8
,
7
4
6

△
 
5
,
0
8
3
,
6
0
2
,
4
7
5

△
 
2
,
5
0
1
,
3
0
3
,7
2
9

0

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

2
,
5
0
1
,
3
0
3
,
7
2
9

0
0

0
0

2
,
5
8
2
,
2
9
8
,
7
4
6

△
 
5
,
0
8
3
,
6
0
2
,
4
7
5

△
 
2
,
5
0
1,
3
0
3
,
7
2
9

0

資
本
金
へ
の
組
入
れ

2
,
5
0
1
,
3
0
3
,
7
2
9

0
0

0
0

0
△
 
2
,
5
0
1
,
3
0
3
,
7
2
9

△
 
2
,
5
0
1
,
3
0
3
,
7
2
9

0

減
債
積
立
金
の
積
立
て

0
0

0
0

0
2
,
5
8
2
,
2
9
8
,
7
4
6

△
 
2
,
5
8
2
,
2
9
8
,
7
4
6

0
0

処
分
後
残
高

1
2
1
,
6
7
8
,
6
8
8
,
6
3
4

4
,
7
9
9
,
3
8
8
,
2
9
2

1
8
,
3
5
8
,
9
5
5
,
7
2
7

3
3
,
0
3
0
,
2
2
1

2
3
,
1
9
1
,
3
7
4
,
2
4
0

4
,
3
9
0
,
1
5
1
,
9
1
6

1
8
4
,
5
0
7
,
5
8
3

4
,
5
7
4
,
6
5
9
,
4
9
9

1
4
9
,
4
4
4
,
7
2
2
,
3
7
3

当
年
度
変
動
額

5
,
5
6
8
,
0
2
8
,
0
9
8

4
,
6
4
9
,
1
5
1

0
0

4
,
6
4
9
,
1
5
1

△
 
1
,
8
0
7
,
8
5
3
,
1
7
0

4
,
8
9
0
,
1
8
5,
6
6
3

3
,
0
8
2
,
3
3
2
,
4
9
3

8
,
6
5
5
,
0
0
9
,
7
4
2

一
般
会
計
出
資
金
の
受
入
れ

5
,
5
6
8
,
0
2
8
,
0
9
8

0
0

0
0

0
0

0
5
,
5
6
8
,
0
2
8
,
0
9
8

受
贈
財
産
の
受
入
れ

0
4
,
6
4
9
,
1
5
1

0
0

4
,
6
4
9
,
1
5
1

0
0

0
4
,
6
4
9
,
1
5
1

減
債
積
立
金
の
取
崩
し

0
0

0
0

0
△
 
1
,
8
0
7
,
8
5
3
,
1
7
0

1
,
8
0
7
,
8
5
3
,
1
7
0

0
0

当
年
度
純
利
益

0
0

0
0

0
0

3
,
0
8
2
,
3
3
2
,
4
9
3

3
,
0
8
2
,
3
3
2
,
4
9
3

3
,
0
8
2
,
3
3
2
,
4
9
3

当
年
度
末
残
高

1
2
7
,
2
4
6
,
7
1
6
,
7
3
2

4
,
8
0
4
,
0
3
7
,
4
4
3

1
8
,
3
5
8
,
9
5
5
,
7
2
7

3
3
,
0
3
0
,
2
2
1

2
3
,
1
9
6
,
0
2
3
,
3
9
1

2
,
5
8
2
,
2
9
8
,
7
4
6

5
,
0
7
4
,
6
9
3
,
2
4
6

7
,
6
5
6
,
9
9
1
,
9
9
2

1
5
8
,
0
9
9
,
7
3
2
,
1
1
5

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）

（
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

）
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（単位　円）

平成２９年度川崎市下水道事業剰余金処分計算書

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 127,246,716,732 23,196,023,391 5,074,693,246

184,507,583

議会の議決による処分額 1,807,853,170 0 △ 4,890,185,663

資本金への組入れ 1,807,853,170 0 △ 1,807,853,170

減債積立金の積立て 0 0 △ 3,082,332,493

処分後残高 129,054,569,902 23,196,023,391
（繰越利益剰余金）
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（単位  円）

資  産  の  部

１

（１）有形固定資産

ア 44,182,243,017

イ 45,440,827,335

△27,454,814,830 17,986,012,505

ウ 864,537,167,024

△377,490,054,431 487,047,112,593

エ 163,495,563,672

△101,715,393,174 61,780,170,498

オ 3,785,232

△3,130,263 654,969

△823,019,268 161,430,654

キ 282,171,853

△96,142,353 186,029,500

ク 38,410,489,215

649,754,142,951

（２）無形固定資産

ア 36,252,772

イ 12,733,402

ウ 6,287,500

エ 3,529,805

381,640

59,185,119

平成２９年度川崎市下水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

カ
工 具 器 具
及 び 備 品

984,449,922

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産
合 計

地 上 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

オ
そ の 他 無 形
固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
合 計
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（３）投資その他の資産

ア 33,030,221

イ 4,311,220

△4,311,220 0

ウ 1,532,202,000

1,565,232,221

651,378,560,291

２

（１） 6,913,674,227

（２） 12,759,721,491

△70,070,296 12,689,651,195

（３） 1,183,332,000

（４） 9,438,464

20,796,095,886

672,174,656,177

         負  債  の  部

３

（１）

イ 68,083,000,000

281,768,694,282

（２） 137,911,729

（３）

ア 1,452,759,185

1,452,759,185

283,359,365,196

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

公債償還準備金

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

213,685,694,282

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
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４

（１）

イ 10,416,000,000

40,219,122,174

（２） 61,234,155

（３） 11,013,287,358

（４） 72,196,094

（５） 223,046,961

（６） 4,749,870

（７）

ア 242,144,900

242,144,900

51,835,781,512

５

（１）

ア 89,933,437,893

△41,832,384,795 48,101,053,098

イ 1,293,815,886

△741,358,562 552,457,324

ウ 246,721,072,303

△117,983,839,388 128,737,232,915

エ 468,498,413

△349,322,834 119,175,579

オ 2,911,350,646

△1,585,821,572 1,325,529,074

98,195,940

△53,866,576 44,329,364

178,879,777,354

178,879,777,354

514,074,924,062

流 動 負 債

企 業 債

ア
建設改良費等の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

29,803,122,174

その他の企業債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負 担 金

収 益 化 累 計 額

カ
そ の 他
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

長 期前 受金 合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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         資  本  の  部

６ 127,246,716,732

７

（１）

ア 4,804,037,443

イ 18,358,955,727

33,030,221

23,196,023,391

（２）

2,582,298,746

5,074,693,246

7,656,991,992

30,853,015,383

158,099,732,115

672,174,656,177

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

国 庫 補 助 金

ウ
そ の 他
資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

ア 減 債 積 立 金

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

注記

１�　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴�　固定資産の減価償却の方法

　　ア�　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　（イ）主な耐用年数

　　　　　建物� ８～ 50年

　　　　　構築物� 10 ～ 50年

　　　　　機械及び装置� ６～ 50年

　　　　　車両及び運搬具� ２～　６年

　　　　　工具器具及び備品� ２～ 20年

　　イ�　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　ウ�　リース資産

　　　（ア�）所有権移転ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　　　　　�　自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法を採用している。

　　　（イ�）所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　　　　　�　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用している。

　　　　　�　なお、リース取引開始日が平成26年３月31

日以前のリース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

　⑵�　引当金の計上方法

　　ア�　貸倒引当金

　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。

　　イ�　退職給付引当金

　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退

職手当の期末要支給額に相当する金額のうち、汚水

処理費相当額を計上している。なお、一般会計が負

担すると見込まれる雨水処理費相当額は48,683,398

円である。

　　�　なお、会計基準変更時の差異2,659,750,199円（一

般会計が負担すると見込まれる額673,270,101円を

除く。）については、平成26年度から５年にわたり

均等額を費用処理している。

　　ウ�　賞与引当金

　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当

支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の
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負担に属する額を計上している。

　⑶�　その他会計に関する書類の作成のための基本とな

る重要な事項

　　ア�　消費税等の会計処理

　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式に

よっている。

　　�　なお、控除対象外消費税額は、当年度の費用とし

て処理し、特定収入仮払消費税額については長期前

受金と相殺している。

２�　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　重要な非資金取引

　⑴�　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　�　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引

に係る資産及び負債の額は、それぞれ次のとおりであ

る。

　　　リース資産� 30,698,792円

　　　リース債務� 33,154,696円

　⑵�　受贈財産の受入れによる資産の取得

　�　当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資

産の取得額は次のとおりである。

　　　土地� 4,649,151円

　　　構築物� 231,378,059円

　　　機械工具備品� 1,000,000円

　　　地上権� 288円

３�　貸借対照表に関する注記

　⑴�　企業債の償還に係る一般会計の負担

　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度

の末日の翌日から起算して１年以内償還予定のものも

含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は141,087,250,000円である。

　⑵�　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　�　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含ん

でいる。

４�　セグメント情報に関する注記

�　川崎市下水道事業会計は、公共下水道事業のみを運営

しており、事業全体をもって単一セグメントとしている

ため、セグメント情報の記載は省略している。

５�　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　⑴�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未

経過リース料相当額

　　　 １年内　8,468,214円

　　　 １年超　2,236,593円

　　　――――――――――

　　　　　計　10,704,807円

６�　その他の注記

　⑴�　長期継続契約に係るリース債務

　�　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行っリー

ス取引に係るリース債務のうち、地方自治法第234条

の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおりで

ある。

　　　短期リース債務� 61,234,155円

　　　長期リース債務� 137,911,729円

　⑵�　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　�　当年度において、債権の貸倒れによる損失として

19,381,368円を処理するため、貸倒引当金16,112,941

円を取り崩している。

　⑶�　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　�　 当 年 度 に お い て、 職 員 の 退 職 手 当 と し て

304,193,410円を支給するため、退職給付引当金

242,143,498円を取り崩し、一般会計から雨水処負担

金として62,049,912円を繰り入れている。

　⑷�　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　�　当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期

末・勤勉手当の支給に係る法定福利費として、

785,876,300円を支給（支払）するため、賞与引当金

238,372,870円を取り崩している。

　　　───────────────────

議案第148号

　　　平成29年度川崎市水道事業会計の利益処分

　　　及び決算認定について

　平成29年度川崎市水道事業会計に係る利益を処分した

いので、地方公営企業法第32条第２項の規定により議決

を求めるとともに、平成29年度川崎市水道事業会計決算

について、同法第30条第４項の規定により、別紙監査委

員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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資
本

的
支

出
額

に
不

足
す

る
額

 
5
,
6
2
6
,
9
3
4
,
7
9
3
円

は
、

当
年

度
分

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

資
本

的

で
補

て
ん

し
た

。

備
 
考

当
初

予
算

額

流 用 増 減 額

合
 
 
 
 
 
計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
予

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
算

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
額

翌
 
年

 
度

 
繰

 
越

 
額

不
 
 
用

 
 
額

継
続

費

逓
 
 
次

繰
越

額

決
 
 
算

 
 
額

合
 
 
 
 
 
計

第
2
6
条

の
規

定
に

収
支

調
整

額
 
5
7
4
,
5
5
9
,
6
1
0
円

、
減

債
積

立
金

 
9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0
円

及
び

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

 
4
,
1
4
4
,
3
0
3
,
3
0
3
円

地
方

公
営

企
業

法

予
 
備
 
費

よ
 
る

 
繰

 
越

 
額

投
資

建
設

改
良

費

資
本

的
支

出

区
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
出
 
額

継
続

費

逓
 
 
次

繰
越

額
よ

 
る

 
繰

 
越

 
額

地
方

公
営

企
業

法

第
2
6
条

の
規

定
に

補
正

予
算

額

0

 
 
第

３
項

3
,
1
5
4
,
0
9
5
,
0
0
0

第
１

款
水

道
事

業

小
 
 
 
計

0
0

0
0
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（単位  円）

１

（１） 24,719,257,770

（２） 6,228,947

（３） 10,279,430

（４） 3,968,795,166 28,704,561,313

２

（１） 783,014,896

（２） 1,103,731,304

（３） 8,091,471,710

（４） 1,672,841,436

（５） 5,330,537,812

（６） 67,119,589

（７） 10,073,841

（８） 2,351,097,327

（９） 1,628,247,413

（10） 5,887,666,494

（11） 5,428,840,627 32,354,642,449

3,650,081,136

３

（１） 936,792

（２） 80,692,770

（３） 11,729,454

（４） 1,795,450,000

（５） 822,263,214

（６） 812,769,509 3,523,841,739

配 水 費

営 業 損 失

総 係 費

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

水 道 利 用 加 入 金

分 担 金

給 水 費

受 託 給 水 工 事 費

そ の 他 受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

平成２９年度川崎市水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 益

業 務 費

浄 水 費

給 水 収 益

受 託 給 水 工 事 収 益

そ の 他 受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 費

受 水 費
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４

（２） 27,736,679 1,065,282,040 2,458,559,699

1,191,521,437

５

（１） 82,116

（２） 314,576

（３） 3,912,272

（４） 160,407 4,469,371

６

（１） 110,425

（２） 7,611,792 7,722,217 △3,252,846

1,194,774,283

17,651,253,929

908,071,880

17,364,551,526当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 損 失

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

雑 支 出

1,037,545,361

長 期 前 受 金 戻 入

前年度繰越利益剰余金

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

経 常 損 失

特 別 損 失

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び
（１）

営 業 外 費 用
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（
単
位
　
円
）

（
注
）
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
、
損
失
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

当
年
度
純
損
失

0
0

0
0

△
 
1
,
1
9
4
,
7
7
4
,
2
8
3

当
年
度
末
残
高

7
5
,
4
5
3
,
6
7
7
,
6
9
7

1
9
9
,
4
0
5
,
53
2

7
5
0
,
5
8
4

0
0

0
2
0
0
,
1
5
6
,
1
1
6

0

0
0

0
0

△
 
1
,
1
9
4
,
7
7
4
,
2
8
3

△
 
1
,
1
9
4
,
7
7
4
,
2
8
3

1
7
,
3
6
4
,
5
5
1
,
52
6

1
7
,
3
6
4
,
5
5
1
,
5
2
6

9
3
,
0
1
8
,
3
8
5
,
3
3
9

減
債
積
立
金
の
取
崩
し

0
0

0
0

0
0

0
△
 
9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

0
0

受
贈
財
産
の
受
入
れ

0
3
5
,7
0
4
,
4
0
7

0
0

0
0

3
5
,
7
0
4
,
4
0
7

0
0

0
3
5
,
7
0
4
,
4
0
7

1
3
,
0
0
0
,
0
0
0

一
般
会
計
出
資
金
の
受
入
れ

1
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
3
5
,
7
0
4
,
4
0
7

△
 
9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

△
 
2
8
6
,
7
0
2
,
40
3

△
 
1
,
1
9
4
,
7
7
4
,
2
8
3

△
 
1
,
1
4
6
,
0
6
9
,
8
7
6

当
年
度
変
動
額

1
3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
5
,
7
0
4
,
40
7

0
0

0

0
0

0
1
6
4
,
4
5
1
,
7
0
9

9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

1
7
,
6
5
1
,
2
5
3
,
92
9

1
8
,
5
5
9
,
3
2
5
,
8
0
9

9
4
,
1
6
4
,
4
5
5
,
2
1
5

処
分
後
残
高

7
5
,
4
4
0
,
6
7
7
,
6
9
7

1
6
3
,
7
0
1
,
12
5

7
5
0
,
5
8
4

0
0

0
0

9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

△
 
9
0
8
,
0
7
1
,
88
0

0
0

減
債
積
立
金
の
積
立
て

0
0

0
0

0

0
0

9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

△
 
9
0
8
,
0
7
1
,
88
0

0
0

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

0
0

0
0

0

0
0

9
0
8
,
0
7
1
,
8
8
0

△
 
9
0
8
,
0
7
1
,
88
0

0
0

前
年
度
処
分
額

0
0

0
0

0

0
1
6
4
,
4
5
1
,
7
0
9

0
1
8
,
5
5
9
,
3
2
5
,
80
9

1
8
,
5
5
9
,
3
2
5
,
8
0
9

9
4
,
1
6
4
,
4
5
5
,
2
1
5

前
年
度
末
残
高

7
5
,
4
4
0
,
6
7
7
,
6
9
7

1
6
3
,
7
0
1
,
12
5

7
5
0
,
5
8
4

0
0

資
本
合
計

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

受
贈
財
産

評
価
額

国
県
補
助
金

一
般
会
計

補
助
金

工
事
負
担
金

そ
の
他

資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金

合
計

減
債
積
立
金

平
成

２
９

年
度

川
崎

市
水

道
事

業
剰

余
金

計
算

書

（
平
成
２
９
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
３
０
年
３
月
３
１
日
ま
で
）

資
本
金

剰
余
金

未
処
分
利
益

剰
余
金

利
益
剰
余
金

合
計

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）

（
当

年
度

未
処

分
利

益
剰

余
金

）
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（単位　円）

平成２９年度川崎市水道事業剰余金処分計算書

17,364,551,526

△ 17,214,879,096

75,453,677,697

17,214,879,096

200,156,116

未処分利益剰余金

議会の議決による処分額

資本剰余金資本金

0

当年度末残高

△ 17,214,879,096資本金への組入れ

処分後残高 92,668,556,793

017,214,879,096

149,672,430200,156,116
（繰越利益剰余金）
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（単位  円）

１

（１）

ア 3,329,665,006

イ 7,438,046,579

△3,976,890,018 3,461,156,561

ウ 249,419,804,946

△123,184,934,474 126,234,870,472

エ 22,048,663,310

△10,705,857,990 11,342,805,320

オ 88,150,596

△55,486,118 32,664,478

カ 1,020,891,055

△746,116,758 274,774,297

キ 826,511,285

△220,782,080 605,729,205

ク 3,938,954,673

149,220,620,012

（２）

ア 37,559,017

イ 1,884,676,052

ウ 1,868,000

エ 5,392,170

オ 12,980,481

カ 6,447,280

1,948,923,000

（３）

ア 11,585,894,000

イ 2,293,174

△ 2,293,174 0

庁 舎 使 用 権

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金

その他無形固定資産

出 資 金

工具器具及び備品

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

電 話 加 入 権

平成２９年度川崎市水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

資  産  の  部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

破 産 更 生 債 権 等

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産

地 上 権
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11,585,894,000

162,755,437,012

２

（１） 13,939,705,991

（２） 3,130,858,595

△ 33,179,019 3,097,679,576

（３） 766,845,060

（４） 823,268,643

（５） 7,889

18,627,507,159

181,382,944,171

３

（１）

58,207,966,786

58,207,966,786

（２） 487,970,117

（３）

ア 4,690,439,720

4,690,439,720

63,386,376,623

４

（１）

3,247,660,152

3,247,660,152

（２） 180,236,400

（３） 4,550,908,240

（４） 2,359,612,052

（５） 63,769,136

（６） 503,040

ア

貸 倒 引 当 金

前 払 金

その他流動資産

リ ー ス 債 務

建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

負  債  の  部

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

引 当 金

企 業 債

前 受 金

現 金 預 金

預 り 金

流 動 負 債

未 収 金

未 払 費 用

企 業 債 合 計

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

未 払 金

企 業 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計
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（７）

ア 363,861,044

363,861,044

10,766,550,064

５

（１）

ア 6,781,329,846

△3,130,896,274 3,650,433,572

イ 2,638,696,900

△451,705,358 2,186,991,542

ウ 1,729,800,173

△1,502,261,049 227,539,124

エ 18,910,755,084

△10,847,045,341 8,063,709,743

オ 138,760,251

△55,802,087 82,958,164

14,211,632,145

14,211,632,145

88,364,558,832

６ 75,453,677,697

７

（１）

ア 199,405,532

イ 750,584

200,156,116

（２）

17,364,551,526

17,564,707,642

93,018,385,339

181,382,944,171

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

工 事 負 担 金

長 期 前 受 金 合 計

一 般 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

賞 与 引 当 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金

17,364,551,526

利 益 剰 余 金 合 計

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

ア
当 年 度 未 処 分

国 県 補 助 金

資  本  の  部

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

利 益 剰 余 金
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注記

１�　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴�　資産の評価基準及び評価方法

　　ア�　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）。

　⑵�　固定資産の減価償却の方法

　　ア�　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　�　定額法による（ただし、取替資産については

取替法による。）。

　　　（イ）主な耐用年数

　　　　　建物� ３～ 60年

　　　　　構築物� ３～ 80年

　　　　　機械及び装置� ４～ 50年

　　　　　車両運搬具� ３～ 12年

　　　　　工具器具及び備品� ２～ 24年

　　イ�　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　ウ�　リース資産

　　　（ア�）所有権移転ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　　　　�　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用している。

　　　（イ�）所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　　　　�　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用している。

　　　　�　なお、リース取引開始日が平成26年３月31日

以前のリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

　⑶�　引当金の計上方法

　　ア�　貸倒引当金

　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。

　　イ�　退職給付引当金

　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退

職手当の期末要支給額に相当する金額を計上してい

る。

　　ウ�　賞与引当金

　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当

支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

　⑷�　その他会計に関する書類の作成のための基本とな

る重要な事項

　　ア�　消費税等の会計処理

　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式に

よっている。

　　�　なお、控除対象外消費税額については、当年度の

費用として処理している。

２�　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　重要な非資金取引

　⑴�　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　�　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引

に係る資産及び負債の額は、それぞれ次のとおりであ

る。

　　　リース資産� 61,703,014円

　　　リース債務� 66,639,253円

　⑵�　受贈財産の受入れによる資産の取得

　�　当年度、新たに計上した受贈財産の受入れによる資

産の取得額は次のとおりである。

　　　土地� 35,704,407円

　　　構築物� 70,221,771円

３�　貸借対照表に関する注記

　⑴�　企業債の償還に係る一般会計の負担

　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度

の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は1,907,155,032円である。

　⑵�　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　�　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含ん

でいる。

４�　セグメント情報に関する注記

�　川崎市水道事業会計は、水道事業のみを運営してお

り、事業全体をもって単一セグメントとしているため、

セグメント情報の記載は省略している。

５�　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　⑴�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未

経過リース料相当額

　　　１年内　16,691,101円

　　　１年超　 8,686,340円

　　　――――――――――

　　　　計　　25,377,441円

６�　その他の注記

　⑴�　長期継続契約に係るリース債務

　�　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリ

ース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第234

条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のとおり

である。

　　　短期リース債務� 180,236,400円



川 崎 市 公 報 （第1,758号）平成30年(2018年)11月12日

－2957－

　　　長期リース債務� 487,970,117円

　⑵�　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　�　当年度において、債権の貸倒れによる損失として

11,352,840円を処理するため、貸倒引当金11,276,929

円を取り崩している。

　⑶�　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　�　当年度において、職員の退職手当として198,164,000

円を支給するため、退職給付引当金198,164,000円を

取り崩している。

　⑷�　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　�　当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期

末・勤勉手当の支給に係る法定福利費として、

1,141,277,409円を支給（支払）するため、賞与引当

金357,077,464円を取り崩している。

　　　───────────────────

議案第149号

　　　平成29年度川崎市工業用水道事業会計の利

　　　益処分及び決算認定について

　平成29年度川崎市工業用水道事業会計に係る利益を処

分したいので、地方公営企業法第32条第２項の規定によ

り議決を求めるとともに、平成29年度川崎市工業用水道

事業会計決算について、同法第30条第４項の規定によ

り、別紙監査委員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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（単位  円）

１

（１） 7,009,574,977

（２） 9,393,686 7,018,968,663

２

（１） 3,354,801,155

（２） 831,472,894

（３） 270,198,011

（４） 29,294,826

（５） 386,279,209

（６） 1,019,100,977

（７） 518,512,754 6,409,659,826

609,308,837

３

（１） 570,639

（２） 39,616,258

（３） 120,921,456

（４） 25,940,602 187,048,955雑 収 益

平成２９年度川崎市工業用水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

そ の 他 の 営 業 収 益

資 産 減 耗 費

給 水 費

浄 水 費

営 業 収 益

配 水 費

減 価 償 却 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

給 水 収 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

原 水 費

他 会 計 補 助 金

総 係 費
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４

（２） 262,599 154,498,436 32,550,519

641,859,356

５

（１） 2,566,752

（２） 234,372 2,801,124

６

（１） 10,100 10,100 2,791,024

644,650,380

6,681,123,240

288,690,830

7,614,464,450当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

固 定 資 産 売 却 損

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び

雑 支 出

営 業 外 費 用

（１）

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

企 業 債 取 扱 諸 費

経 常 利 益

特 別 利 益

154,235,837
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（
単
位
　
円
）

（
注
）
こ
の
計
算
書
に
お
け
る
△
表
記
は
、
減
少
、
損
失
又
は
欠
損
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

平
成
２
９
年
度
川
崎
市
工
業

用
水
道
事
業
剰
余
金
計
算
書

（
平
成
２
９
年
４
月
１
日
か
ら

平
成
３
０
年
３
月
３
１
日
ま
で
）

資
本
金

剰
余
金

利
益
剰
余
金

合
計

資
本
合
計

資
本
剰
余
金

利
益
剰
余
金

受
贈
財
産

評
価
額

国
県
補
助
金

一
般
会
計

補
助
金

工
事
負
担
金

資
本
剰
余
金

合
計

減
債
積
立
金

未
処
分
利
益

剰
余
金

前
年
度
処
分
額

0
0

0
0

前
年
度
末
残
高

1
0
,
8
9
0
,
4
7
3
,
4
8
2

0
4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

0

0
0

1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

△
 
1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

0
0

4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

1
1
1
,
3
9
7
,
6
5
7

6
,
8
5
8
,
4
1
6
,
4
1
3

6
,
9
6
9
,
8
1
4
,
0
7
0

1
7
,
9
0
1
,
0
0
1
,
8
4
2

0

減
債
積
立
金
の
積
立
て

0
0

0
0

議
会
の
議
決
に
よ
る
処
分
額

0
0

0
0

0
0

1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

△
 
1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

0
0

0
1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

△
 
1
7
7
,
2
9
3
,
1
7
3

0
0

0

4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

2
8
8
,
6
9
0
,
8
3
0

6
,
6
8
1
,
1
2
3
,
2
4
0

6
,
9
6
9
,
8
1
4
,
0
7
0

1
7
,
9
0
1
,
0
0
1
,
8
4
2

当
年
度
変
動
額

0
0

0
0

処
分
後
残
高

1
0
,
8
9
0
,
4
7
3
,
4
8
2

0
4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

0
0 0

0
△
 
2
8
8
,
6
9
0
,
8
3
0

9
3
3
,
3
4
1
,
2
1
0

6
4
4
,
6
5
0
,
3
8
0

6
4
4
,
6
5
0
,
3
8
0

減
債
積
立
金
の
取
崩
し

0
0

0
0

0
0

△
 
2
8
8
,
6
9
0
,
8
3
0

2
8
8
,
6
9
0
,
8
3
0

0
0

当
年
度
末
残
高

1
0
,
8
9
0
,
4
7
3
,
4
8
2

0
4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

0

当
年
度
純
利
益

0
0

0
0

0
4
0
,
7
1
4
,
2
9
0

0
7
,
6
1
4
,
4
6
4
,
4
5
0

7
,
6
1
4
,
4
6
4
,
4
5
0

1
8
,
5
4
5
,
6
5
2
,
2
2
2

0
0

6
4
4
,
6
5
0
,
3
8
0

6
4
4
,
6
5
0
,
3
8
0

6
4
4
,
6
5
0
,
3
8
0

0

（
当
年

度
未
処
分

利
益

剰
余
金

）

（
繰

越
利

益
剰

余
金

）
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（単位　円）

0

40,714,29017,440,468,109

6,549,994,627

平成２９年度川崎市工業用水道事業剰余金処分計算書

7,614,464,450

△ 7,194,645,007

10,890,473,482

6,549,994,627

資本剰余金資本金 未処分利益剰余金

当年度末残高 40,714,290

議会の議決による処分額

資本金への組入れ △ 6,549,994,6270

処分後残高

減債積立金の積立て 0 0 △ 644,650,380

419,819,443
（繰越利益剰余金）
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（単位  円）

１

（１）

ア 571,507,787

イ 3,185,920,605

△1,113,768,704 2,072,151,901

ウ 30,925,268,252

△19,114,854,095 11,810,414,157

エ 11,415,394,098

△5,826,152,536 5,589,241,562

オ 1,079,617

△989,130 90,487

カ 146,500,253

△83,195,551 63,304,702

キ 60,998,418

△19,911,149 41,087,269

ク 87,234,021

20,235,031,886

（２）

ア 1,673,615,634

イ 296,559

ウ 808,914

エ 1,291,080

1,676,012,187

21,911,044,073固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

その他無形固定資産

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

平成２９年度川崎市工業用水道事業貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
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２

（１） 7,091,623,681

（２） 1,215,597,307

（３） 9,347,038

（４） 31,840,000

（５） 2,368

8,348,410,394

30,259,454,467

３

（１）

8,491,614,060

8,491,614,060

（２） 32,394,503

（３）

ア 717,966,000

717,966,000

9,241,974,563

４

（１）

684,949,699

684,949,699

（２） 12,853,296

（３） 766,194,638

（４） 4,381,774

（５） 8,118,621

（６） 82,560

（７）

ア 53,724,127

53,724,127

1,530,304,715流 動 負 債 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

貯 蔵 品

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金
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５

（１）

ア 133,534,074

△102,171,009 31,363,065

イ 1,010,044,377

△591,760,456 418,283,921

ウ 1,559,373,853

△1,387,507,016 171,866,837

エ 3,527,401,565

△3,207,392,421 320,009,144

941,522,967

941,522,967

11,713,802,245

６ 10,890,473,482

７

（１）

ア 40,714,290

40,714,290

（２）

7,614,464,450

  7,655,178,740

18,545,652,222

30,259,454,467

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

ア
当 年 度 未 処 分

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

7,614,464,450

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額
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注記

１�　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴�　資産の評価基準及び評価方法

　　ア�　貯蔵品　先入先出法による原価法によっている

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）。

　⑵�　固定資産の減価償却の方法

　　ア�　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　（イ）主な耐用年数

　　　　　構築物� ８～ 80年

　　　　　機械及び装置� ４～ 45年

　　　　　車両運搬具� ３～ 12年

　　　　　工具器具及び備品� ２～ 20年

　　イ�　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア）減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　ウ�　リース資産

　　　（ア�）所有権移転ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　　　　�　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用している。

　　　（イ�）所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　　　　�　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用している。

　　　　�　なお、リース取引開始日が平成26年３月31日

以前のリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ている。

　⑶�　引当金の計上方法

　　ア�　退職給付引当金

　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退

職手当の期末要支給額に相当する金額を計上してい

る。

　　イ�　賞与引当金

　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当

支給に係る法定福利費の支払に備えるため、当年度

末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

　⑷�　その他会計に関する書類の作成のための基本とな

る重要な事項

　　ア�　消費税等の会計処理

　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式に

よっている。

　　�　なお、控除対象外消費税額については、当年度の

費用として処理している。

２�　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　重要な非資金取引

　⑴�　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　�　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引

に係る資産及び負債の額は、それぞれ次のとおりであ

る。

　　　リース資産� 3,331,944円

　　　リース債務� 3,598,501円

３�　貸借対照表に関する注記

　⑴�　企業債の償還に係る一般会計の負担

　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度

の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は1,479,654,068円である。

　⑵�　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　�　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含ん

でいる。

４�　セグメント情報に関する注記

　�川崎市工業用水道事業会計は、工業用水道事業のみを

運営しており、事業全体をもって単一セグメントとし

ているため、セグメント情報の記載は省略している。

５�　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　⑴�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未

経過リース料相当額

　　　１年内　 3,236,525円

　　　１年超　 2,934,190円

　　　――――――――――

　　　　計　　 6,170,715円

６�　その他の注記

　⑴�　長期継続契約に係るリース債務

　　�通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリ

ース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第

234条の３に基づく長期継続契約に係るものは次の

とおりである。

　　　短期リース債務� 12,853,296円

　　　長期リース債務� 32,394,503円

　⑵�　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　�当年度において、職員の退職手当として65,753,520

円を支給するため、退職給付引当金65,753,520円を

取り崩している。

　⑶�　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　�当年度において、職員の期末・勤勉手当及び期

末・勤勉手当の支給に係る法定福利費として、

180,854,937円を支給（支払）するため、賞与引当

金54,925,164円を取り崩している。

　　　───────────────────
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議案第150号

　　　平成29年度川崎市自動車運送事業会計決算

　　　認定について

　平成29年度川崎市自動車運送事業会計決算について、

地方公営企業法第30条第４項の規定により、別紙監査委

員の意見を付して認定を求める。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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営
業
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1
,
5
0
0
,
0
0
0

合
計

円

1
0
,
1
0
5
,
7
6
9
,
0
0
0

3
2
8
,
2
4
4
,
1
8
0

8
,
6
1
1
,
4
8
6
,
0
0
0

円 0

円

1
0
,
1
0
5
,
7
6
9
,
0
0
0

1
,
3
1
5
,
5
9
3
,
6
8
6

1
,
0
0
0
,
0
0
0

0

当
初

予
算

額

円 0 0 00

1
,
0
0
0
,
0
0
0

4
0
,
4
7
2
,
0
0
0
 

0
 

円

9
,
9
7
2
,
2
1
9
,
0
0
0

8
,
6
1
1
,
4
8
6
,
0
0
0

1
,
3
5
9
,
7
3
3
,
0
0
0

予
算

0

4
0
,
4
7
2
,
0
0
0
 

△
 
 
 

予
算

額
に

比
べ

決
算

額
の

増
減

円

2
0
,
2
4
9
,
2
7
4
 

△
 
 
 
 
 
 
 
 

9
,
7
6
6
,
0
2
2
,
0
0
0

9
,
3
5
6
,
1
4
5
,
8
4
6

予
算

合
計

決
算

額

0
 

補
正

予
算

額

円 0 0

地
方

公
営

企
業

法
第

２
４

条
第

３
項

の
規

定
に

よ
る

支
出

額
に

係
る

財
源

充
当

額

流
用

増
減

額 円

3
2
8
,
2
4
7
,
0
0
0

1
,
5
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

平
 
成
 
２
９
 
年
 
度
 
川
 
崎
 
市
 
自
 
動

車
 
運
 
送
 
事
 
業
 
決
 
算
 
報
 
告
 
書

小
計

円

9
,
9
5
1
,
9
6
9
,
7
2
6

0

0 0

地
方

公
営

企
業

法
第

２
６

条
第

２
項

の
規

定
に

よ
る

繰
越

額

※
３

0

0

2
4
,
2
3
4
,
4
4
0
 

4
4
,
1
3
9
,
3
1
4
 

△
 
 
 
 
 
 
 
 

0

8
,
6
3
5
,
7
2
0
,
4
4
0

6
5
5
,
6
0
0

3
4
4
,
4
0
0
 

△
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※
２

0

備
考

※
１
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（
2
）
資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
　
入

継
続

費
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額

合
計

円
円

企
業
債
収
入
減
額
内
訳

0
9
1
3
,
4
7
4
,
0
0
0

 
す
る
額

　
第
１
項

企
業

債
0

8
6
9
,
0
0
0
,
0
0
0

　
第
２
項

国
庫

補
助

金
0

3
,
6
9
3
,
0
0
0

　
第
３
項

県
交

付
金

0
4
,
8
4
5
,
0
0
0

　
第
４
項

一
般

会
計

補
助

金
0

2
9
,
2
4
4
,
0
0
0

　
第
５
項

そ
の

他
の

資
本

的
収

入
0

6
,
6
9
2
,
0
0
0

支
　
出

額

当
初

予
算

額

予 備 費 支 出 額

流 用 増 減 額

地
方

公
営

企
業

法
第

２
６

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

継 続 費 逓 次 繰 越 額

合
計

地
方

公
営

企
業

法
第

２
６

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

継 続 費 逓 次 繰 越 額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

1
,
1
4
3
,
3
2
7
,
0
0
0

0
0

3
4
,
8
5
1
,
6
0
0

0
1
,
1
7
8
,
1
7
8
,
6
0
0

5
6
8
,
3
0
9
,
1
1
4

4
6
6
,
7
6
4
,
1
2
0

0
4
6
6
,
7
6
4
,
1
2
0

　
第
１
項

建
設

改
良

費
9
2
2
,
3
2
7
,
0
0
0

0
0

3
4
,
8
5
1
,
6
0
0

0
9
5
7
,
1
7
8
,
6
0
0

3
5
7
,
3
0
9
,
1
1
4

4
6
6
,
7
6
4
,
1
2
0

0
4
6
6
,
7
6
4
,
1
2
0

　
第
２
項

企
業

債
償

還
金

2
1
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

2
1
1
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0

　
第
３
項

予
備

費
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

区
分

予
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
算
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
額

決
算

額
予

算
額

に
比

べ
決

算
額

の
増

減

円
円

備
考

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

小
計

地
方

公
営

企
業

法
第

２
６

条
の

規
定

に
よ

る
繰

越
額

に
係

る
財

源
充

当
額

第
１
款

自
動

車
運

送
事

業
資

本
的

収
入

円
円

円
円

8
8
0
,
4
7
4
,
0
0
0

0
8
8
0
,
4
7
4
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
1
4
,
6
8
2
,
4
5
1

5
9
8
,
7
9
1
,
5
4
9
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 

8
3
6
,
0
0
0
,
0
0
0

3
3
,
0
0
0
,
0
0
0

2
8
0
,
0
0
0
,
0
0
0

5
8
9
,
0
0
0
,
0
0
0
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 

(
1
)
翌
年
度
へ
繰
下
発
行

4
6
6
,
0
0
0
,
0
0
0
円

(
2
)
不
用
額

8
3
6
,
0
0
0
,
0
0
0

0

3
,
6
9
3
,
0
0
0

0
3
,
6
9
3
,
0
0
0

0
0

3
,
6
9
3
,
0
0
0
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
 
5
8
9
,
0
0
0
,
0
0
0
円

2
9
,
2
4
4
,
0
0
0

0
2
9
,
2
4
4
,
0
0
0

0
2
4
,
0
8
4
,
0
0
0

5
,
1
6
0
,
0
0
0
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小
　
　
　
計

6
,
6
9
2
,
0
0
0

0
6
,
6
9
2
,
0
0
0

0
5
,
7
6
4
,
4
5
1

9
2
7
,
5
4
9
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地
方
消
費
税
　
 
4
2
6
,
9
9
6
円
）

区
分

予
算

決
算

額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考

補 正 予 算 額

1
3
3
,
1
0
5
,
3
6
6
 
及

び
地

方
消

費
税

第
１
款

自
動

車
運

送
事

業
資

本
的

支
出

円
円

円

0
1
,
1
4
3
,
3
2
7
,
0
0
0

1
4
3
,
1
0
5
,
3
6
6
 

0
2
1
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
 

1
1
,
0
0
0
 

 
△
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
6
,
8
5
5
,
6
5
8
円
）

0
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0
 

(
う

ち
仮

払
消

費
税

0
9
2
2
,
3
2
7
,
0
0
0

（
う

ち
仮

受
消

費
税

及
び

1
2
3
,
0
0
0
,
0
0
0
円

 
 
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
 
2
5
3
,
6
2
6
,
6
6
3
円
は
、
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本

的
収
支
調
整
額
 
2
6
,
4
2
8
,
6
6
2
円
及
び
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
 
2
6
,
8
1
7
,
9
5
1
円
で
補
填
し
、
な
お
不
足
す
る
額

 
 
 
 
2
0
0
,
3
8
0
,
0
5
0
円
及
び
当
年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
で
不
足
す
る
額
 
2
2
,
3
3
2
,
8
0
8
円
は
賞
与
引
当
金
等
で
措
置
し
た
。

4
,
8
4
5
,
0
0
0

0
4
,
8
4
5
,
0
0
0

0
4
,
8
3
4
,
0
0
0
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　　　（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位　円）

　(1) 8,004,205,332

　(2) 106,805,549 8,111,010,881

　(1) 99,702,532

　(2) 677,295,869

　(3) 4,338,214,493

　(4) 3,013,634,229

　(5) 695,288,886

　(6) 13,072,800

　(7) 274,505,858 9,111,714,667

1,000,703,786

　(1) 8,487

　(2) 698,762,965

　(3) 463,622,000

　(4) 36,609,839

　(5) 115,722,335 1,314,725,626

　(1) 987,924

　(2) 72,489,916 73,477,840 1,241,247,786

240,544,000

平成29年度川崎市自動車運送事業損益計算書

運 輸 収 益

運 輸 雑 収 益

諸 構 築 物 保 存 費

２　 営　 　業　　 費　　 用

１　 営　　 業　　 収　　 益

車 両 保 存 費

４ 　営　 業 　外 　費　 用

他 会 計 補 助 金

運 転 費

運 輸 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

３　 営　 業　 外　 収 　益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

経 常 利 益

一 般 管 理 費

自 動 車 重 量 税

負 担 金

長 期 前 受 金 戻 入
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　(1) 607,038 607,038 607,038

241,151,038

2,293,700,231

0

2,052,549,193当 年 度 未 処 理 欠 損 金

５ 　特 　　別　 　利　　　益

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益
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（
単

位
　

円
）

資
 
　

　
 
本

　
　

 
剰

　
　

 
余

　
　

 
金

△
 
2
,
0
5
2
,
5
4
9
,
1
9
3

△
 
2
,
0
5
2
,
5
4
9
,
1
9
3

5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

0
5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

△
 
1
,
1
9
1
,
3
4
6
,
2
0
5

（
注

）
こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
、

損
失

ま
た

は
欠

損
を

示
す

も
の

で
あ

る
。

当
年

度
末

残
高

2
7
4
,
3
9
9
,
1
1
3

当
年

度
純

利
益

0
0

0
0

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

△
 
2
,
2
9
3
,
7
0
0
,
2
3
1

△
 
2
,
2
9
3
,
7
0
0
,
2
3
1

△
 
1
,
4
3
2
,
4
9
7
,
2
4
3

当
年

度
変

動
額

0
0

0
0

2
4
1
,
1
5
1
,
0
3
8

処
分

後
残

高
2
7
4
,
3
9
9
,
1
1
3

5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

0
5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

△
 
2
,
2
9
3
,
7
0
0
,
2
3
1

△
 
2
,
2
9
3
,
7
0
0
,
2
3
1

△
 
1
,
4
3
2
,
4
9
7
,
2
4
3

平
 
成
　
2
9
　
年
　
度
　
川
　
崎
　
市
　
自
　
動
　
車

運
　
送
　
事
　
業
　
剰
　
余
　
金
　
計
　
算
　
書

（
平

成
２

９
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

３
０

年
３

月
３

１
日

ま
で
）

前
年

度
末

残
高

2
7
4
,
3
9
9
,
1
1
3

5
8
6
,
8
0
3
,
8
7
5

0

資
本

金

剰
　

　
 
余

　
　

 
金

資
本

合
計

欠
　

　
 
損

　
　

 
金

受
贈

財
産

評
価

額
そ

の
他

資
本

剰
余

金
資

本
剰

余
金

合
計

未
処

理
欠

損
金

欠
損

金
合

計

（
繰
越
欠
損
金
）

（
当
年
度
未
処
理
欠
損
金
）
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（
単

位
　

　
円

)

処
理

後
残

高
2
7
4
,3

9
9
,1

1
3

5
8
6
,8

0
3
,8

7
5

△
 2

,0
5
2
,5

4
9
,1

9
3

（
注

）
こ

の
計

算
書

に
お

け
る

△
表

記
は

、
減

少
、

損
失

ま
た

は
欠

損
を

示
す

も
の

で
あ

る
。

平
 成

 2
9
 年

 度
 川

 崎
 市

 自
 動

 車
 運

 送
事

 業
 欠

 損
 金

 処
 理

 計
 算

 書

資
本

金
資

本
剰

余
金

未
処

理
欠

損
金

当
年

度
末

残
高

2
7
4
,3

9
9
,1

1
3

5
8
6
,8

0
3
,8

7
5

△
 2

,0
5
2
,5

4
9
,1

9
3

（
繰
越
欠
損
金
）
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　　平成29年度川崎市自動車運送事業貸借対照表

1

　 2,074,792,606 　 　

1,920,018,823 　 　

　 △ 1,337,691,700 582,327,123 　 　

878,598,297 　 　 　

　 △ 671,273,776 207,324,521 　 　

8,477,708,940 　 　 　

　 △ 7,782,367,318 695,341,622 　 　

23,373,850 　 　 　　

　 △ 14,690,623 8,683,227 　 　

721,914,121 　 　 　

　 △ 555,673,846 166,240,275 　 　

10,867,800 　 　 　

　 △ 2,663,640 8,204,160 　 　

119,686,038

　 3,862,599,572 　

800,800 　 　

14,176,626 　 　

12,100,545

　 27,077,971 　

1,575,000

　 1,575,000

　 　 3,891,252,543

2 　 　

347,959,730 　

942,845,172 　

△ 258,332 942,586,840

13,915,510 　

ク

減価償却累計額

投資その他の資産
合 計

(2)

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産

ア

流 動 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

オ 機 械 装 置

減価償却累計額

　　　　　　(単位　円)

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

ア

工具器具及び備品

減価償却累計額

車 両

イ

エ

カ

ウ

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権ア

ウ

(3)

現 金 預 金(1)

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産(2)

そ の 他 投 資

(3) 前 払 費 用

   (平成30年3月31日)

　資　　産　　の　　部

キ リ ー ス 資 産

減価償却累計額

イ 施 設 利 用 権

固 定 資 産 合 計

そ の 他
無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

未 収 金
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184,078,045 　

536,547

　 1,489,076,672

　 5,380,329,215

3   

553,750,000

 553,750,000  

 6,613,632  

3,841,467,100   

 3,841,467,100  

 4,401,830,732

4   

167,750,000

 167,750,000  

2,246,868  

1,105,122,587  

101,808,412  

144,971,702  

320,870,638   

 320,870,638  

39,016,191  

 1,881,786,398

(3) 未 払 金

ア

企 業 債 合 計

前 受 金

建設改良費等の

るための企業債

(4) 未 払 費 用

財 源 に 充 て

流 動 資 産 合 計

(3)

前 払 金

(1) 企 業 債

リ ー ス 債 務

(5) そ の 他 流 動 資 産

(2)

資 産 合 計

企 業 債 合 計

るための企業債

(4)

(2) リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

ア 退職給付引当金

(1) 企 業 債

(7) そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(6) 引 当 金

(5)

流 動 負 債 合 計

ア

財 源 に 充 て
建設改良費等の

　負　　債　　の　　部

ア

固 定 負 債
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5

315,211,748 　

　 △ 191,490,771 123,720,977 　

566,128,732 　 　

　 △ 534,450,364 31,678,368 　

81,503,292 　 　

　 △ 57,800,869 23,702,423 　

1,023,682,596 　

　 △ 935,211,591 88,471,005 　

43,204,366 　 　

　 △ 22,718,849 20,485,517 　

  288,058,290

 6,571,675,420

6  274,399,113

7    

586,803,875   

 586,803,875  

2,052,549,193  

  △ 1,465,745,318

 △ 1,191,346,205

  5,380,329,215

県 交 付 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

ア 受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

資 本 剰 余 金

一般会計補助金

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

イ

ウ

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

欠 損 金

資 本 剰 余 金 合 計

受贈財産評価額

資 本 金

(1)

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

(2)

エ

オ

収 益 化 累 計 額

ア

剰 余 金 合 計

ア 2,052,549,193当 年 度 未 処 理
欠 損 金

資 本 合 計

　資　　本　　の　　部
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注記

１�　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　⑴�　固定資産の減価償却の方法

　　ア�　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　（ア�）定額法または定率法による。（平成10年４

月１日以後に取得した建物にあっては、定額

法。）

　　　（イ）主な耐用年数

　　　　　　建物� ６～ 50年

　　　　　　構築物� ３～ 60年

　　　　　　車両� ５年

　　　　　　機械装置� 13 ～ 17年

　　　　　　工具器具及び備品� ３～ 20年

　　イ�　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　定額法による。

　　ウ�　リース資産

　　　（ア�）所有権移転ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

　　　　　�　自己所有の固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法を採用している。

　　　（イ�）所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

　　　　　�　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零

とする定額法を採用している。

　　　　　�　なお、リース取引開始日が平成26年３月31

日以前のリース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

　⑵�　引当金の計上方法

　　ア�　貸倒引当金

　　　�　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、破産更生債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。

　　イ�　退職給付引当金

　　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年

度の退職手当の期末要支給額に相当する額を計上

している。

　　ウ�　賞与引当金

　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手

当の支給に係る法定福利費の支払いに備えるた

め、当事業年度末における支給及び支払見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して

いる。

　⑶�　その他会計に関する書類の作成のための基本とな

る重要な事項

　　ア�　消費税等の会計処理

　　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式

によっている。

　　　�　なお、控除対象外消費税額については、当事業

年度の費用として処理している。

２�　キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　重要な非資金取引

　⑴�　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　　�　当事業年度、新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ次のと

おりである。

　　　リース資産� 7,369,800円

　　　リース債務� 7,959,384円

３�　貸借対照表に関する注記

　⑴�　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　　�　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含

んでいる。

４�　セグメント情報に関する注記

　⑴�　報告セグメントの概要

　　�　川崎市自動車運送事業会計は、本市及び本市周辺

の区域内における市バス事業の単一セグメントであ

るため、記載を省略している。

５�　その他の注記

　⑴�　長期継続契約に係るリース債務

　　�　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行った

リース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第

234条の３に基づく長期継続契約に係るものは次の

とおりである。

　　　短期リース債務� 2,246,868円

　　　長期リース債務� 6,613,596円

　⑵�　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　�　当事業年度において、職員の退職手当として

488,158,280円を支給するため、退職給付引当金

488,158,280円を取り崩している。

　⑶�　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　�　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当

及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費とし

て1,029,571,622円を支給するため、賞与引当金

329,360,956円を取り崩している。

　⑷�　損益勘定留保資金の取り扱い

　　�　貸倒引当金、賞与引当金及び翌年度支払いのファ

イナンス・リース債務について、

　　�　資金不足比率への算入猶予に係る経過措置期間が

経過したことに伴い、当事業年度から補填財源とし

て活用しないこととしている。

　　　───────────────────
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川崎市告示555号

　　　議決された予算の公表について

　別紙の予算は、平成30年９月３日招集の平成30年第３

回川崎市議会定例会において、平成30年10月15日に原案

のとおり可決されましたので、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第219条第２項の規定により公表します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

平成30年度川崎市一般会計補正予算

平成30年度川崎市競輪事業特別会計補正予算

平成30年度川崎市国民健康保険事業特別会計補正予算

平成30年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計補正予算

平成30年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計補正予算

平成30年度川崎市公害健康被害補償事業特別補正予算

平成30年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算

平成30年度川崎市港湾事業特別会計補正予算

　　　平成30年度川崎市一般会計補正予算

　平成30年度川崎市の一般会計の補正予算は、次に定め

るところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

1,020,558千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ733,568,929千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第�２条　既定の債務負担行為の追加は、「第２表債務負

担行為補正」による。

（地方債の補正）

第�３条　既定の地方債の変更は、「第３表地方債補正」

による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

17 国 庫 支 出 金 125,843,634 △20.543 125,823,091

2 国 庫 補 助 金 21,075,697 △20.543 21,055,154

21 繰 入 金 63,547,555 269,101 63,816,656

1 基 金 繰 入 金 60,036,389 269,101 60,305,490

24 市 債 53,258,000 772,000 54,030,000

1 市 債 53,258,000 772,000 54,030,000

　 歳 入 合 計 　 732,548,371 1,020,558 733,568,929

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

3 市 民 文 化 費 7,235,643 3,700 7,239,343

1 市 民 文 化 費 7,235,643 3,700 7,239,343

6 こ ど も 未 来 費 111,596,691 24,223 111,620,914

1 こ ど も 青 少 年 費 44,651,083 20,071 44,671,154

2 こ ど も 支 援 費 66,945,608 4,152 66,949,760

5 健 康 福 祉 費 145,738,448 67,740 145,806,188

1 健 康 福 祉 費 9,214,618 67,740 9,282,358

7 経 済 労 働 費 27,688,134 60,000 27,748,134

3 中小企業企業支援費 25,147,770 60,000 25,207,770

8 建 設 緑 政 費 35,152,847 789,950 35,942,797

2 道 路 橋 り ょ う 費 9,853,687 198,050 10,051,737

3 街 路 事 業 費 13,469,541 591,900 14,061,441

10 ま ち づ く り 費 25,823,426 24,500 25,847,926

3 整 備 事 業 費 13,867,864 4,500 13,872,364

4 建 築 管 理 費 4,188,227 20,000 4,208,227
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13 教 育 費 106,298,249 50,445 106,348,694

8 教 育 施 設 整 備 費 17,036,786 50,445 17,087,231

　 歳 出 合 計 　 732,548,371 1,020,558 733,568,929

第２表　債務負担行為補正

　追　加

事　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

千円

浮 世 絵 展 示 施 設 改 修 事 業 費 平成30年度から

平成31年度まで

54,000

粗 大 ご み 収 集 運 搬 業 務 経 費（ そ の ２） 平成30年度から

平成31年度まで

15,862

小 杉 駅 周 辺 交 通 機 能 整 備 事 業 費 平成30年度から

平成31年度まで

28,500

第３表　地方債補正

　変　更

起　　債　　の　　目　　的
限　　　　　　　度　　　　　　　額

補正前の額 補　正　額 補正後の額

千円 千円 千円

文 化 振 興 事 業 440,000 3,000 443,000

保 育 事 業 2,082,000 3,000 2,085,000

安 全 施 設 整 備 事 業 767,000 18,000 785,000

道 路 整 備 事 業 2,041,000 177,000 2,218,000

橋 り ょ う 架 設 改 良 事 業 921,000 1,000 922,000

街 路 事 業 3,130,000 323,000 3,453,000

連 続 立 体 交 差 事 業 2,376,000 197,000 2,573,000

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 10,944,000 50,000 10,994,000

合　　　　　　　　　　　　　　 計 22,701,000 772,000 23,473,000

地 方 債 総 合 計 53,258,000 772,000 54,030,000

　　　平成30年度川崎市競輪事業特別会計補正予算

　平成30年度川崎市の競輪事業特別会計の補正予算は、

次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞ

れ79,095千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ20,223,780千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

3 繰 越 金 200,000 △79,095 120,905

1 繰 越 金 200,000 △79,095 120,905

　 歳 入 合 計 　 20,302,875 △79,095 20,223,780
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　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 競 輪 事 業 費 19,866,276 60,453 19,926,729

2 競 輪 開 催 費 19,442,413 60,453 19,502,866

3 予 備 費 156,598 △139,548 17,050

1 予 備 費 156,598 △139,548 17,050

　 歳 出 合 計 　 20,302,875 △79,095 20,223,780

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

7 繰 越 金 100,000 2,399,493 2,499,493

1 繰 越 金 100,000 2,399,493 2,499,493

　 歳 入 合 計 　 124,987,214 2,399,493 127,386,707

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

5 諸 支 出 金 321,593 △100,000 221,593

4 国庫負担金等返還金 100,000 △100,000 －

7 基 金 積 立 金 － 2,499,493 2,499,493

1 基 金 積 立 金 － 2,499,493 2,499,493

　 歳 出 合 計 　 124,987,214 2,399,493 127,386,707

　　　平成30年度川崎市国民健康保険事業特別会

　　　計補正予算

　平成30年度川崎市の国民健康保険事業特別会計の補正

予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

2,399,493千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入

歳出それぞれ127,386,707千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　平成30年度川崎市母子父子寡婦福祉資金貸

　　　付事業特別会計補正予算

　平成30年度川崎市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特

別会計の補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

43,242千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ342,008千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 繰 越 金 49,149 43,242 92,391

1 繰 越 金 49,149 43,242 92,391

　 歳 入 合 計 　 298,766 43,242 342,008
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　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 母子父子寡婦福祉

資 金 貸 付 事 業 費

249,647 43,242 292,889

1 母子父子寡婦福祉

資 金 貸 付 事 業 費

249,647 43,242 292,889

　 歳 出 合 計 　 298,766 43,242 342,008

　　　平成30年度川崎市後期高齢者医療事業特別

　　　会計補正予算

　平成30年度川崎市の後期高齢者医療事業特別会計の補

正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

734,706千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ16,115,098千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　平成30年度川崎市公害健康被害補償事業特

　　　別会計補正予算

　平成30年度川崎市の公害健康被害補償事業特別会計の

補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

137,239千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ220,864千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

4 繰 越 金 14,380 137,239 151,619

1 繰 越 金 14,380 137,239 151,619

　 歳 入 合 計 　 83,625 137,239 220,864

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

4 繰 越 金 2 734,706 734,708

1 繰 越 金 2 734,706 734,708

　 歳 入 合 計 　 15,380,392 734,706 16,115,098

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金

15,067,571 734,391 15,801,962

1 後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金

15,067,571 734,391 15,801,962

3 諸 支 出 金 38,473 315 38,788

1 償 還 金 及 び

還 付 加 算 金

38,473 315 38,788

　 歳 出 合 計 　 15,380,392 734,706 16,115,098
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　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 公 害 健 康 被 害

補 償 事 業 費

83,625 137,239 220,864

1 公 害 健 康 被 害

補 償 事 業 費

83,625 137,239 220,864

　 歳 出 合 計 　 83,625 137,239 220,864

　　　平成30年度川崎市介護保険事業特別会計補

　　　正予算

　平成30年度川崎市の介護保険事業特別会計の補正予算

は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

682,035千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ91,273,189千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　平成30年度川崎市港湾整備事業特別会計補

　　　正予算

　平成30年度川崎市の港湾整備事業特別会計の補正予算

は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第�１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

10,920千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ15,721,841千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごと

の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１

表歳入歳出予算補正」による。

　　平成30年９月３日提出

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

6 繰 越 金 1 10,920 10,921

1 繰 越 金 1 10.920 10,921

　 歳 入 合 計 　 15,710,921 10,920 15,721,841

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

6 支 払 基 金 交 付 金 23,376,135 △35,680 23,340,455

1 支 払 基 金 交 付 金 23,376,135 △35,680 23,340,455

8 繰 入 金 14,036,289 255,307 14,291,596

2 基 金 繰 入 金 606,700 255,307 862,007

9 繰 越 金 2 462,408 462,410

1 繰 越 金 2 462,408 462,410

　 歳 入 合 計 　 90,591,154 682,035 91,273,189

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

1 総 務 費 2,138,210 219,626 2,357,836

1 総 務 管 理 費 2,138,210 219,626 2,357,836

6 基 金 積 立 金 57,003 462,409 519,412

1 基 金 積 立 金 57,003 462,409 519,412

　 歳 出 合 計 　 90,591,154 682,035 91,273,189
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　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

2 諸 支 出 金 6,629,901 10,920 6,640,821

1 積 立 金 6,097,851 10,920 6,108,771

　 歳 出 合 計 　 15,710,921 10,920 15,721,841

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市告示第556号

　　　土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

　　　区域の指定について

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項

の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている

区域を指定しますので、同条第３項の規定に基づき告示

します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　指定する区域

　　川崎区千鳥町12番地の一部

　　（別図のとおり）

２�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第１項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　ふっ素及びその化合物

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

別
図

　
指

定
す

る
区

域
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川崎市告示第557号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月９日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　5,000円

　　　自動二輪車　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第558号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月17日から平成30年10月31日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

新
木 月

第69号線

川崎市中原区木月

４丁目1344番13先
3.00 30.86

川崎市中原区木月

４丁目1344番13先

新
木 月

第69号線

川崎市中原区木月

４丁目1344番14先
3.00

～

3.02

30.86
川崎市中原区木月

４丁目1344番27先

　　　───────────────────

川崎市告示第559号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を平成30年10月17日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月17日から平成30年10月31日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

木 月

第 6 9 号 線

川崎市中原区木月４丁目1344番14先

川崎市中原区木月４丁目1344番27先

　　　───────────────────

川崎市告示第560号

　　　市道路線認定に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第８条の規定に基づ

き、市道の路線を次のように認定します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、一般の縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

整理

番号
路線名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

42
久 地

第148号線

高津区久地１丁目340番23先

高津区久地１丁目340番33先

43
久 地

第149号線

高津区久地２丁目84番ロの２先

高津区久地２丁目82番５先

44
菅 生

第830号線

宮前区菅生２丁目1981番42先

宮前区菅生２丁目1981番88先

45
平

第235号線

宮前区平４丁目1505番４先

宮前区平４丁目1508番６先
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46
東 有 馬

第４号線

宮前区東有馬１丁目2471番14先

宮前区東有馬１丁目2470番13先

47
登 戸

第357号線

多摩区登戸2188番２先

多摩区登戸1831番４先

48
東百合丘

第159号線

麻生区東百合丘４丁目7510番７先

麻生区東百合丘４丁目7346番189先

49
王 禅 寺

第３号線

西麻生区王禅寺西６丁目2128番161

先

麻生区王禅寺西６丁目2128番309先

50
王 禅 寺

第４号線

西麻生区王禅寺西６丁目2128番305

先

麻生区王禅寺西６丁目2128番119先

　　　───────────────────

川崎市告示第561号

　　　道路区域決定に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のとおり決定します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月17日から平成30年10月31日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

整理

番号
路線名

起　　　　点 敷地の

幅員

（ｍ）

延長

（ｍ）
備考

終　　　　点

42
久 地

第148号線

高津区久地１丁目

340番23先
4.51 34.88

高津区久地１丁目

340番33先

43
久 地

第149号線

高津区久地２丁目

84番ロの２先 2.73

～

6.00

131.76
高津区久地２丁目

82番５先

44
菅 生

第830号線

宮前区菅生２丁目

1981番42先
6.00 116.06

宮前区菅生２丁目

1981番88先

45
平

第235号線

宮前区平４丁目

1505番４先
5.00 86.16

宮前区平４丁目

1508番６先

46
東 有 馬

第４号線

宮前区東有馬１丁

目2471番14先
4.51 33.90

宮前区東有馬１丁

目2470番13先

47
登 戸

第357号線

多摩区登戸2188番

２先
12.00 107.38

多摩区登戸1831番

４先

48
東百合丘

第159号線

麻生区東百合丘４

丁目7510番７先 6.00

～

9.81

76.28
麻生区東百合丘４

丁目7346番189先

49
王 禅 寺

第３号線

西麻生区王禅寺西

６ 丁 目2128番161

先
1.62

～

4.00

173.94

麻生区王禅寺西６

丁目2128番309先

50
王 禅 寺

第４号線

西麻生区王禅寺西

６ 丁 目2128番305

先 2.00 37.29

麻生区王禅寺西６

丁目2128番119先

　　　───────────────────

川崎市告示第562号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次のとおり道路の供用を平成30年10月17日か

ら開始します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月17日から平成30年10月31日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

整理

番号
路線名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

42
久 地

第148号線

高津区久地１丁目340番23先

高津区久地１丁目340番33先

43
久 地

第149号線

高津区久地２丁目84番ロの２先

高津区久地２丁目82番５先

44
菅 生

第830号線

宮前区菅生２丁目1981番42先

宮前区菅生２丁目1981番88先

45
平

第235号線

宮前区平４丁目1505番４先

宮前区平４丁目1508番６先

46
東 有 馬

第４号線

宮前区東有馬１丁目2471番14先

宮前区東有馬１丁目2470番13先

47
登 戸

第357号線

多摩区登戸2188番２先

多摩区登戸1831番４先

48
東百合丘

第159号線

麻生区東百合丘４丁目7510番７先

麻生区東百合丘４丁目7346番189先
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49
王 禅 寺

第３号線

西麻生区王禅寺西６丁目2128番161

先

麻生区王禅寺西６丁目2128番309先

50
王 禅 寺

第４号線

西麻生区王禅寺西６丁目2128番305

先

麻生区王禅寺西６丁目2128番119先

　　　───────────────────

川崎市告示第563号

　　　市道路線廃止に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第10条第１項の規定

に基づき、次の市道の路線を廃止します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、一般の縦覧に供します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

整理

番号
路線名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

51
久 地

第17号線

高津区久地２丁目84番ロの２先

高津区久地２丁目58番２先

52
平

第201号線

平宮前区平４丁目1580番３先

宮前区平４丁目1584番先

53
登 戸

第121号線

登戸多摩区登戸1845番１先

多摩区登戸1831番１先

54
東百合丘

第100号線

麻生区東百合丘４丁目7509番４先

麻生区東百合丘４丁目7506番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第564号

　　　土壌汚染対策法に基づく要措置区域の指定

　　　について

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第６条第１項

の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている

区域を指定しますので、同条第２項の規定に基づき告示

します。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　指定する区域

　　幸区塚越四丁目298番１、301番の一部

　　（別図のとおり）

２�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第１項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　�1, １－ジクロロエチレン、シス－1, ２－ジクロロ

エチレン、テトラクロロエチレン、1,1, １－トリ

クロロエタン、トリクロロエチレン、ベンゼン、六

価クロム化合物、ふっ素及びその化合物

３�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第２項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　ふっ素及びその化合物

３�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第39条に基づく講ずべき指示措置

　⑴�　原位置封じ込め又は遮水工封じ込め

　⑵�　地下水の水質の測定
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川崎市告示第565号

　　　土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出

　　　区域の指定について

　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項

の規定に基づき、特定有害物質によって汚染されている

区域を指定しますので、同条第３項の規定に基づき告示

します。

　　平成30年10月18日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　指定する区域

　　幸区塚越四丁目301番の一部

　　（別図のとおり）

２�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第１項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　鉛及びその化合物

３�　土壌汚染対策法施行規則（平成14年環境省令第29

号）第31条第２項の基準に適合していない特定有害物

質の名称

　　鉛及びその化合物
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川崎市告示第566号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月22日から平成30年11月５日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
平

第18号線

川崎市宮前区平１丁目

23番１先
2.73

～

6.00

64.30
川崎市宮前区平１丁目

24番１先

新
平

第18号線

川崎市宮前区平１丁目

23番16先
4.50

～

8.06

64.30
川崎市宮前区平１丁目

24番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第567号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を平成30年10月22日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月22日から平成30年11月５日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

平

第 1 8 号 線

川崎市宮前区平１丁目23番16先

川崎市宮前区平１丁目24番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第568号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月22日から平成30年11月５日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
下 作 延

第172号線

川崎市高津区下作延

４丁目544番４先
2.12 21.85

川崎市高津区下作延

４丁目546番２先

新
下 作 延

第172号線

川崎市高津区下作延

４丁目544番５先
4.50

～

4.52

34.72
隅切り

を含む川崎市高津区下作延

４丁目545番５先

旧
下 作 延

第173号線

川崎市高津区下作延

４丁目544番４先
2.12 10.93

川崎市高津区下作延

４丁目546番２先

新
下 作 延

第173号線

川崎市高津区下作延

４丁目544番５先
3.37

～

3.89

10.93
川崎市高津区下作延

４丁目546番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第569号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を平成30年10月22日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月22日から平成30年11月５日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市　道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

下 作 延

第17 2号線

川崎市高津区下作延４丁目544番５先
隅 切 り

を含む
川崎市高津区下作延４丁目545番５先

下 作 延

第17 3号線

川崎市高津区下作延４丁目544番５先

川崎市高津区下作延４丁目546番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第570号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成　　30年10月22日から平成30年11月５日まで一

般の縦覧に供します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦

道路の種類　市　道
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旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
登 戸

第11号線

川崎市多摩区登戸3317

番２先
1.21 22.02

川崎市多摩区登戸3212

番12先

新
登 戸

第11号線

川崎市多摩区登戸3317

番２先
1.21 12.45

川崎市多摩区登戸3212

番８先

　　　───────────────────

川崎市告示第571号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　5,000円

　　　自動二輪車　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第572号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１

項の規定により介護機関の指定及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている介護支援給付の介護機関の指定を行いま

したので、同法第55条の３第１号の規定に基づき別表の

とおり告示します。（別表省略）

　　平成30年10月23日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第573号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４

項において準用する同法第50条の２の規定により指定介

護機関の変更及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４

項において生活保護法の規定の例によるとされている介

護支援給付の指定介護機関の変更を行いましたので、同

法第55条の３第２号の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。（別表省略）

　　平成30年10月23日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第574号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４

項において準用する同法第50条の２の規定により指定介

護機関の廃止及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４

項において生活保護法の規定の例によるとされている介

護支援給付の指定介護機関の廃止を行いましたので、同

法第55条の３第２号の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。（別表省略）

　　平成30年10月23日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第575号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月24日から平成30年11月７日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道
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旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
栗 木

第５号線

川崎市麻生区栗木

227番11先
2.42 45.76

川崎市麻生区栗木

3043番先

新
栗 木

第５号線

川崎市麻生区栗木

227番１先
6.44

～

7.55

45.76

隅きり

を含む

川崎市麻生区栗木

226番先

　　　───────────────────

川崎市告示第576号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を平成30年10月24日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、平成30年10月24日から平成30年11月７日まで一般の

縦覧に供します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

栗 木

第 ５ 号 線

川崎市麻生区栗木227番１先
隅きり

を含む
川崎市麻生区栗木226番先

　　　───────────────────

川崎市告示第577号

　　　平成30年度宮前市民館における使用料に

　　　係る収納事務の委託

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第

１項の規定により、宮前市民館における使用料に係る収

納事務を委託したので、同施行令第158条第２項の規定

により告示します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１　受託者の所在地及び名称

　　所在地：川崎市川崎区中島１丁目22番11号

　　名　称：株式会社　サイオー　川崎営業所

２　委託内容

　　市民館使用料の収納に関する事務

３　委託期間

　　平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

４　実施期間

　　平成30年11月１日から平成31年３月31日まで

　　　───────────────────

川崎市告示第578号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に

より医療機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第

14条第４項において生活保護法の規定の例によるとされ

ている医療支援給付の医療機関の指定を行いましたの

で、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示します。

（別紙省略）

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第579号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の

規定により施術機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項において生活保護法の規定の例による

とされている医療支援給付の施術機関の指定を行いまし

たので、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示しま

す。（別紙省略）

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第580号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の変更並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の変更を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき別

表のとおり告示します。（別紙省略）

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第581号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の廃止並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の廃止を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき告

示します。（別紙省略）

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────
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川崎市告示第582号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第51条第１項の

規定により指定医療機関の辞退による廃止並びに中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号）第14条第４項において生活保護法の

規定の例によるとされている医療支援給付の指定医療機

関の辞退による廃止を行いましたので、同法第55条の３

第３号の規定に基づき告示します。（別紙省略）

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第583号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

１�　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２�　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３�　引取りの方法

　⑴�　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵�　引取りのできる日時

　　�　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶�　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　5,000円

　　　自動二輪車　　 　10,000円

　⑷�　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４�　その他

　�　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第584号

　川崎市個人情報保護条例（昭和60年川崎市条例第26

号）第８条第１項の規定による個人情報ファイルの届出

について、同条第７項の規定に基づき公表します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　届出の状況

　⑴�　個人情報ファイル（廃止）

　　ア�　市　　　長� ２件　　

２�　届出書

　　別紙のとおり（省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第585号

　川崎市個人情報保護条例（昭和60年川崎市条例第26

号）第11条第３項の規定による保有個人情報の目的外利

用等の届出について、同条第５項の規定に基づき公表し

ます。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　届出の状況

　⑴�　目的外利用

　　ア�　病院事業管理者� １件　　

　　イ�　教育委員会� １件　　

　⑵�　外部提供

　　ア�　市　　　長� 10件　　

　　イ�　消　防　長� ４件　　

　　ウ�　教育委員会� １件　　

２�　届出書

　　別紙のとおり（省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第586号

　　　指定特定相談の事業の廃止について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第51条の25第４項の

規定により、指定特定相談事業の廃止の届出がありまし

たので、同法第51条の30の規定に基づき別表のとおり告

示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 廃止の年月日 事業所番号

株式会社Grow
指定特定相談支援事業所

Grow川崎

川崎市川崎市砂子２－５－11

りそな川崎ビル４階
計画相談支援 平成30年５月31日 1435001076



（第1,758号）平成30年(2018年)11月12日 川 崎 市 公 報

－2996－

川崎市告示第587号

　　　指定障害福祉サービス事業者の指定について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定

により、指定障害福祉サービス事業者の指定を行いまし

たので、同法第51条の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第588号

　　　指定障害児通所支援事業者の指定について

　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の15

第１項の規定により、指定障害児通所支援事業者の指定

を行いましたので、同法第21条の５の25第１項の規定に

基づき別表のとおり告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦

川崎市告示第589号

　　　指定特定相談の事業の廃止について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第51条の25第４項の

規定により、指定特定相談事業の廃止の届出がありまし

たので、同法第51条の30の規定に基づき別表のとおり告

示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第590号

　　　指定障害児通所支援の事業の廃止について

　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の20

第４項の規定により、指定障害児通所支援の事業の廃止

の届出がありましたので、同法第21条の５の25第２項の

規定に基づき別表のとおり告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 廃止の年月日 事業所番号

株式会社チェリッシュ
児童発達支援室tomorrow

上麻生教室

川崎市麻生区上麻生

４－15－１
児童発達支援 平成30年９月30日 1455600146

株式会社チェリッシュ
児童発達支援室tomorrow

上麻生教室

川崎市麻生区上麻生

４－15－１
放課後等デイサービス 平成30年９月30日 1455600146

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 廃止の年月日 事業所番号

株式会社

LITALICO
LITALICO相談支援センター

川崎市川崎区東田町６－２

ミヤダイビル８F
計画相談支援 平成30年９月30日 1435000987

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社

LITALICO
LITALICOジュニア川崎教室

川崎市川崎区小川町11－10

第10平沼ビル３F
保育所等訪問支援 平成30年９月１日 1455000065

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社リレートカンパニー プラスエス
川崎市高津区下作延３丁目

１５－６
就労継続支援Ａ型 平成30年９月１日 1415300944

株式会社ふく 訪問介護ふく
川崎市麻生区上麻生二丁目

３６番１８号

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

平成30年９月１日 1415600616

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市告示第591号

　　　指定障害児通所支援事業者の指定について

　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の15

第１項の規定により、指定障害児通所支援事業者の指定

を行いましたので、同法第21条の５の25第１項の規定に

基づき別表のとおり告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第592号

　　　指定障害福祉サービスの事業の廃止について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定

により、指定障害福祉サービスの事業の廃止の届出があ

りましたので、同法第51条の規定に基づき別表のとおり

告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 廃止の年月日 事業所番号

一般社団法人

アイエスエフネット

ベネフィット

リアンソリードゥ

川崎

川崎市多摩区長沢４－37－１

３階
共同生活援助 平成30年９月30日 1425400627

特定非営利活動法人

ケアセンター

介護福祉会

特定非営利活動法人

ケアセンター

介護福祉会

川崎市麻生区百合丘２－９－７

百合丘ハイデンス１D
重度訪問介護 平成30年９月30日 1415600228

特定非営利活動法人

ケアセンター

介護福祉会

ケアセンター

介護福祉会たかつ

川崎市高津区溝口２－２４－１

アーバニー溝口１０２号
重度訪問介護 平成30年９月30日 1415300183

アースサポート

株式会社

アースサポート

稲田堤
川崎市多摩区菅１丁目２番24号 居宅介護 平成30年９月30日 1415400603

アースサポート

株式会社

アースサポート

稲田堤
川崎市多摩区菅１丁目２番24号 重度訪問介護 平成30年９月30日 1415400603

特定非営利活動法人

おおすみ

特定非営利活動法人

おおすみ

障害訪問介護事業所

川崎市多摩区菅仙谷２－１７－１

シャルマン仙谷３０７
居宅介護 平成30年９月30日 1415400256

特定非営利活動法人

おおすみ

特定非営利活動法人

おおすみ

障害訪問介護事業所

川崎市多摩区菅仙谷２－１７－１

シャルマン仙谷３０７
重度訪問介護 平成30年９月30日 1415400256

有限会社アドバンス ハートケアサービス 川崎市幸区南加瀬４丁目１番４号 重度訪問介護 平成30年９月30日 1415100237

社会福祉法人みのり会
ヘルパーステーション

らいむらいと

川崎市宮前区小台２－15－７

ガーデンハイツ安藤101号室
重度訪問介護 平成30年９月30日 1415500121

ひまわり調剤薬局

株式会社

ひまわりケアセンター

訪問介護

川崎市幸区大宮町６－４

TMビル５F
居宅介護 平成30年９月30日 1415100047

ひまわり調剤薬局

株式会社

ひまわりケアセンター

訪問介護

川崎市幸区大宮町６－４

TMビル５F
重度訪問介護 平成30年９月30日 1415100047

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社リヴサービス next
川崎市麻生区上麻生４－15－１

山口台ビル２F, ３F
児童発達支援 平成30年10月１日 1455600310

株式会社リヴサービス next
川崎市麻生区上麻生４－15－１

山口台ビル２F, ３F
放課後等デイサービス 平成30年10月１日 1455600310

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市告示第593号

　　　指定障害福祉サービス事業者の指定について

　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定

により、指定障害福祉サービス事業者の指定を行いまし

たので、同法第51条の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市告示第594号

　川崎市長が予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条、

第６条の規定により行う予防接種については、次表に掲

げる医師が同表に掲げる場所等で当該業務を行うので、

予防接種法施行令（昭和23年政令第197号）第４条第１

項の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

申請者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 事業の種類 指定の年月日 事業所番号

株式会社リリアン リリアン・ケアサービス

川崎市多摩区生田３－４－

８

M･Y･G GRANDIA 202号室

居宅介護

重度訪問介護
平成30年10月１日 1415400934

特定非営利活動法人

わになろう会

サポートハウス

わにの家

川崎市中原区今井南町32番

11号
行動援護 平成30年10月１日 1415201043

一般社団法人

ウイングワークス
生活介護ウイング川崎

川崎市宮前区平１－３－10

水口電装ビル201号室
生活介護 平成30年10月１日 1415500782

合同会社マルフ はたらいふ
川崎市高津区千年新町13－

１
就労継続支援Ｂ型 平成30年10月１日 1415300951

株式会社Melk Melk川崎Office
川崎市川崎区駅前本町10番

５号
就労定着支援 平成30年10月１日 1415000692

株式会社Melk Melk武蔵小杉Office

川崎市中原区丸子通640－

５

大山ビル５階

就労定着支援 平成30年10月１日 1415200748

株式会社Melk Melk川崎砂子Office

川崎市川崎区砂子１－10－

２

ソシオ砂子301

就労定着支援 平成30年10月１日 1415000742

社会福祉法人

川崎聖風福祉会
社会復帰訓練所

川崎市高津区末長一丁目

３番地８
就労定着支援 平成30年10月１日 1415300415

ダンウェイ株式会社
ダンウェイ

プロダクション

川崎市中原区新城一丁目

12番15号

アムールスクエア新城201

就労定着支援 平成30年10月１日 1415200573

株式会社チャレンジド

ジャパン

就労支援センター

ひゅーまにあ川崎

川崎市川崎区東田町２－11

大谷加工川崎大通ビル９階
就労定着支援 平成30年10月１日 1415000908

株式会社LITALICO
LITALICOワークス

川崎駅前南

川崎市川崎区小川町２－７

昼間ビルIVYTOWER　8F
就労定着支援 平成30年10月１日 1415001153

株式会社LITALICO LITALICOワークス川崎
川崎市川崎区東田町６－２

ミヤダイビル８F
就労定着支援 平成30年10月１日 1415000866

特定非営利活動法人

マイWay
マイWay

川崎市高津区下作延六丁目

４番３号
就労定着支援 平成30年10月１日 1415300571

ウェルビー株式会社

就労定着支援事業所

ウェルビー

溝の口駅前センター

川崎市高津区下作延二丁目

９番９号

MSビル４階402号

就労定着支援 平成30年10月１日 1415300779

株式会社

ソーシャル・スパイ

ス・カンパニー

Bi-z Labo
川崎市川崎区中島二丁目

18番13号
就労定着支援 平成30年10月１日 1415000619

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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医　師　名
予防接種を行う主たる場所

病院・医院名 所在地

鈴木　健吾 すずき内科クリニック

川崎市多摩区登戸

2130－２

アトラスタワー向ヶ丘

遊園208

石川　良子

なないろ

こどもとアレルギーの

クリニック

川崎市宮前区有馬

５－17－21

　　　───────────────────

川崎市告示第595号

　川崎市長が予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条、

第６条の規定により行う平成30年度インフルエンザ予防

接種については、次表に掲げる医師が同表に掲げる場所

等で当該業務を行うので、予防接種法施行令（昭和23年

政令第197号）第４条第１項の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

医　師　名
予防接種を行う主たる場所

病院・医院名 所在地

鈴木　健吾 すずき内科クリニック

川崎市多摩区登戸

2130－２

アトラスタワー向ヶ丘

遊園208

　　　───────────────────

川崎市告示第596号

　川崎市長が予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条、

第６条の規定により行う予防接種については、次表のと

おり予防接種個別協力医療機関医師に関する事項の変更

が承諾されましたので、予防接種法施行令（昭和23年政

令第197号）第４条第２項の規定に基づき告示します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

医師名
予防接種を行う主たる場所

病院・医院名 所在地

変更前 野末　洋
野末整形外科歯科内科

川崎市宮前区

犬蔵２－７－１変更後 小澤　穣

税 告 示

川崎市税告示第７号

　川崎市市税条例（昭和25年川崎市条例第26号）第23条

の５第１項の規定に基づき、川崎市市税条例の規定によ

る寄附金の指定について（平成21年川崎市告示第91号）

の一部を改正し、平成30年３月22日以後に支出する分か

ら適用しますので、同条例第23条の６第２項の規定によ

り告示します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

表中に次のように加える。

公益財団法人かわさき市民しきん

（川崎市中原区新城５丁目２番13号）

左に掲げる者の主たる

目的である業務に関連

する寄附金

公 告

川崎市公告第555号

　川崎都市計画特別緑地保全地区を決定したいので、都

市計画法（昭和43年法律第100号）第17条第１項の規定

により、次のとおり公告し、この都市計画の案を公衆の

縦覧に供します。

　なお、この都市計画案について、縦覧期間満了の日ま

でに川崎市に意見書を提出することができます。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　都市計画の種類及び名称

　�　川崎都市計画特別緑地保全地区

　　（電車山特別緑地保全地区）の決定

　�　川崎都市計画特別緑地保全地区

　　（上麻生仲村特別緑地保全地区）の決定

２�　都市計画を定める土地の区域

　⑴�　電車山特別緑地保全地区

　　ア�　追加する部分

　　　　川崎市　麻生区　栗木台２丁目地内

　　イ�　削除する部分

　　　　なし

　　ウ�　変更する部分

　　　　なし

　⑵�　上麻生仲村特別緑地保全地区

　　ア�　追加する部分

　　　　川崎市　麻生区　上麻生７丁目地内

　　イ�　削除する部分

　　　　なし

　　ウ�　変更する部分

　　　なし

３�　縦覧場所

　　川崎市まちづくり局計画部都市計画課

　　（川崎区宮本町６番地　明治安田生命川崎ビル５階）

　　麻生区役所２階市政資料コーナー

　　（麻生区万福寺１－５－１）

　　川崎市立麻生図書館（麻生区万福寺１－５－２）
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４�　縦覧期間

　�　平成30年10月17日（水）から平成30年10月31日（水）

まで

　　　───────────────────

川崎市公告第556号

　川崎都市計画特別緑地保全地区を変更したいので、都

市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項におい

て準用する同法第17条第１項の規定により、次のとおり

公告し、この都市計画の案を公衆の縦覧に供します。

　なお、この都市計画案について、縦覧期間満了の日ま

でに川崎市に意見書を提出することができます。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　都市計画の種類及び名称

　　川崎都市計画特別緑地保全地区

　　（黒川腰巻特別緑地保全地区）の変更

２�　都市計画を定める土地の区域

　ア�　追加する部分

　　　なし

　イ�　削除する部分

　　　なし

　ウ�　変更する部分

　　　川崎市　麻生区　黒川地内

３�　縦覧場所

　�　川崎市まちづくり局計画部都市計画課

　　（川崎区宮本町６番地　明治安田生命川崎ビル５階）

　　麻生区役所２階市政資料コーナー

　　（麻生区万福寺１－５－１）

　　川崎市立麻生図書館（麻生区万福寺１－５－２）

４�　縦覧期間

　�　平成30年10月17日（水）から平成30年10月31日（水）

まで

　　　───────────────────

川崎市公告第557号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 犬蔵中学校トイレ改修工事

履行場所 川崎市宮前区犬蔵１丁目10番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月22日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｂ」

又は「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月16日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 中部身体障害者福祉会館外壁改修その他工事

履行場所 川崎市中原区小杉御殿町２丁目114番地１

履行期限 契約の日から平成31年３月25日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　塗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「塗装」）を配置できること。

⑾�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書において、業種「塗装」の完成工事高が全ての

種類別完成工事高の中で最多であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月５日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 浅田小学校囲障改修工事

履行場所 川崎市川崎区浅田２丁目11番21号

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「とび・土工」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第号による中小企業

者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　とび・土工工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「とび・土工」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月５日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要
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入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 稲田中学校囲障改修工事

履行場所 川崎市多摩区宿河原４丁目１番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「とび・土工」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　とび・土工工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「とび・土工」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月５日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生区役所昇降機設備改修その他工事

履行場所 川崎市麻生区万福寺１丁目５番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「昇降機設置」で登録され

ている者。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の

請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関す

る誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）

を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、本

案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要し

ません。

⑻�　川崎市発注の昇降機設置工事の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有すること

（修理及び整備工事は除く。）。ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が

20％以上であること。
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契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月16日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 新丸子駅前公衆トイレ改修工事

履行場所 川崎市中原区新丸子町766

履行期限 契約の日から平成31年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」ランク「Ｄ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成　30年11月２日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第558号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市多摩区菅野戸呂1748番

� の一部　ほか３筆の一部　　

� 1,116平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　川崎市宮前区土橋二丁目６番地17

　　株式会社　成建

　　代表取締役　浅川聡

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：11戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年６月29日

　　川崎市指令　ま宅審43（イ）第43号

　　　───────────────────

川崎市公告第559号

　川崎都市計画生産緑地地区を変更したいので、都市計

画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準

用する同法第17条第１項の規定により、次のとおり公告

し、この都市計画の案を公衆の縦覧に供します。

　なお、この都市計画案について、縦覧期間満了の日ま

でに川崎市に意見書を提出することができます。
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　　平成30年10月19日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　都市計画の種類及び名称

　　川崎都市計画生産緑地地区

２�　都市計画を定める土地の区域

　　ア�　追加する部分

　　　　なし

　　イ�　削除する部分

　　　　川崎市　宮前区　土橋４丁目地内

　　　　　　　　多摩区　生田７丁目地内

　　ウ�　変更する部分

　　　　川崎市　幸　区　南加瀬２丁目地内

　　　　　　　　中原区　�下小田中３丁目、下小田中５

丁目、下小田中６丁目、井田

２丁目及び井田杉山町地内

　　　　　　　　高津区　�久末、久地４丁目、蟹ヶ谷、

宇奈根、上作延及び末長１丁

目地内

　　　　　　　　宮前区　�野川、有馬３丁目、東有馬２

丁目、東有馬５丁目、土橋７

丁目、鷺沼１丁目、菅生１丁

目、菅生５丁目、平４丁目、

犬蔵１丁目及び水沢２丁目地

内

　　　　　　　　多摩区　�堰１丁目、堰２丁目、堰３丁

目、長尾１丁目、長尾２丁目、

中野島２丁目、中野島３丁

目、登戸、菅稲田堤２丁目、

菅稲田堤３丁目、菅北浦２丁

目、菅馬場１丁目、菅馬場２

丁目、生田１丁目、生田３丁

目、生田８丁目、東生田４丁

目及び南生田１丁目地内

　　　　　　　　麻生区　�東百合丘４丁目、高石３丁

目、高石６丁目、千代ヶ丘８

丁目、上麻生５丁目、下麻生

１丁目、王禅寺東５丁目、王

禅寺西８丁目、五力田２丁

目、五力田３丁目、片平４丁

目、片平５丁目、白鳥１丁目、

黒川及び岡上地内

３�　都市計画の案の縦覧場所

　�　川崎市まちづくり局計画部都市計画課

　　（川崎区宮本町６番地　明治安田生命川崎ビル５階）

　　川崎市経済労働局都市農業振興センター

　　�（高津区梶ヶ谷２－１－７　ＪＡセレサ梶ヶ谷ビル

２階）

４�　縦覧期間

　�　平成30年10月19日（金）から平成30年11月２日（金）

まで

　　　───────────────────

川崎市公告第560号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 かわさき北部斎苑駐車場詳細設計業務委託

履行場所 川崎市高津区下作延６丁目18番地先

履行期限 平成31年３月31日限り

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿に業種「建設コンサルタント」種目「道路部門」

で登録されている者。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月15日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市公告第561号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 登戸土地区画整理事業区画道路６－32号線他道路築造等工事

履行場所 川崎市多摩区登戸1852番地先他

履行期限 契約の日から平成31年３月31日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ｃ」で登録されてい

る者。

　⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月５日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 中原区内市道川崎駅丸子線舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市中原区上平間174番地先

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　川崎市川崎区、幸区又は中原区内に本社を有すること。

⑹�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月５日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）



（第1,758号）平成30年(2018年)11月12日 川 崎 市 公 報

－3006－

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道古市場矢上線（Ｉ）舗装道補修（打換）工事

履行場所 川崎市幸区古市場２丁目66番地先

履行期限 契約の日から100日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月５日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 黒川海道特別緑地保全地区施設整備工事

履行場所 川崎市麻生区黒川地内

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「造園」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　造園工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「造園」）を配置できること。
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契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月５日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 免

契約書作成 要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 大師球場整備工事

履行場所 川崎市川崎区大師公園１

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「造園」で登録されている者。

　⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

　⑺�　平成29・30年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イの「災害時

における本市との協力体制」に登録があること。

　　　ただし、現在未登録でこの入札に参加を希望する者は、主観評価項目変更登録申請を入札参

加申込締切日の前日までに行ってください。

　　　なお、開札日の前日までに主観評価項目変更登録が完了していない場合は、事後審査で入札

参加資格が無いものとして入札が無効となります。

　⑻�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　⑼�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　⑽�　造園工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　⑾�　主任技術者（業種「造園」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月５日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市公告第562号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市幸区小倉三丁目803番17

� ほか１筆　　　　　

� 897平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　横浜市都筑区北山田１－８－９

　　株式会社　住建情報センター

　　代表取締役　小泉　秀昭

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：10戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年７月９日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第52号

　　　───────────────────

川崎市公告第563号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 北部地域療育センター共用トイレ改修その他工事

履行場所 川崎市麻生区片平５丁目26番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｃ」

で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月12日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 浅野町工場会館外壁塗装改修その他工事

履行場所 川崎市川崎区浅野町１番４号

履行期限 契約の日から平成31年３月20日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている者。
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参 加 資 格

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　塗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「塗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成　30年　11月12日　14時　30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩消防署宿河原出張所解体撤去工事

履行場所 川崎市多摩区宿河原３丁目12番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月８日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「解体」種目「解体」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　解体工事業に係る建設業の許可を受けていること。ただし、平成28年５月31日までに受けたと

び・土工工事業に係る建設業の許可でも可とします。

⑼�　主任技術者（業種「解体」）を配置できること。ただし、平成28年５月31日までに主任技術者（業

種「とび・土工」）の資格を有する者でも可とします。

⑽�　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、階数２以上かつ500㎡以上の１棟からなる

建築物の解体工事の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有すること。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号044－200－2100

入札日時等 平成30年11月12日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 中野島住宅新築第４号電気設備工事

履行場所 川崎市多摩区中野島６丁目2008番１ほか

履行期限 契約の日から平成32年１月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　電気工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「電気」）を専任で配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 中野島住宅新築第４号衛生その他設備工事

履行場所 川崎市多摩区中野島６丁目2008番１ほか

履行期限 契約の日から平成32年１月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　管工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金の

額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑼�　監理技術者資格者証（業種「管」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、

本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要

しません。

⑽�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。
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契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 大川町産業会館屋上防水改修その他工事

履行場所 川崎市川崎区大川町９番２号

履行期限 契約の日から平成31年３月20日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「防水」種目「その他の防水」で登録さ

れている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　防水工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「防水」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係　（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月12日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 幸高等学校食堂ほか１か所天井改修その他工事

履行場所 川崎市幸区戸手本町１丁目150番地

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｃ」

で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。
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参 加 資 格

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月12日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第564号

　川崎市都市公園条例（昭和32年川崎市条例第６号）第

２条第１項の規定に基づき、次の公園の区域を変更しま

す。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

公園の名称 所在地 区域
面積

（㎡）
主な公園施設

１ 富士見公園
川崎区富士見

２丁目２番１
別図 130,628 運動施設ほか

※　公告日をもって供用開始日とします。

（別図省略）

　　　───────────────────

川崎市公告第565号

　次の物件は、港湾施設の使用及び管理の妨げとなって

いるので、当該物件の所有者又は使用者は、平成30年11

月７日までに当該物件を撤去するように、川崎市港湾施

設条例（昭和22年条例第33号）第９条に基づき命じます。

　その日までに撤去されない場合は、市長又はその命じ

た者若しくは委任した者が撤去します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

種　　類 登録番号 場　　所

軽自動車

スズキ　ワゴンＲ　Ｃ２　

シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ダイハツ　ムーヴ　シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ニッサン　オッティ　

シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ホンダ　ライフ　黒

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スバル　プレオ　水色

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ダイハツ　ジーノ　緑

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ミツビシ　トッポＢＪ　白

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ホンダ　アクティー　白

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ダイハツ　ムーヴ　シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

普通自動車

ホンダ　オデッセイ　黒

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ホンダ　ライフ　アルマス

ゴールド

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ホンダ　ライフ　水色

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ニッサン　モコ　水色

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スバル　サンバーワゴン

シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スズキ　アルト　紺

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スズキ　ラパン　黒

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ダイハツ　ミラ　白

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ダイハツ　ムーヴ　カスタム

シルバー

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スバル　Ｒ２　茶色

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

スバル　ステラ　カスタム

黒

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

軽自動車

ホンダ　ライフ　紫

登録番号　不明

車台番号　不明

川崎市川崎区

東扇島91番地

　　　───────────────────
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川崎市公告第566号

　　　入札公告

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名　　川崎市市税収納代行事務委託業務

　⑵�　履行場所　　川崎市指定場所

　⑶�　履行期間　　契約締結日から平成34年３月31日まで

　　　�（運用期間は平成31年４月１日から平成34年３月

31日まで）

　⑷�　業務概要　　�落札者は納税者が取扱店又は携帯電

話等を利用して納付した川崎市市税

をとりまとめ、川崎市への払込を行

うとともに収納情報を基に作成する

データを速報、確報又は速報取消と

して川崎市へ提供する業務委託です。

　　　　　　　　　詳細は入札説明書によります。

２�　競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「その他」、種目「その他」に登載されている

こと。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　３年以内に都道府県又は政令指定都市において公

金の収納代行事務（地方税、国民健康保険料（税））

を受託した実績があること。

　⑸�　川崎市市税条例施行規則（昭和25年川崎市規則第

28号）第２条の２各号に掲げる基準を満たすこと。

３�　競争入札参加申込書の配布及び提出

　�　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布及び提出場所

　　〒210－0006

　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　川崎御幸ビル５階

　　川崎市財政局税務部税制課　　担当：大澤

　　電　話：044－200－2190（直通）

　　ＦＡＸ：044－200－3906

　　E-mail：23zeisei@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布及び提出期間

　　�　平成30年10月25日（木）から平成30年11月２日

（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前

８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時15

分まで）

　⑶�　提出物

　　ア�　競争入札参加申込書

　　イ�　上記２⑷を証明する契約書等の写し

　　ウ�　直近の事業年度の決算にかかる財務諸表（貸借

対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書）

　　エ�　ＩＳＭＳの認証を証する書面など情報セキュリ

ティに関する規格を取得していることを証明する

書類の写し

　　オ�　業務体制表（書式は任意のものとするが、収納

金の取扱い及び収納情報の取扱いについては明記

すること）

　　　�　上記イ、ウ、エ及びオの書類については提出者

において作成し、係る費用は提出者の負担としま

す。

　⑷�　提出方法

　　　持参してください。

　⑸�　仕様書

　　�　仕様書は上記３⑴の場所において、上記３⑵の期

間で縦覧に供します。なお、上記３⑵の期間での配

布は行いません。

　⑹�　その他

　　�　提出した書類に関して説明を求められた場合に

は、これに応じなければなりません。また、提出さ

れた書類は返却しません。

４�　競争入札参加資格確認通知書等の交付

　�　競争入札参加申込書を提出した者には、次により競

争入札参加資格確認通知書を交付します。

　�　ただし、川崎市業務委託有資格者名簿へ登載した際

に電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信します。

　　なお、入札説明会は開催しません。

　⑴�　交付場所

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵�　交付日時

　　�　平成30年11月６日（火）午前８時30分から正午ま

で及び午後１時から午後５時15分まで

　⑶�　その他

　　�　競争入札参加資格があると認めた者には、競争入

札参加資格確認通知書と併せて入札説明書及び仕様

書を上記３⑴の場所において無償で交付します。

　　�　ただし、川崎市業務委託有資格者業者名簿に登録

した際に電子メールアドレスを登録している場合

は、競争入札参加資格確認通知書と一括して電子メ

ールで配信します。

５�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　〒210－0006
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　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　川崎御幸ビル８階

　　川崎市財政局収納対策部収納対策課　　担当：菊池

　　電　話：044－200－2226（直通）

　　ＦＡＸ：044－200－3909

　　E-mail：23syunou@city.kawasaki.jp

　⑵�　問合せ期間

　　�　平成30年11月６日（火）から平成30年11月13日

（火）午後５時15分まで

　⑶�　問合せ方法

　　�　入札説明書に添付の質問書にて受付けます。ま

た、ＦＡＸ・電子メールで質問する場合は、質問書

を送信した旨を上記５⑴担当まで御連絡ください。

　⑷�　回答方法

　　�　競争入札参加資格があると認めた者からの質問に

対する回答は、平成30年11月15日（木）午後５時15

分までに、競争入札参加資格があると認めた者全社

宛てにＦＡＸまたは電子メールにて送信します。

　　�　なお、電話等による問合せには一切応じません。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、競争入札参

加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵�　競争入札参加申込書及び提出書類等について、虚

偽の記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　�　入札金額は運用期間における月数（36か月）及び

予定件数（2,865,000件）に対する総価（消費税及

び地方消費税を含まない）で行います。また、金額

の算定にあたっては、次の項目を考慮した上で算出

してください。

　　ア�　基本手数料単価（月額）及び取扱手数料単価

（１件あたり）を基に総価を算出してください。

なお、基にした単価により契約を締結するものと

します。

　　イ�　委託手数料の口座振込手数料、落札者から川崎

市への収納情報伝送に要する電話回線使用料、そ

の他仕様書で特に定めるものを除く履行期間にお

ける収納事務に要する費用すべてを考慮して算出

してください。

　⑵�　入札書の提出日時及び場所

　　ア�　提出日時

　　　　平成30年11月27日（火）　午後２時00分

　　イ�　提出場所

　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　　川崎御幸ビル４階　会議室

　⑶�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷�　開札の日時

　　　上記７⑵アに同じ。

　⑸�　開札の場所

　　　上記７⑵イに同じ。

　⑹�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、そ

の者の入札価格が著しく低価格であるときは、調査

を行うことがあります。

　⑺�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条に規定する各号のいずれかに該当する場合

は、免除します。

　⑵�　前払金　否

　⑶�　契約書の作成　要

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得

等は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームペー

ジ の「 入 札 情 報 」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

９�　その他

　⑴�　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得定める

ところによります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　⑶�　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　　　───────────────────

川崎市公告第567号

　　　入札公告

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　一般競争入札について次のとおり公告します。

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　入札件名

　　　リアルタイムＰＣＲ装置一式の賃貸借

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　　川崎生命科学・環境研究センター２階
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　　　川崎市健康安全研究所

　⑶�　履行期間

　　　平成31年１月１日から西暦2026年（平成38年）

　　　３月31日まで

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　入札期日において、川崎市「平成29・30年度川崎

市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿」の業

種名「リース」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　官公庁又は研究機関と理化学分析装置の賃貸借に

ついて平成25年４月１日以降に契約実績（可能な限

り、本調達の装置に準じる契約が望ましい）がある

こと。

３�　競争入札参加申込み及び仕様書について

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　提出場所

　　〒210－0821

　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　川崎生命科学・環境研究センター２階

　　川崎市健康安全研究所

　　電　話　044－276－8250

　　ＦＡＸ　044－288－2044

　　E-mail　40eiken@city.kawasaki.jp

　⑵�　提出期間

　　�　平成30年10月25日から10月31日までの午前８時30

分から午後５時までとします。ただし、土曜日、日

曜日及び祝日並びに平日の正午から午後１時までを

除きます。

　⑶�　提出書類

　　ア�　競争入札参加申込書

　　イ�　契約実績を確認できる書類（契約書の写し等）

　⑷�　提出方法

　　　持参に限ります。

　⑸�　競争入札参加申込書及び仕様書の入手方法

　　�　提出書類（競争入札参加申込書）及び入札説明書

並びに仕様書は、インターネットからダウンロード

することができます。（「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「入

札情報」の委託の欄の「入札公表」の中にありま

す。）ダウンロードができない場合には、「３⑵提出

期間」の期間に、「３⑴提出場所」で配布します。

４�　競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　競争入札参加申込書を提出した者には、次により競

争入札参加資格確認通知書を交付します。

　⑴�　交付日時

　　　平成30年11月１日　午後５時

　　�　ただし、川崎市「平成29・30年度川崎市製造の請

負・物件の供給等有資格業者名簿」へ登録した際に

メールアドレスを登録している場合は、平成30年11

月２日までに電子メールで配信します。

　⑵�　交付場所

　　「３⑴提出場所」に同じ。

５�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　「３⑴提出場所」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月２日から11月６日までとします。た

だし、持参の場合は、土曜日、日曜日及び祝日並び

に平日の正午から午後１時までを除く、午前８時30

分から午後５時までとします。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式に必要事項

を記入し、「５⑷質問受付方法」のいずれかの方法

により送付してください。

　⑷�　質問受付方法

　　�　持参、電子メール又はＦＡＸにより、以下の提出

先に提出してください。（電子メール又はＦＡＸで

送付した場合は、送付した旨を「３⑴提出場所」に

電話にてご連絡ください。）

　　ア�　持参

　　「３⑴提出場所」に同じ。

　　イ�　電子メール

　　　　40eiken@city.kawasaki.jp

　　ウ�　ＦＡＸ

　　　　044－288－2044

　⑸�　回答方法

　　�　質問があった場合、平成30年11月８日に競争参加

資格を有するとした一般競争入札参加資格確認通知

書の交付を受けた者全員へ電子メール又はＦＡＸに

よって回答書を送付します。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に「２　競争入札参加資格に関する事項」

の各号のいずれかの資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵�　競争入札参加申込書、提出書類等について虚偽の

記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法等
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　　ア�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　イ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の８％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　　ウ�　その他の事項については、川崎市競争入札参加

者心得によります。

　⑵�　入札書の提出方法

　　ア�　入札書の提出日時

　　　　平成30年11月13日　午前11時

　　イ�　入札書の提出場所

　　　　川崎市川崎区殿町３丁目25番13号

　　　　川崎生命科学・環境研究センター２階

　　　　川崎市健康安全研究所

　⑶�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷�　開札の日時及び場所

　　ア　開札日時

　　「７⑵ア　入札書の提出日時」に同じ。

　　イ�　開札場所

　　「７⑵イ　入札書の提出場所」に同じ。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のないものが行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

　⑺�　入札書の記載金額

　　�　入札は税抜きの総額で行います。月額の賃貸借料

（税抜き）に87か月を乗じる方法（契約金総額）で

見積もりしてください。

８�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、免除とします。

　⑵�　前払い金の要否

　　　前払い金はありません。

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

９�　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口

　　　「３⑴提出場所」に同じ。

　⑶�　当該契約は、翌年度以降における所要の予算金額

について減額又は削除があった場合は、この契約を

変更又は解除することができるものとします。ま

た、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その損失

の補償を川崎市に対して請求することができるもの

とし、補償額は協議して定めるものとします。

　⑷�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「契

約関係規定」で閲覧することができます。

　　　───────────────────

川崎市公告第568号

　　　入札公告（役務）

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名　�資源物とごみの分け方・出し方作製等

業務委託

　⑵�　履行場所　仕様書のとおり

　⑶�　履行期間　契約締結日から平成31年３月28日まで

　⑷�　業務内容

　　�　「資源物とごみの分け方・出し方」の作製等に関

する業務内容は、次のとおりとする。

　　�　「資源物とごみの分け方・出し方」の作製、配布

（ポスティング）及び納入に関する業務

２�　競争参加資格

　�　入札に参加を希望するものは、次の条件を満たして

いなければならない。

　⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成29・30年度川崎市競争参加資格審査申請書に

より、業務委託有資格業者名簿の業種「その他業務」

種目「印刷物のデザイン」に登録していること。

　⑶�　過去５年間に、本委託業務と同等の契約実績を有

していること。　

　⑷�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

３�　競争入札参加申込書の配布及び提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければならない。

　⑴�　配布・提出場所　川崎市環境局生活環境部減量推

進課（第３庁舎16階）

　　　〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　電話　044－200－2580

　⑵�　配布・提出期間

　　　平成30年10月26日から平成30年11月１日

　　　午前９時から午後５時まで

　　　�（正午から午後１時まで、土曜日・日曜日及び祝

日は除く。）
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　⑶�　提出方法　持参

４�　業務仕様書類の閲覧

　　次により業務仕様書類を閲覧することができます。

　⑴�　閲覧場所　上記３⑴に同じ

　⑵�　閲覧期間　上記３⑵に同じ

５�　競争参加資格確認通知書の交付

　�　競争参加申込書を提出した者には、次により競争参

加資格確認通知書を交付します。また、競争参加資格

があると認めた者には、入札説明書及び仕様書を交付

します。なお、川崎市業務委託有資格業務名簿へ登録

した際に電子メールアドレスを登録している場合は、

電子メールで配信します。電子メールアドレスを登録

していない場合は、次の期間に受け取りに来ること。

　⑴�　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵�　交付日時　平成30年11月５日

　　　　　　　　午前10時から午後５時まで

　　　　　　　　（正午から午後１時までは除く。）

６�　競争参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。

７�　仕様・入札に関する問い合わせ先

　⑴�　問い合わせ場所

　　　上記３⑴と同じ。

　⑵�　問い合わせ期間

　　　平成30年11月７日から平成30年11月13日

　　�　午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

で、土曜日・日曜日及び祝日は除く。）

　⑶�　問い合わせ方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」に必要事項を記入

し、３⑴の場所に提出してください。

　⑷�　質問受け付け方法

　　　持参、電子メールによる。

　　　アドレス　30genryo@city.kawasaki.jp

　⑸�　回答方法

　　�　平成30年11月15日までに一般競争入札参加資格通

知書の交付を受けた者へ文書（電子メールまたはＦ

ＡＸ）で送付します。なお、一般競争入札資格確認

通知書の交付を受けていない者からの質問に関して

は回答しません。

８�　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとする。

　⑵�　入札の日時　平成30年11月20日　午後１時30分

　⑶�　入札の場所　川崎市役所第３庁舎16階環境局会議室

　⑷�　入札保証金　　　　免除

　⑸�　開札の日時　　　　上記８⑵に同じ

　⑹�　開札の場所　　　　上記８⑶に同じ

　⑺�　落札者の決定方法　�川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で最低の価格

をもって有効な入札を行った

者を落札者とします。ただ

し、その者の入札価格が著し

く低価格の場合は、調査を行

う場合があります。

　⑻�　入札の無効　　　　�「川崎市競争入札参加者心

得」で無効と定める入札は、

これを無効とします。

９�　契約手続等

　⑴�　契約保証金　　　　�契約金額の10％とします。た

だし、川崎市契約規則第33条

に規定する各号のいずれかに

該当する場合は、免除します。

　⑵�　前払金　　　　　　否

　⑶�　契約書の作成　　　要

　⑷�　契約条項等の閲覧　�川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、上記

３⑴で閲覧できます。

10　その他

　⑴�　当該契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　⑶�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市公告第569号

　　　入札公告（役務）

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　�ＰＣＢ廃棄物掘り起こし調査（事業者リスト作成

及び調査票郵送等）業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市内

　⑶�　履行期間

　　　契約日から平成31年３月15日まで

　⑷�　業務概要

　　�　ＰＣＢ廃棄物（安定器）の掘り起こし業務で使用

する住居表示データの作成及びＰＣＢ廃棄物（コン

デンサー類）調査事業者の住居表示データのクレン
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ジング及び調査票郵送及び集計等に関する業務

２�　競争参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条に規定する資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　入札期日において、平成29・30年度業務委託有資

格業者名簿の業種「その他業務」種目「その他」に

登載されていること。

　⑷�　過去５年間（平成25 ～ 29年度）の期間に、本市

又は他官公庁において、ＰＣＢ廃棄物掘り起こしに

関する業務の契約実績を有し、かつ業務完了実績を

有すること。

３�　競争参加申込書の配布・提出、仕様書閲覧及び問い

合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑷を確認できる書類を提出して

ください。

　⑴�　配布・提出、仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番４号

　　　環境局生活環境部廃棄物指導課

　　　（川崎市役所第３庁舎16階）

　　　担当：金刺・名雪・松井

　　　電話044－200－2596（直通）

　⑵�　配布・提出、閲覧期間

　　�　平成30年10月25日（木）から平成30年10月31日（水）

　　　�９時から17時まで（土曜日、日曜日、休日及び12

時から13時の間は除く）

　⑶�　提出方法

　　　持参（持参以外は無効とします）

４�　競争参加資格確認通知書・質問書及び仕様書等の交付

　�　競争参加申込書を提出し、競争参加資格があると認

めた者には、競争参加資格確認通知書・質問書及び仕

様書等を平成30年11月２日（金）までに交付します。

なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールアドレスを登録している場合は、電子メー

ルで配信します。電子メールアドレスを登録していな

い場合は、次のとおり交付しますので受け取りに来て

ください。

　⑴�　交付場所

　　　上記３⑴に同じ

　⑵�　交付日時

　　　平成30年11月２日（金）９時から17時まで

　　　（12時から13時は除く）

５�　競争参加資格の喪失

　�　競争参加資格があると認められた者が、次のいずれ

かに該当するときは、この入札に参加することができ

ません。

　⑴�　開札前に２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　競争参加申込書及び提出書類について虚偽の記載

をしたとき。

６�　委託内容に関する質問

　⑴�　質問受付期間

　　�　平成30年11月２日（金）から平成30年11月６日

（火）

　　　９時から17時まで（12時から13時の間は除く）

　⑵�　質問の様式

　　�　競争参加有資格確認通知書交付時に配布する「質

問書」により提出してください。

　⑶�　質問受付方法

　　�　電子メール及びＦＡＸとします。なお、送信後は

必ず確認のため電話連絡をしてください。

　　　電子メールアドレス　30haiki@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ番号　044－200－3923

　　　電話番号　　044－200－2596

　⑷�　回答方法

　　�　平成30年11月８日（木）に全社へ文書（電子メー

ルまたはＦＡＸ）にて送付します。

７�　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時

　　　平成30年11月15日（木）11時00分

　⑶�　入札・開札の場所

　　　川崎市役所第３庁舎16階　環境局会議室

　　　（川崎市川崎区東田町５番４号）

　⑷�　入札保証金

　　　免除

　⑸�　入札書の提出方法

　　　持参（持参以外は無効とします）

　⑹�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。ただし、その

者の入札価格が著しく低価格の場合は、調査を行う

場合があります。

　⑺�　入札の無効

　　�　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８�　契約手続等

　⑴�　契約保証金

　　　要

　　　ア�　川崎市契約規則第33条各号のいずれかに該当

する場合免除します。
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　　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しな

ければなりません。

　⑵�　契約書の作成

　　要

　⑶�　契約規則等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心

得等は、入札情報かわさき（http://www.city.

kawasaki.jp/233300/index.htm）の「契約関係規定」

から閲覧できます。

９�　その他

　⑴�　詳細は入札説明書によります。

　⑵�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑶�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告第570号

　　　入札公告（役務）

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　�　し尿中継輸送・下水投入施設脱臭剤交換及び

　　　送風機等保守点検業務委託

　⑵�　履行場所

　　　宮前生活環境事業所し尿中継輸送・下水投入施設

　　　（川崎市宮前区宮崎172番地）

　⑶�　履行期間

　　　契約締結日から平成31年３月15日まで

　⑷�　業務概要

　　�　宮前生活環境事業所し尿中継輸送・下水投入施設

に設置されている脱臭設備を維持管理するための脱

臭剤の交換及び送風機等の保守点検業務

２�　参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則第２条に規定する資格停止期間中

でないこと。（地方自治法施行令第167条の４参照）

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　川崎市業務委託有資格業者名簿に業種「施設維持

管理」種目「その他の施設維持管理」に登載されて

いること。

　⑷�　過去２年間（平成28・29年度）に、本市又は他官

公庁において、し尿・汚泥処理関連施設の脱臭剤交

換業務及び脱臭設備点検業務の契約実績を有し、か

つ業務完了実績を有すること。

３�　競争入札参加申込書の配布・提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑷を確認できる書類を提出して

ください。

　⑴�　配布・提出、仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局生活環境部収集計画課

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　電話044－200－2585（直通）

　⑵�　配布・提出、閲覧期間

　　　平成30年10月25日（木）から

　　　平成30年10月31日（水）まで

　　　９時00分から17時00分まで

　　　�（土曜日、日曜日及び12時00分から13時00分まで

の間は除く）

　⑶�　提出方法

　　　持参（持参以外は無効とします）

４�　確認通知書・質問書及び仕様書等の交付

　�　競争入札参加申込書を提出し、参加資格があると認

めた者には、確認通知書・質問書及び仕様書等を平成

30年11月９日（金）に交付します。なお、川崎市業務

委託有資格業者名簿へ登録した際に電子メールアドレ

スを登録している場合は、電子メールで配信します。

電子メールアドレスを登録していない場合は、次のと

おり交付しますので受け取りに来てください。

　⑴�　交付場所

　　　上記３⑴に同じ

　⑵�　交付日時

　　　平成30年11月９日（金）

　　　９時00分から16時00分まで

　　　（12時00分から13時00分までの間は除く）

５�　参加資格の喪失

　�　参加資格があると認められた者が、次のいずれかに

該当するときは、この入札に参加することができませ

ん。

　⑴�　２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　競争入札参加申込書及び提出書類について虚偽の

記載をしたとき。

６�　委託内容に関する質問

　⑴�　質問受付期間

　　�　平成30年11月９日（金）から平成30年11月16日

（金）まで

　　　９時00分から17時00分まで

　　　（12時00分から13時00分までの間は除く）

　⑵�　質問の様式

　　�　確認通知書交付時に配布する「質問書」により提

出してください。
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　⑶�　質問受付方法

　　�　電子メール及びＦＡＸとします。なお、送信後は

必ず確認のため電話連絡をしてください。

　　　電子メールアドレス　30syusyu@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ番号　044－200－3923

　　　電話番号　　044－200－2585

　⑷�　回答方法

　　�　平成30年11月22日（木）全社へ文書（電子メール

またはＦＡＸ）にて送付します。

７�　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時

　　　平成30年11月29日（木）　午前10時00分

　⑶�　入札・開札の場所

　　　川崎市役所第３庁舎16階　環境局会議室

　　　（川崎市川崎区東田町５番地４）

　⑷�　入札保証金

　　　免除

　⑸�　入札書の提出方法

　　　持参（持参以外は無効とします）

　⑹�　落札者の決定

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札

を行った者を落札者とします。ただし、その者の入

札価格が著しく低価格の場合は調査を行う場合があ

ります。

　⑺�　入札書の記載金額

　　�　入札に際しては「川崎市競争入札参加者心得」第

３条第２項の規定に関わらず、契約希望金額の108分

の100に相当する金額を入札書に記載してください。

　⑻�　入札の無効

　　�　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８�　契約手続等

　⑴�　契約保証金

　　　免除

　⑵�　契約書の作成

　　　要

　⑶�　契約規則等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市公式ホームページ内の「入札情報かわさ

き」、「契約関係規定」から閲覧できます。

９�　その他

　⑴�　当該契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑶�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市公告第571号

　　　道路位置の指定について

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第

５号の規定により道路の位置を次のとおり指定します。

　なお、関係図書は、川崎市まちづくり局指導部建築審

査課に備えて縦覧に供します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

築 造 主

住所・氏名

川崎市高津区下野毛１丁目２番12号

� 関根　順一　

東京都小平市御幸町131番地の193

� 四俵　あけみ

道路位置の

地名・地番

川崎市高津区下野毛１丁目1320番１の一部

� 別図省略

幅 　 　 員

4.50メートル

延　長

19.50メートル

以下余白 以下余白

川崎市指令ま建指

第212号

指　定

年月日

平成30年

10月25日

　　　───────────────────

川崎市公告第572号

　スポーツ・文化総合センター事業モニタリング等支援

業務委託に関する一般競争入札について、次のとおり公

告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　�　スポーツ・文化総合センター事業モニタリング等

支援業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎区役所まちづくり推進部地域振興課

　　　（川崎市川崎区東田町８番地）

　⑶�　履行期間

　　　契約締結日から平成31年３月20日まで

　⑷�　委託概要

　　�　スポーツ・文化総合センター事業に関する川崎市

が行う財務面及び運営・維持管理面のモニタリング

の支援業務委託

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。
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　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　入札期間において、平成29・30年度川崎市業務委

託有資格者名簿に業種「調査・測定」種目「その他

の調査・測定」で登載されている者。

　⑷�　過去に本市又はその他官公庁で、類似の契約実績

があること。

３�　入札参加申込書及び仕様書の配布等

　�　次により一般競争入札参加資格確認書を配布しま

す。この入札に参加を希望するものは、所定の一般競

争入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。なお、配布期間中にホームページからダウンロー

ドすることも可能とする。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8570　川崎市川崎区東田町８番地

　　　川崎区役所まちづくり推進部地域振興課

　　　電　話　044－201－3231

　　　ＦＡＸ　044－201－3209

　　　e-mail　ochiai-k@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年10月25日（木）から平成30年11月１日

（木）までとします。（土曜日、日曜日を除く、午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

まで）。

　⑶�　提出書類

　　ア�　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ�　契約実績を確認できる契約書等の写し

　⑷�　提出方法

　　　持参

４�　競争入札参加資格確認通知書及び入札説明書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出し、入札参

加資格があると認められた者には、次により一般競争

入札参加資格確認通知書を交付します。ただし、川崎

市業務委託有資格者名簿に登載した際に電子メールの

アドレスを登載している場合は、一般競争入札参加確

認通知書は自動的に電子メールで交付されます。

　⑴�　場所

　　　３⑴に同じ

　⑵�　日時

　　　平成30年11月６日（火）午前８時30分～午後５時

　　　（ただし、正午～午後１時を除く）

　⑶�　その他

　　�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付に併せ

て、無償で入札説明書を交付します。

　　�　また、入札説明書は３⑴の場所において平成30年

10月22日（月）から平成30年10月29日（月）まで縦

覧します（土曜日、日曜日を除く、午前８時30分か

ら正午まで及び午後１時から午後５時まで）。

５�　仕様に関する質問について

　�　次により仕様書等の内容に関し、質問することがで

きます。なお、仕様書等以外の質問は受け付けません。

また、入札参加者以外の質問には回答しませんので御

注意ください。

　⑴�　問い合わせ先

　　　３⑴に同じ

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月６日（火）から平成30年11月12日（月）

までとします（午前８時30分から午後５時まで）。

　⑶�　質問方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により、３

⑴の問い合わせ先まで電子メールにて送付してくだ

さい。

　⑷�　質問に対する回答

　　�　質問があった場合の回答は、平成30年11月15日

（木）までに、全社宛て電子メールにて送付します。

なお、回答後の再質問は、受付しません。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、競争入札参

加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に、２「競争入札参加資格」の各号のいず

れかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　�　入札は所定の入札書をもって行い、入札書を入札

件名が記載された封書に封印し、持参してください。

　⑵�　入札金額

　　�　入札金額は、消費税及び地方消費税を含めないも

のを記入してください。

　⑶�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　平成30年11月22日（木）　午前11時

　　イ�　場所　川崎市川崎区東田町８番地

　　　　　　　パレール三井ビルディング

　　　　　　　７階　会議室

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で、最低価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川
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崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　契約書の作成

　　ア�　契約書を作成することを要します。

　　イ�　契約書作成に要する費用は落札者の負担とします。

　⑶�　契約規則等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）の「契約関係規定」から閲覧することができ

ます。

９�　その他

　⑴�　事情により入札を延期、又は取りやめる場合があ

ります。

　⑵�　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑶�　入札説明書、川崎市契約条例、川崎市契約規則及

び川崎市競争入札参加者心得は３⑴の場所におい

て、一般競争入札参加資格確認申請書の配布期間中

に縦覧できます。

　⑷�　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日

本語及び日本通貨に限ります。

　⑸�　関連情報を入手するための窓口は３⑴に同じです。

　⑹�　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第573号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区野川1279番３

� ほか３筆の一部　　

� 2,940平方メートル

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　横浜市旭区二俣川二丁目21番地１

　　つくみ住研　株式会社

　　代表取締役　大川　義弘

３　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：17戸

４　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年５月24日

　　川崎市指令　ま宅番（イ）第28号

　　　───────────────────

川崎市公告第574号

　　　大規模小売店舗立地法に基づく新設の届出

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条

第１項の規定に基づき、大規模小売店舗の新設の届出が

なされたので、同条第３項の規定により次のとおり公告

します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　大規模小売店舗の名称及び所在地

　（仮称）川崎Ｚ計画新築工事

　　川崎市川崎区小川町１丁目７

２�　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住

所並びに法人にあっては代表者の氏名

　　株式会社アエル

　　代表取締役　山中　康敬

　　東京都大田区山王二丁目２番15号

３�　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名称 代表者 住所

未定 未定 未定

４�　大規模小売店舗の新設をする日

　　平成31年７月31日

５�　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　2,891.88平方メートル

６�　大規模小売店舗内の施設の配置に関する事項

　⑴�　駐車場の位置及び収容台数

　　　隔地１階

　　　収容台数　42台

　⑵�　駐輪場の位置及び収容台数

　　　隔地１階・東側

　　　収容台数　83台

　⑶�　荷さばき施設の位置及び面積

　　　建物１階・北側

　　　面積52.0平方メートル

　⑷�　廃棄物等の保管施設の位置及び容量

　　　建物１階・北側

　　　容量　16.425立方メートル

７�　大規模小売店舗の施設の運営に関する事項

　⑴�　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時

刻及び閉店時刻

　　　24時間

　⑵�　来客が駐車場を利用することができる時間帯

　　　24時間

　⑶�　駐車場の自動車の出入口の数及び位置

　　　　入口：１箇所　隔地北西側
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　　　　出口：１箇所　隔地北西側

　⑷�　荷さばき施設において荷さばきを行うことができ

る時間帯

　　�　午前６時から午後11時まで

８�　届出の年月日

　　平成30年10月19日

９�　届出及び添付書類の縦覧場所

　�　経済労働局産業振興部商業振興課（川崎フロンティ

アビル10階）及び川崎区役所

10　届出及び添付書類の縦覧期間及び時間帯

　�　平成30年10月25日から平成31年２月25日までの午前

８時30分から午後５時00分まで。ただし、土曜日、日

曜日、祝日、12月29日から１月３日を除く。

11�　法第８条第２項の規定に基づき、当該大規模小売店

舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境保持のた

めに配慮すべき事項について意見を有する者は、当該

公告の日から４月以内に、川崎市に対し意見書の提出

により、これを述べることができます。

12　意見書の提出期限及び提出先

　　平成31年２月25日

　　川崎市経済労働局産業振興部商業振興課

　　　───────────────────

川崎市公告第575号

一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　�　川崎市高津スポーツセンターにおけるＥＳＣＯ事

業公募条件設定業務委託

　⑵�　履行場所

　　　財政局資産管理部資産運用課

　　　（川崎市川崎区宮本町６番地）他

　⑶�　履行期間

　　　契約締結日から平成31年３月29日（金）まで

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の

業種「建設コンサルタント」に登録されていること。

　⑷�　官公庁の省エネルギー保証を伴うＥＳＣＯ事業に

おいて、本業務と類似の業務実績があること。

　⑸�　自社において、技術士（機械部門・電気電子部

門・衛生工学部門・環境部門）、エネルギー管理士、

一級建築士、建築設備士のいずれかの資格を持つ者

を配置できること。

３�　一般競争入札参加資格確認申込書等の配布、提出及

び問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申込書及び上記２の⑷⑸を証する書

類、また、資格者との雇用関係を証明できる書類を提

出しなければなりません。なお、申込書、仕様書は

川崎市ホームページの「入札情報かわさき（http://

keiyaku.city.kawasaki.jp）」において、本件の公表

情報詳細のページからダウンロードできます。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　明治安田生命川崎ビル13階

　　　財政局資産管理部資産運用課　担当　柴田

　　　電話　044－200－2851（直通）

　⑵�　配布・提出期間　

　　�　平成30年10月25日（木）から平成30年10月29日

（月）までの９時から17時まで（12時から13時の間

は除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参とします。

４�　一般競争入札参加資格確認通知書及び質問書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申込書を提出した者に

は、一般競争入札参加資格確認通知書及び質問書を交

付します。ただし、川崎市業務委託有資格業者名簿へ

登録した際に電子メールアドレスを登録している場合

は、電子メールで配信されます。なお、入札説明会に

ついては実施いたしません。

　⑴�　日時

　　　平成30年10月31日（水）

　⑵�　交付場所

　　　３⑴に同じ

５�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　３⑴に同じ

　⑵�　質問受付日

　　　平成30年10月31日（水）から平成30年11月２日

（金）９時から17時まで

　⑶�　質問書の様式

　　　配布する「質問書」の様式により提出してください。

　⑷�　質問受付方法　

　　　電子メールによります。

　　　電子メール　23sisan@city.kawasaki.jp

　⑸�　回答方法　

　　�　平成30年11月６日（火）全者に文書（電子メール）

にて送付します。
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　⑹�　その他

　　�　⑷及び⑸について、電子メールによりがたい場合

には、ＦＡＸによります。

　　　ＦＡＸ　044－200－3905

６�　競争参加資格の喪失

　�　次のいずれかに該当するときは、この競争参加資格

を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。　

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申込書及び提出書類等

について、虚偽の記載をしたとき。　

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

は入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　イ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額にこの金額の８％（消費税及び地方消費税）に

相当する額を加算した金額をもって落札価格とす

るので、入札者は見積もった契約金額の108分の

100に相当する金額を入札書に記載してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　平成30年11月８日（木）13時30分

　　イ�　入札場所

　　　　〒210－8577

　　　　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　明治安田生命川崎ビル10階

　　　財政局資産運用課会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格

をもって有効な入札を行った者のうち、最低の価格

もって入札を行った者を落札者とします。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、契約保証金の納付

を免除します。

　⑵�　契約書の作成

　　　必要とします。

　⑶�　契約規則等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市ホームページの「入

札情報かわさき（http://keiyaku.city.kawasaki.

jp）」の「契約関係規定」から閲覧することができ

ます。

９�　その他

　⑴�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。　

　⑷�　本業務を受託した者は、川崎市高津スポーツセン

ターのＥＳＣＯ事業には参加できません。

　　　───────────────────

川崎市公告第576号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　備蓄食料品（わかめ御飯）の購入

履行場所 東門前小学校（川崎区東門前３－４－６）他51箇所

履行期限 平成31年３月29日

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「食料品」種目「食料品」

に登載されていること。

⑷�　平成20年４月１日以降に、この購入（製造）物品についての類似の契約実績があること、

　　または、この物品に係るメーカー、販売代理店の引受証明を受けていること。

　　なお、契約実績については、１契約につき1,000,000円以上とします。
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参 加 資 格
　　また、川崎市以外の他官公庁、民間企業等との契約実績でも構いません。

⑸�　この購入（製造）物品及び数量について、仕様書の内容を遵守し、確実に納入できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階

電話番号　044－200－2093

入札日時等 平成30年12月６日11時00分（川崎市役所入札室　砂子平沼ビル７階）

入札保証金 　要

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は川崎市ホームページ　「入札情報　かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 携帯トイレの購入

履行場所 堤根処理センター及び加瀬クリーンセンター

履行期限 平成31年３月22日

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「消防・防災用品」に

登載されており、Ａ又はＢの等級に格付けされていること。

⑷�　川崎市内に本社を有すること。

⑸�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑹�　平成20年４月１日以降に、この購入（製造）物品についての類似の契約実績があること。

　　なお、契約実績については、１契約につき1,000,000円以上とします。

　　また、川崎市以外の他官公庁、民間企業との契約実績でもかまいません。

⑺�　この購入（製造）物品及び数量について、仕様書の内容を遵守し確実に納入できること。

⑻�　この購入（製造）物品の納入後、不良品についてすべて責任をもって無償で修理又は交換でき

ること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階

電話番号　044－200－2093

入札日時等 平成30年12月６日11時00分（川崎市役所入札室　砂子平沼ビル７階）

入札保証金 要

契約書作成 要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は契約課ホームページ　「入札情報　かわさき」をご覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市公告第577号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 川崎駅新川通り自転車通行環境整備及び自転車等駐車場改良工事

履行場所 川崎市川崎区駅前本町１番地先

履行期限 契約の日から平成32年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ａ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑼�　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、本案件の

請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月22日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道寺尾台11号線道路補修（自由勾配側溝）工事

履行場所 川崎市多摩区寺尾台１丁目11番地先他１箇所

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。
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契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道東百合丘105号線道路補修（Ｌ型側溝）工事

履行場所 川崎市麻生区東百合丘４丁目30番地先

履行期限 契約の日から120日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」ランク「Ｄ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 千鳥町鉄道敷護岸改良工事

履行場所 川崎市川崎区夜光１丁目地先、千鳥町地先

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」又は「準市内」で登録され

ている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「港湾」ランク「Ａ」また

は「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。
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参 加 資 格

⑺�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑻�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

⑼�　「海上及び海中での被覆防食工事」の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有す

ること。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 幸区内一般県道川崎町田舗装道補修（切削）工事

履行場所 川崎市幸区南幸町３丁目109番地先

履行期限 契約の日から平成31年２月28日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ａ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「舗装」）を専任で配置できること。

　�　ただし、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合

は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 日本民家園園路ほか補修工事

履行場所 川崎市多摩区枡形７－１－１

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで
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参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「造園」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　造園工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「造園」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 さつき橋歩道橋補修工事

履行場所 川崎市川崎区渡田１丁目１番地先

履行期限 契約の日から平成31年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　塗装工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「塗装」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。

　�　また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は

専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月22日13時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 免
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契約書作成 要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第578号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区野川字西耕地2816番１

� ほか５筆の一部　　

� 946平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　川崎市宮前区野川3072番地

　　亀ヶ谷　隆俊

３�　予定建築物の用途

　　長屋住宅

� 計画戸数：９戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年８月22日

　　川崎市指令　ま宅番（イ）第75号

　　平成30年９月26日

　　川崎市指令　ま宅番（イ）第95号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第579号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市中原区井田中ノ町752番２

� 1,190平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都千代田区丸の内２－４－１

　　株式会社　オープンハウス・ディベロップメント

　　代表取締役　福岡　良介

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

� 計画戸数：14戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年６月11日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第38号

　　　───────────────────

川崎市公告第580号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市高津区野川字中耕地1434番64

� ほか３筆　　　　　

� 1,907平方メートル

２�　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　横浜市神奈川区三ツ沢西町17番34号

　　株式会社レ・リード　代表取締役　土井　俊明

３�　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅、共同住宅

� 計画戸数：49戸

４�　開発許可年月日及び許可番号

　　平成26年６月９日

　　川崎市指令　ま建管宅地（イ）第41号

　　平成29年９月29日

　　川崎市指令　ま建管宅地（イ）第84号（変更）

　　平成30年７月４日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第49号（変更）

　　平成30年10月12日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第102号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第581号

　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第18

条第１項の規定により、次のように農用地利用集積計画

を定めましたので、同法第19条の規定により公告します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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２�　共通事項

　�　この農用地利用集積計画の定めるところにより設定

される利用権は、１の各筆明細に定めるもののほか、

次に定めるところによる。

　⑴�　借賃の支払猶予

　　�　利用権を設定する者（以下「甲」という。）は、

利用権の設定を受ける者（以下「乙」という。）が

災害その他やむを得ない事由のため、借賃の支払期

限までに借賃の支払をすることができない場合に

は、相当と認められる期日までにその支払を猶予す

る。

　⑵�　借賃の減額

　　�　利用権の目的物（以下「目的物」という。）が農

地である場合で、１の各筆明細に定められた借賃の

額が、災害その他の不可抗力により借賃より少ない

収益となったときは、民法第609条（明治29年法律

第89号）によりその収益の額に至るまで、乙は甲に

対し借賃の減額を請求することができる。減額され

るべき額は、甲及び乙が協議して定めるものとし、

その協議が調わないときは、川崎市農業委員会が認

定した額とする。

　⑶�　解約に当たっての相手方の同意

　　�　甲及び乙は、１の各筆明細に定める利用権の存続

期間の中途において解約しようとする場合は、相手

方の同意を得るものとする。

　⑷�　転貸又は譲渡

　　�　乙はあらかじめ市に協議した上、甲の承諾を得な

ければ目的物を転貸し、又は利用権を譲渡してはな

らない。

　⑸�　修繕及び改良

　　ア�　甲は、乙の責に帰すべき事由によらないで生じ

た目的物の損耗について、自らの費用と責任にお

いて修繕する。ただし、緊急を要するときその他

甲において修繕することができない場合で甲の同

意があったときは、乙が修繕することができる。

この場合において乙が修繕の費用を支出したとき

は、甲に対してその償還を請求することができる。

　　イ�　乙は、甲の同意を得て目的物の改良を行うこと

ができる。ただし、その改良が軽微である場合に

は甲の同意を要しない。

　⑹�　租税公課の負担

　　ア�　甲は、目的物に対する固定資産税その他の租税

を負担する。

　　イ�　乙は、目的物に係る農業災害補償法（昭和22年

法律第185号）に基づく共済掛金及び賦課金を負

担する。

　　ウ�　目的物に係る土地改良区の賦課金については、

甲及び乙が別途協議するところにより負担する。
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　⑺�　目的物の返還

　　ア�　利用権の存続期間が満了したときは、乙は、そ

の満了の日から30日以内に、甲に対して目的物を

原状に回復して返還する。ただし、災害その他の

不可抗力、修繕又は改良行為による形質の変更又

は目的物の通常の利用によって生ずる形質の変更

については、乙は、原状回復の義務を負わない。

　　イ�　乙は、目的物の改良のために支出した有益費に

ついては、その返還時に増価額が現存している場

合に限り、甲の選択に従い、その支出した額又は

増価額（土地改良法（昭和24年法律第195号）に

基づく土地改良事業により支出した有益費につい

ては、増価額）の償還を請求することができる。

　　ウ�　イにより有益費の償還請求があった場合におい

て甲及び乙の間で有益費の額について協議が調わ

ないときは、甲及び乙双方の申出に基づき市が認

定した額を、その費やした金額又は増価額とする。

　　エ�　乙は、イによる場合その他法令による権利の行

使である場合を除き、目的物の返還に際し、名目

のいかんを問わず返還の代償を請求してはならな

い。

　⑻�　利用権に関する事項の変更の禁止

　　�　甲及び乙は、この農用地利用集積計画に定めると

ころにより設定される利用権に関する事項は変更し

ないものとする。ただし、甲、乙、川崎市農業委員

会及び市が協議のうえ、真にやむを得ないと認めら

れる場合は、この限りでない。

　⑼�　利用権取得者の責務

　　�　乙は、この農用地利用集積計画の定めるところに

従い、目的物を効率的かつ適正に利用しなければな

らない。

　⑽�　その他

　　�　この農用地利用集積計画の定めのない事項及び農

用地利用集積計画に関し疑義が生じたときは、甲、

乙、川崎市農業委員会及び市が協議して定める。

２－２�　特記事項

　⑴�　解除条件

　　�　利用権の設定等を受ける者が利用権の設定等を受

けた後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農

作業に常時従事（平成12年６月１日付け農林水産事

務次官通知（12構改Ｂ第404号）、農地法関係事務に

係る処理基準第３の５の⑵に規定する年間150日以

上）と認められない者になった場合に、農用地を適

正に利用していないと認められるときは賃貸借又は

使用貸借を解除する。

　　�　上記により解除するときは、農業経営基盤の強化

の促進に関する基本的な構想（平成26年９月、川崎

市）第５―３―⑶　農用地利用集積計画の取消し等

によるものとする。

　⑵�　農用地の利用状況についての報告義務

　　�　利用権の設定等を受ける者が利用権の設定等を受

けた後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農

作業に常時従事と認められない者になった場合に、

農業経営基盤強化促進法第18条第２項第７号及び同

法施行規則第16条の２に規定する農用地の利用状況

についての報告を市長にしなければならない。

　　　───────────────────

川崎市公告第582号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生区役所自動火災報知設備改修工事

履行場所 川崎市麻生区万福寺１丁目５番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月22日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「消防」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　消防施設工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「消防施設」）を配置できること。

⑽�　消防設備士免状（甲種第４類）の交付を受けた技術者を配置できること。ただし、⑼の技術者（業

種「消防施設」）との兼任を可とします。
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契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月28日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 仮称生田・生田乳児保育園改築電気その他設備工事

履行場所 川崎市多摩区西生田３丁目15番10号

履行期限 契約の日から平成31年11月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、

本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要

しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月28日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 岡上小学校プールろ過設備改修工事

履行場所 川崎市麻生区岡上675番地１

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。
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参 加 資 格

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「管」）を配置できること。

⑽�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 菅中学校プールろ過設備改修工事

履行場所 川崎市多摩区菅城下28番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「管」）を配置できること。

⑽�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 殿町老人いこいの家外壁改修その他工事

履行場所 川崎市川崎区殿町１丁目20番15号

履行期限 契約の日から平成31年３月25日まで
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参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「塗装」種目「塗装」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　塗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「塗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 武蔵小杉駅連絡通路エスカレーター１号機更新工事

履行場所 川崎市中原区小杉町３丁目地内

履行期限 契約の日から平成31年３月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「昇降機設置」で登録され

ている者。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の

請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関す

る誓約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）

を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、本

案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要し

ません。

⑻�　川崎市発注の昇降機設置工事の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有すること。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月28日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 有馬中学校受水槽改修その他設備工事

履行場所 川崎市宮前区有馬７丁目７番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　管工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金の

額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「管」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万

円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、

本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要

しません。

⑾�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件８）

競争入札に

付する事項

件　　 名 浅田小学校受水槽改修その他設備工事

履行場所 川崎市川崎区浅田２丁目11番21号

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イの「災害時に

おける本市との協力体制」に登録があること。

　�　ただし、現在未登録でこの入札に参加を希望する者は、主観評価項目変更登録申請を入札参加

申込締切日の前日までに行ってください。
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参 加 資 格

　�　なお、開札日の前日までに主観評価項目変更登録が完了していない場合は、事後審査で入札参

加資格が無いものとして入札が無効となります。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「管」）を配置できること。

⑾�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件９）

競争入札に

付する事項

件　　 名 坂戸小学校受水槽改修その他設備工事

履行場所 川崎市川高津区坂戸１丁目18番１号

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「給排水衛生設備（川

崎市上下水道指定）」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　管工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽�　主任技術者（業種「管」）を配置できること。

⑾�　「川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者」かつ「川崎市排水設備指定工事店」であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月19日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件10）

競争入札に

付する事項

件　　 名 南部管内自転車等駐車場施設（照明設備）補修工事

履行場所 南部都市基盤整備事務所管内

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで
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参 加 資 格

⑴�　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　電気工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「電気」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月14日14時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第583号

　特定非営利活動法人の定款の変更認証申請について、

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第

５項において準用する同法第10条第２項の規定により次

のとおり公告します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市公告第584号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条

第１項の規定により特定非営利活動法人の設立の認証申

請がありましたので、同法第10条第２項の規定により次

のとおり公告します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市長　福　田　紀　彦

申請のあった年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成30年10月15日 特定非営利活動法人

ＢＢＡ　ＪＡＰＡＮ

佐藤　明子 川崎市宮前区鷺沼

４丁目13番地２

たまプラーザ東パーク・

ホームズ207

この法人は、海外の貧困地域において、

社会的弱者である人々に対し、現地の

衛生環境の改善及び教育、職業訓練等

の支援活動を行い、保健、又は福祉サ

ービスの振興及び青少年の健全育成と

女性の社会進出に寄与し、生活向上を

実現するとともに、現地と日本の文化

交流及び災害時における支援活動を行

うことによって、支援国との親善と相

互理解を推進することを目的とする。

申請のあった年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成30年10月25日 特定非営利活動法人

大師ワークショップ

荒木　靜江 川崎市川崎区大師本町

８番15号只隈ビル１Ｆ

この法人は、障害（児）者の地域生活を

支援し、地域における社会福祉の増進に

寄与することを目的とする。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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公 告（ 調 達 ）

川崎市公告（調達）第407号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　業務件名

　　　�麻生市民館・図書館空気調和機長寿命化整備業務

委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市麻生区万福寺１丁目５番２号

　⑶�　履行期間

　　　契約日から平成31年３月29日まで

　⑷�　業務概要

　　�　麻生市民館・図書館に設置されている空気調和機

（AHU-3,6の２台）の部品交換、内外部清掃及びモ

ータダンパの交換等の整備を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件を全て

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「空調・衛生設備保守点検」

に登載されていること。

　⑶�　平成29・30年度業務委託有資格者名簿に、地域区

分「市内」で登録されていること。

　⑷�　官公需についての中小企業の受注の確保に関する

法律第２条第１項による中小企業者であること。

　⑸�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑹�　過去５年間で、本市又は他官公庁において類似業

務の実績があり、かつ誠実に履行した実績を有する

こと。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、２⑹に示す類似業務実

績を証する書類（契約書の写しや工事実績一覧表等）

を提出してください。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒215－0004

　　　［住所等］川崎市麻生区万福寺１丁目５番２号

　　　［担当課］�麻生区役所まちづくり推進部生涯学習

支援課（麻生市民館）

　　　　　　　　電 話　044－951－1300（直通）

　　　　　　　　ＦＡＸ　044－951－1650

　　　　　　　　E-mail　88asaosi@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月20日（火）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。ただし、休館日の11月19日（月）と

土曜日、日曜日は除きます。

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、３

⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希望

者には印刷物を配布します。また、川崎市のホー

ムページ「入札情報かわさき」（http://www.city.

kawasaki.jp/233300/index.html）の「入札情報」

において、本件の公表情報詳細のページからダウン

ロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、平成30年11月26日（月）までに、平成29・30年度

川崎市業務委託有資格者名簿へ登録した際に届出のあ

った電子メールアドレスあて、一般競争参加資格確認

通知書を送付します。また、電子メールアドレスの登

録を行っていない場合はＦＡＸにて交付します。

６�　仕様に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月20日（火）から11月28日（水）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　　持参、電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア�　電子メール　88asaosi@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－951－1650

　⑸�　回答方法

　　�　平成30年12月３日（月）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、
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この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の８％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時

　　　　平成30年12月14日（金）　午後２時00分

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市麻生区万福寺１丁目５番２号

　　　　麻生市民館第１会議室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　前払金

　　　否

　⑶�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」及び３⑴配布・提出場所及び問合せ先

の場所で閲覧することができます。

　⑸�　特定業務委託契約について

　　�　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

に該当します。特定業務委託契約については、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「公

契約関係」を御確認ください。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページ「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第408号

　　　入　札　公　告

　一般競争入札について、次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　川崎市立聾学校で使用する深夜電力の供給

　⑵�　供給内容

　　　59,600キロワット時（詳細は入札説明書による。）

　⑶�　供給期間

　　　平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

　　　※対象時間帯：午後11時から午前７時まで

　⑷�　供給場所

　　　川崎市立聾学校

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　１⑷の場所を含む区域における電気の供給につい

て、電気事業法（昭和39年７月11日法律第170号）

第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受

けている者であること。
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　⑵�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当する資格停止期間中でないこと。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「その他の物品販売」種目

「電気供給」に登載されていること。

　⑸�　調達される電気の品質及び数量について、仕様書

の内容を遵守し、確実に納入することができるとと

もに、アフターサービスを本市の求めに応じて、速

やかに提供できること。

　⑹�　川崎市環境配慮電力入札実施要綱（平成20年10月

１日制定）第４条第２項に基づき、Ａランク又はＢ

ランクに格付けされている者であること。

３�　一般競争参加申込書の配布及び提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　〒210－0004　川崎市川崎区宮本町６番地　

　　　明治安田生命ビル４階

　　　川崎市教育委員会事務局学校教育部指導課

　　　電　話　044－200－3287（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－2853

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）～平成30年12月３日（月）

午後５時まで（土曜日、日曜日及び国民の祝日を除

く、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５

時まで）

　⑶�　提出方法

　　�　持参に限ります。申込書及び入札説明書は、⑵の

期間に⑴の場所で配布します。

４�　仕様・入札に関する問い合わせ先

　⑴�　問い合わせ場所

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵�　問い合わせ期間

　　�　平成30年11月12日（月）～平成30年12月５日（水）

午後５時まで（土曜日、日曜日及び国民の祝日を除

く、午前９時から正午まで及び午後１時から午後５

時まで）

　⑶�　問い合わせ方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式に必要事項

を記入し、直接、担当部署に提出するか、指定する

ＦＡＸにて送信。

　⑷�　回答方法

　　�　質問があった場合の回答は、平成30年12月６日

（木）までに、競争参加者全てに、電子メール又は

ＦＡＸにて送付。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加申込書を提出した者には、平成

29・30年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の委任

先メールアドレスに平成30年12月５日（水）までに送付。

　※�電子メールアドレスを登録していない場合はＦＡＸ

にて送付。

６�　入札参加資格の喪失

　�　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴�　この公告に定める資格条件を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　　持参による入札のみ行います。

　　ア�　入札日時

　　　　平成30年12月10日（月）　午前10時00分

　　イ�　開札場所

　　　　川崎市川崎区宮本町３番地３

　　　　第４庁舎４階第１会議室

　⑵�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑷�　入札の無効

　　�　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８�　契約の手続等

　�　次により契約を締結します。ただし、平成31年第１

回川崎市議会定例会における、本契約に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴�　契約保証金

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　前払金

　　　否

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得

等は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページ

の「入札情報かわさき」（http://keiyaku.city.

kawasaki.jp/epc/index.htm）の「契約関係規定」
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で閲覧することができます。

９�　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は、入札説明書によります。

　⑶�　関連情報を入手するための照会窓口

　　　上記３⑴に同じ。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第409号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　東扇島堀込部ケーソン製作その１工事

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　財政局資産管理部契約課

　　川崎市川崎区宮本町１番地

３�　落札者を決定した日

　　平成30年10月２日

４�　落札者の氏名及び住所

　　ＪＦＥエンジニアリング　株式会社

　　代表取締役社長　大下　元

　　横浜市鶴見区末広町二丁目１番地

５�　落札金額

　　1,692,360,000円

６�　落札者を決定した手続

　　一般競争入札

７�　入札の公告を行った日

　　平成30年７月25日

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第410号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　�川崎市高齢者フレイル対策事業（アンケート調査

業務）委託

　⑵�　納入場所及び履行場所

　　　健康福祉局保健所健康増進課ほか

　⑶�　履行期限

　　　契約締結日から平成31年３月31日まで

　⑷�　委託概要

　　　別紙仕様書のとおり

２�　競争入札参加資格

　�　入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて満た

していなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　入札期日において、平成29・30年度川崎市業務委

託有資格業者名簿に、業種「調査・測定」・種目「そ

の他の調査・測定」で登録されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　本市又は他官公庁において、高齢者の健康・介護

に関するアンケート調査業務について、全てのアン

ケート回答者に対して個別結果通知書の送付を含む

業務の契約実績があること。

　⑸�　プライバシーマーク又はISO/IEC27001（JIS Q 

27001）認証を取得していること。

３�　競争入札参加申込書等の配布及び提出先

　�　入札に参加を希望する者は、次により競争入札参加

申込書、２⑷の契約実績を証する書類、２⑸を証する

登録証の写しを提出しなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　〒212－0013　川崎市幸区堀川町580番地

　　　ソリッドスクエア西館12階

　　　川崎市役所　健康福祉局保健所健康増進課

　　　健診担当（担当　島田）

　　　電　話　　044－200－3426（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3986

　　　E-mail　40kenko@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から平成30年11月16日

（金）まで

　　�　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで

　⑶�　提出物

　　ア�　競争入札参加申込書

　　イ�　契約実績を証する書類（契約書の写し等）

　　ウ�　プライバシーマーク又はISO/IEC27001（JIS Q 

27001）認証を取得していることを証する登録証

の写し（有効期限内のもの）

　⑷�　提出方法

　　　持参

　⑸�　その他

　　�　契約書（案）、仕様書、競争入札参加申込書等は、

川崎市ホームページ内「入札情報かわさき」に掲載

します。なお、ダウンロードができない場合等に対

応するため、３⑴の場所において３⑵の期間、配布

も行います。

４�　一般競争入札参加資格確認通知書及び入札説明書の

交付
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　�　競争入札参加申込書を提出し、入札参加資格がある

と認められた者には、一般競争入札参加資格確認通知

書の交付の際に、併せて入札説明書を無償で交付しま

す。

　⑴�　交付方法

　　ア�　平成29・30年度川崎市競争入札参加資格審査申

請書の委託先メールアドレスを登録している者に

は、平成30年11月20日（火）までに一般競争入札

参加資格確認通知書及び入札説明書を送付します。

　　イ�　当該委託先メールアドレスを登録していない者

には、平成30年11月20日（火）の午前９時から正

午までに上記３⑴の場所において一般競争入札参

加資格確認通知書及び入札説明書を交付します。

　⑵�　交付した入札説明書は、入札日に回収しますの

で、必ず持参してください。

　⑶�　入札説明書は３⑴の場所において３⑵の期間、縦

覧に供します。

５�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　３⑴に同じ

　⑵�　問い合わせ期間

　　�　平成30年11月20日（火）から平成30年11月26日

（月）まで

　　�　午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

まで

　⑶�　問い合わせ方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」を使用し、３⑴の

電子メールアドレス又はＦＡＸ番号あて送付してく

ださい。また「質問書」送付後、送付した旨を３⑴

の担当あて連絡してください。

　⑷�　回答方法

　　�　質問に対する回答は、入札参加資格確認通知書で

入札参加資格があると認められたすべての者に対

し、平成30年11月28日（水）までに、電子メール又

はＦＡＸにて送付します。

　　�　尚、一般競争入札参加資格確認通知書の交付を受

けていない者からの質問に関しては回答を行いませ

ん。

６�　競争入札参加希望者に求められる義務

　�　この入札に参加を希望する者は、提出された書類等

に関し説明を求められたとき又は資料の追加を求めら

れたときはこれに応じなければなりません。

７�　一般競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵�　競争入札参加申込書その他の提出書類に虚偽の記

載をしたとき。

８�　入札手続等

　⑴�　入札書等の提出方法

　　　持参による入札

　　ア�　入札日時

　　　　平成30年12月６日（木）午後３時

　　イ�　入札場所

　　　　〒212－0013　川崎市幸区堀川町580番地

　　　　ソリッドスクエア西館12階会議室

　⑵�　入札方法

　　ア�　入札は、総額を入札金額として行います。なお、

この金額には契約期間内のサービス提供及びサー

ビス導入に際して必要となる各種作業等に係る一

切の費用を含め見積るものとします。

　　イ�　入札書に記載する入札金額は、消費税及び地方

消費税を抜いた金額とします。

　　ウ�　入札は、所定の入札書をもって行います。なお、

代表者以外の方が代理で入札する場合、入札書の

代表者名の下部に代理人氏名の記載と代理人の押

印（委任状に押印したものと同じ印鑑）が必要で

す。また、入札書には、住所、商号又は名称、代

表者の役職及び氏名を明示し、本市の業者登録に

使用した印鑑による押印をしてください。

　　エ�　入札書は、封筒に入れ、封印して提出してくだ

さい。

　　オ�　１回目で落札しない場合は、再度入札を２回、

計３回の入札を行いますので、その分の入札書及

び積算内訳書を用意してください。

　⑶�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とします。ただし、著しく低

価格の場合は、調査等を行う場合があります。

　⑷�　入札保証金

　　　免除

　⑸�　開札の日時

　　　８⑴アに同じ

　⑹�　開札の場所

　　　８⑴イに同じ

　⑺�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

　⑻�　再入札の実施

　　�　落札者がいない場合は、直ちに再入札を実施します。

　⑼�　入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　　�　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代

理人とします。ただし、代理人が入札及び開札に立
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ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立ち会

いに関する権限の委任を受けたことを示す委任状を

提出してください。また、一般競争入札参加資格確

認通知書を必ず持参してください。

９�　契約手続等

　⑴�　契約保証金

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除とします。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

入しなければなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　要

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市ホームページ内「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）の契約関係規定において閲覧することができ

ます。

10　その他

　⑴�　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑵�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑶�　その他問い合わせ窓口は上記３⑴に同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第411号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名　�浮島処理センター新エネルギー等電気

相当量（第１四半期）の売却（その１）

　⑵�　履行場所　川崎市環境局施設部処理計画課：

　　　　　　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　⑶�　引渡期間　契約日から平成31年２月28日まで

　⑷�　概　　要　�平成30年４月１日から平成30年６月30

日までに浮島処理センターで発生した

新エネルギー等電気相当量の売却

　　　　　　　　売却量　2,500,000kWh

２�　競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「その他の物品販売」種目

「電気供給」に登載するための申請をしていること。

　⑷�　電気事業法第27条の27第１項の規定に基づき、発

電事業の届出をしていること。又は、小売電気事業

の登録の申請等に関する省令（平成27年７月24日経

済産業省令第58号）に基づき、小売電気事業の登録

申請をしていること。

　⑸�　「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法施行規則」附則第９条の経過

措置規定による「電気事業者による新エネルギー等

の利用に関する特別措置法施行規則」に基づく新エ

ネルギー等電気相当量の増量又は減量の記録を行う

ための電子口座を保有していること。

３�　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望するものは、次により競争入

札参加申込書及び上記２⑷、⑸を証明出来る書類を提

出してください。

　⑴�　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　小林、鈴木

　　　電話　044－200－2587（直通）

　⑵�　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　�　平成30年11月12日（月）から平成30年11月20日

（火）

　　�　９時から17時まで（土、日曜日及び祝日並びに12

時から13時の間は除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参又は郵送。

　　�　ただし、郵送の場合は11月20日（火）17時までに

必着とし、不備がないこと。

　⑷�　提出書類

　　ア�　上記２⑷の発電事業者又は小売電気事業者であ

ることを証明可能な書類。登録が完了していない

場合は、手続きを進めていることの証明可能な書

類

　　イ�　上記２⑸の電子口座を保有していることを証明

可能な書類

４�　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　�　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を平成30年11月27日（火）までに交付します。

　�　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。
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　⑴�　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵�　交付日時　平成30年11月27日（火）９時から

　　　　　　　　17時まで（12時から13時の間は除く。）

５�　質問書の受付・回答

　⑴�　質問受付日

　　�　平成30年11月27日（火）から平成30年11月29日（木）

　　　９時から17時まで（12時から13時の間は除く。）

　⑵�　質問書の様式

　　　配布する「質問書」の様式により提出すること。

　⑶�　質問受付方法

　　ア�　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ�　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷�　回答方法

　　�　平成30年12月５日（水）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵�　競争参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載をし

たとき。

７�　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時　　�平成30年12月12日（水）10

時30分

　⑶�　入札・開札の場所　　�川崎市川崎区東田町５番地

４

　　　　　　　　　　　　　�川崎市役所第３庁舎16階　

環境局会議室

　⑷�　入札書の提出方法　　�持参又は郵送。ただし、郵

送については、12月11日

（火）必着とする。有効札

の最高価格が同額の場合

は、後日くじ引きを行い、

落札者を決定するため、最

高価格の入札を行った者は

出席すること。

　⑸�　入札保証金　　　　　免除

　⑹�　落札者の決定方法　　�川崎市契約規則第14条の規

定に基づいて作成した予定

価格以上で、最高の価格を

もって有効な入札を行った

者を落札者とします。入札

においては１ｋＷｈあたり

の単価を入札書（見積書）

に記載すること。

　⑺�　入札の無効　　　　　�川崎市競争入札参加者心得

で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８�　契約手続等

　⑴�　契約保証金　　　　免除

　⑵�　契約書の作成　　　要

　⑶�　契約規則等の閲覧　�川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札

情報かわさきの「契約関係規

定」から閲覧できます。

　　　　　　　　　　　（�http://www.city.kawasaki.

jp/233300/）

９�　その他

　⑴�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第412号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件　　名　�浮島処理センター新エネルギー等電気

相当量（第１四半期）の売却（その２）

　⑵�　履行場所　�川崎市環境局施設部処理計画課：川崎

市川崎区東田町５番地４

　⑶�　引渡期間　�契約日から平成31年２月28日まで

　⑷�　概　　要　�平成30年４月１日から平成30年６月30

日までに浮島処理センターで発生した

新エネルギー等電気相当量の売却

　　　　　　　　売却量　2,500,000kWh

２�　競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶�　平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「その他の物品販売」種目

「電気供給」に登載するための申請をしていること。

　⑷�　電気事業法第27条の27第１項の規定に基づき、発

電事業の届出をしていること。又は、小売電気事業

の登録の申請等に関する省令（平成27年７月24日経

済産業省令第58号）に基づき、小売電気事業の登録

申請をしていること。



（第1,758号）平成30年(2018年)11月12日 川 崎 市 公 報

－3046－

　⑸�　「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法施行規則」附則第９条の経過

措置規定による「電気事業者による新エネルギー等

の利用に関する特別措置法施行規則」に基づく新エ

ネルギー等電気相当量の増量又は減量の記録を行う

ための電子口座を保有していること。

３�　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望するものは、次により競争入

札参加申込書及び上記２⑷、⑸を証明出来る書類を提

出してください。

　⑴�　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　小林、鈴木

　　　電話　044－200－2587（直通）

　⑵�　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　　平成30年11月12日（月）から平成30年11月20日（火）

　　�　９時から17時まで（土、日曜日及び祝日並びに12

時から13時の間は除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参又は郵送。

　　�　ただし、郵送の場合は11月20日（火）17時までに

必着とし、不備がないこと。

　⑷�　提出書類

　　ア�　上記２⑷の発電事業者又は小売電気事業者であ

ることを証明可能な書類。登録が完了していない

場合は、手続きを進めていることの証明可能な書

類

　　イ�　上記２⑸の電子口座を保有していることを証明

可能な書類

４�　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　�　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を平成30年11月27日（火）までに交付します。

　�　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴�　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵�　交付日時　�平成30年11月27日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５�　質問書の受付・回答

　⑴�　質問受付日

　　�　平成30年11月27日（火）から平成30年11月29日

（木）９時から17時まで（12時から13時の間は除く。）

　⑵�　質問書の様式　配布する「質問書」の様式により

提出すること。

　⑶�　質問受付方法

　　ア�　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ�　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷�　回答方法

　　�　平成30年12月５日（水）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６�　競争入札参加資格の喪失

　�　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵�　競争参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載をし

たとき。

７�　入札手続等

　⑴�　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵�　入札・開札の日時　　平成30年12月12日（水）

　　　　　　　　　　　　　11時00分

　⑶�　入札・開札の場所　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷�　入札書の提出方法　�　持参又は郵送。ただし、郵

送については、12月11日（火）

必着とする。有効札の最高価

格が同額の場合は、後日くじ

引きを行い、落札者を決定す

るため、最高価格の入札を行

った者は出席すること。

　⑸�　入札保証金　　　　�　免除

　⑹�　落札者の決定方法　�　川崎市契約規則第14条の規

定に基づいて作成した予定価

格以上で、最高の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落

札者とします。入札において

は１ｋＷｈあたりの単価を入

札書（見積書）に記載するこ

と。

　⑺�　入札の無効　　　　�　川崎市競争入札参加者心得

で無効と定める入札は、これ

を無効とします。

８�　契約手続等

　⑴�　契約保証金　　　　　免除

　⑵�　契約書の作成　　　　要

　⑶�　契約規則等の閲覧　�　川崎市契約規則及び川崎市

競争入札参加者心得等は、入

札情報かわさきの「契約関係
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規定」から閲覧できます。

　　　　　　　　　　　　�（http://www.city.

kawasaki.jp/233300/）

９�　その他

　⑴�　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵�　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じです。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第413号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　消防業務用無線機（車載型）移設業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７ほか

　⑶�　履行期限

　　　平成31年３月29日まで

　⑷�　調達概要

　　�　本業務は、消防無線通信を円滑に運用するため、

消防車、救急車の更新や車両配置換えに伴う車載型

無線機の移設等を行うものです。

２�　一般競争入札参加資格

　�　入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて満た

さなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去５年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、無線設備の設置、移設等を行う類似の契約

を締結し、これらをすべて誠実に履行していること。

３�　一般競争入札参加申込書の配布及び提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により、一

般競争入札参加申込書、類似の契約実績を証する書類

（契約書、仕様書の写し等業務内容がわかるもの）を

提出しなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　（川崎市消防局総合庁舎７階）

　　　川崎市消防局警防部指令課

　　　電話　044－223－2640

　⑵�　配布・提出期間

　　�　�平成30年11月12日から平成30年11月16日までの、

午前９時から午後５時（平日の正午～午後１時ま

でを除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明書

　�　業務の詳細、一般競争入札参加申込書、質問書様式

が添付されている入札説明書は、３⑴の場所におい

て３⑵の期間、縦覧に供するとともに、希望者には

印刷物を配布します。また、川崎市ホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）において、本件の公表情報詳

細のページからダウンロードできます。

５�　確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加申込書を提出した者には、次によ

り確認通知書を交付します。

　⑴�　交付日

　　　平成30年11月21日

　⑵�　交付場所

　　�　本市に登録されている電子メール又は３⑴の場所

で交付します。

６�　仕様に関する問い合わせ

　�　仕様に関する問い合わせは、次により質問書を提出

しなければなりません。

　⑴�　提出場所

　　�　３⑴の場所、又は電子メール（84sirei@city.

kawasaki.jp）にて提出。

　⑵�　受付期間

　　�　平成30年11月12日から平成30年11月22日までの午

前９時から午後５時

　　�　（平日の正午～午後１時まで及び土曜日、日曜日

を除く。）

　　�　ただし、電子メールによる提出は受付期間終了ま

で24時間受け付けます。

　⑶�　回答日

　　�　平成30年11月27日に、本件の入札参加資格を有す

る全員に回答します。

７�　入札参加資格の喪失

　�　２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、入札に

参加できません。

８�　入札手続等

　⑴�　入札方法

　　　本市指定の入札書により実施します。

　　ア�　入札日時

　　　　平成30年11月29日　10時00分

　　イ�　入札書の提出場所

　　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　　川崎市消防局総合庁舎７階第２会議室

　⑵�　入札保証金
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　　　免除

　⑶�　開札の日時

　　　８⑴アに同じ

　⑷�　開札の場所

　　　８⑴イに同じ

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とします。ただし、

著しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に定める入札

は、これを無効とします。

９�　契約手続等

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除します。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　要

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、本市ホームページの「入札情報かわさき」で閲

覧することができます。

　　�　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

　　ア�　川崎市契約条例

　　イ�　川崎市契約規則

　　ウ�　川崎市競争入札参加者心得

　　エ�　川崎市一般競争入札実施要綱

　　オ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱

　　カ　川崎市の入札契約における暴力団等排除措置要綱

10　その他

　⑴�　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第414号

　一般競争入札について次のとおり公示します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　ビデオ硬性挿管用喉頭鏡賃貸借契約

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区南町20番地７�　消防局川崎消防署他

　⑶�　履行期間

　　　平成30年12月１日から平成34年11月30日まで

　⑷�　調達概要

　　�　救急隊が救急現場等で使用するビデオ硬性挿管用

喉頭鏡の賃貸借契約

　　　詳細は「入札説明書」によります。

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成29・30年度川崎市「製造の請負・物件の供給

等有資格業者名簿」の業種「リース」、種目「その他」

に登録されており、かつＡ又はＢの等級に格付けさ

れていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　納入した物品に対して、修理、部品供給等のアフ

ターサービスを、本市の求めに応じて迅速に実施で

きる体制を有すること。

　⑸�　過去５か年に、本市又は他官公庁において同等機

器の賃貸借契約の実績があること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により入札参加

の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所及び問合せ先

　　　郵便番号210－8565

　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　消防局警防部救急課救急指導係

　　　（消防局総合庁舎７階）

　　　電話　044－223－2627（直通）

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日から平成30年11月13日までの９

時00分から17時00分まで（12時00分から13時00分ま

では除く）及び平成30年11月14日の９時00分から12

時00分までとします。

　⑶�　提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　提出書類

　　ア�　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ�　２⑸を証する契約書の写し等書類

　⑸�　仕様書の配布

　　�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布に併せ

て、無償で仕様書及び入札説明書を交付します。ま

た、一般競争入札参加資格確認申請書、仕様書等は、

川崎市インターネットホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札公表（物品、財政局）」からダウン

ロードすることができます。

　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

４�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付
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　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　交付日時

　　　平成30年11月15日

　　�　ただし、直接受け取りに来庁される場合は９時00

分から17時00分まで（12時00分から13時00分までを

除く）とします。

　⑵�　交付場所

　　�　メールアドレス宛て電子メールにて交付します

（直接受け取る場合は３⑴に同じ）。

５�　仕様等に関する問合せ

　⑴�　問合せ先

　　　３⑴に同じ

　⑵�　問合せ方法

　　�　入札説明書に添付の「質問書」に必要事項を記入

し、持参または電子メールアドレス宛て送付してく

ださい。郵送及びファクシミリによる送付は認めま

せん。また、電子メールにより送付したときは、そ

の旨を担当まで御連絡ください。

　　　電子メールアドレス　84kyukyu@city.kawasaki.jp

　⑶�　受付期間

　　�　平成30年11月15日から平成30年11月19日までの９

時00分から17時00分（12時00分から13時00分まで及

び土日を除く）とします。

　⑷�　回答方法

　　�　質問があった場合の回答は、平成30年11月21日に

参加全者宛て、文書（ファクシミリ又は電子メール）

にて送付します。

６�　カタログの提出について

　�　入札参加資格があると認められた者は、導入予定機

種の名称及び仕様等のカタログを３⑴の場所に平成30

年11年22日17時00分までに提出してください。また、

入札日の前日までの間において、提出したカタログに

対し、本市から説明を求められたときには、これに応

じなければなりません。

７�　競争参加資格の喪失

　�　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれか又は複数に該当するときは、この入札に参

加することはできません。

　⑴�　上記２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書に虚偽の記載を

したとき。

８�　入札手続き等

　⑴�　入札方法

　　�　入札は入札書にて総額（税抜き）で行うこととし

ます。見積もった月額の賃貸借料の108分の100に相

当する金額に賃貸借期間（48か月）を乗じた額を入

札書に記載してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　提出日時

　　　　平成30年11月26日　14時00分

　　イ�　入札場所

　　　　川崎市川崎区南町20番地７

　　　　消防局総合庁舎７階第２会議室

　⑶�　入札の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とします。ただし、著しく低

価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格の無い者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加資格者心得」第７条に該当す

る入札は無効とします。

９�　契約手続等

　　次により契約を締結します。

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　支払方法

　　　賃貸借料については、月額支払とします。

　⑶�　契約書作成の要否

　　　契約書を作成することを要します。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得

は、川崎市インターネットホームページ「入札情報

かわさき」の「契約関係規定」から閲覧することが

できます。

　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

10　その他

　⑴�　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日

本語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための照会窓口

　　　３⑴に同じ

　⑶�　当契約は、次年度以降における所要の予算の該当

金額について、減額又は削減があった場合、この契

約を変更又は解除できるものとします。

　　�　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その

損失の補償を川崎市に対して請求することができる

ものとし、補償額は協議して定めるものとします。

　　　───────────────────
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川崎市公告（調達）第415号

　　　落札者等の公示

　川崎市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規則第11条の規定に基づき、次のとおり落札者等につい

て公示します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　調達の名称

　　国保ハイアップシステム制度改正対応等改修業務委託

２�　契約事務担当部局の名称及び所在地

　　川崎市健康福祉局医療保険部保険年金課

　　川崎市川崎区宮本町１番地

３�　契約の相手方を決定した日

　　平成30年10月10日

４�　契約の相手方の氏名及び住所

　　日本電気　株式会社　神奈川支社

　　支社長　木下　孝彦

　　横浜市西区みなとみらい二丁目３番５号

　　クイーンズタワーＣ

５�　契約金額

　　58,383,072円

６�　契約の相手方を決定した手続

　　随意契約

７�　随意契約理由

　�　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令第11条第１項第２号の規定による。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第416号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　平成30年度非常用発電装置点検整備業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市中原区小杉町３－245

　　　中原区役所ほか３か所

　⑶�　履行期間

　　　契約日から平成31年３月22日まで

　⑷�　業務概要

　　�　防災用の非常用発電装置を円滑に運用するため、

発動機部分の年次点検、整備及び始動用バッテリー

の交換を実施します。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去２年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、無線設備や放送設備に関する類似の契約を

締結し、これらをすべて誠実に履行していること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持

参により提出してください。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　災害システム担当

　　　電話　044－200－2856（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月16日（金）まで

の午前８時30分から午後５時まで及び平成30年11月

19日（月）の午前８時30分から正午までとします。

ただし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午

から午後１時までを除きます。

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所にお

いて、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供す

るとともに、希望者には印刷物を配布します。ま

た、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/index.

htm）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　�　平成30年11月21日（水）

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日
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の未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　�　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月22日（木）まで

の午前８時30分から午後５時まで及び平成30年11月

26日（月）午前８時30分から正午までとします。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午か

ら午後１時までを除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　�　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア�　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ�　郵送　　　　�「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸�　回答方法

　　�　平成30年11月29日（木）に、一般競争入札参加資

格確認通知書の交付を受けた者へ電子メール又はＦ

ＡＸにて回答書を送付します。なお、この入札の参

加資格を満たしていない者からの質問に関しては回

答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の８％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時　平成30年12月４日（火）午後２時30分

　　イ�　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページ

の「入札情報かわさき」（http://keiyaku.city.

kawasaki.jp/epc/index.htm）の「契約関係規定」

で閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/index.htm）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────
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川崎市公告（調達）第417号

　　　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　平成30年度移動系防災行政無線再免許申請業務委託

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　市役所第３庁舎７階ほか

　⑶�　履行期間

　　　契約日から平成31年３月22日まで

　⑷�　業務概要

　　　本市の陸上移動局の再免許申請を行います。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種

「その他業務」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去２年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、無線設備や放送設備に関する類似の契約を

締結し、これらをすべて誠実に履行していること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持

参により提出してください。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　災害システム担当

　　　電話　044－200－2856（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月16日（金）まで

の午前８時30分から午後５時まで及び平成30年11月

19日（月）の午前８時30分から正午までとします。

ただし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午

から午後１時までを除きます。

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所にお

いて、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供す

るとともに、希望者には印刷物を配布します。ま

た、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/index.

htm）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　平成30年11月21日（水）

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　�　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月22日（木）まで

の午前８時30分から午後５時まで及び平成30年11月

26日（月）午前８時30分から正午までとします。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午か

ら午後１時までを除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　�　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア�　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ�　郵送　　　　�「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸�　回答方法

　　�　平成30年11月29日（木）に、一般競争入札参加資
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格確認通知書の交付を受けた者へ電子メール又はＦ

ＡＸにて回答書を送付します。なお、この入札の参

加資格を満たしていない者からの質問に関しては回

答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の８％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時　平成30年12月４日（火）

　　　　　　　　　午後１時30分

　　イ�　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページ

の「入札情報かわさき」（http://keiyaku.city.

kawasaki.jp/epc/index.htm）の「契約関係規定」

で閲覧することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/index.htm）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第418号

　　　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　市民防災農地看板作製・設置業務委託契約

　⑵�　履行場所

　　　市内防災農地のうち、61箇所

　⑶�　履行期間

　　　契約日から平成31年３月29日まで

　⑷�　業務概要

　　�　川崎市市民防災農地登録実施要綱第５条に基づ

き、市民防災農地に登録された農地に関する標識板

作製及び設置を行う。

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種

「その他」種目「その他」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　過去２年間で２件以上、国または地方公共団体に

おいて、標識、看板の作成を含むに類似の契約を締

結し、これらをすべて誠実に履行していること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び
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問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を持

参により提出してください。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0005

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　総務企画局危機管理室　災害システム担当

　　　電話　044－200－2857（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3972

　　　E-mail　17kiki@city.kawasaki.jp

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月19日（月）まで

の午前８時30分から午後５時までとします。ただ

し、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から

午後１時までを除きます。

４�　入札説明会及び入札説明書

　⑴�　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵�　入札説明書の交付

　　�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所にお

いて、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供す

るとともに、希望者には印刷物を配布します。ま

た、川崎市のホームページの「入札情報かわさき」

（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）において、本件の公表情報詳細のページから

ダウンロードできます。

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　平成30年11月27日（火）　午後５時まで

　　�　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵�　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６�　仕様に関する問い合わせ

　⑴�　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵�　質問受付期間

　　�　平成30年11月12日（月）から11月28日（水）まで

の午前８時30分から午後５時までとします。ただ

し、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から

午後１時までを除きます。

　⑶�　質問書の様式

　　�　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷�　質問受付方法

　　�　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア�　電子メール　17kiki@city.kawasaki.jp

　　イ�　ＦＡＸ　　　044－200－3972

　　ウ�　郵送　　　　�「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵

質問受付期間」の期間内に必着の

こと。

　⑸�　回答方法

　　�　平成30年11月30日（金）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に関しては回答しません。

７�　競争入札参加資格の喪失

　�　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴�　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の108分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ�　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ�　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の８％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　入札日時　平成30年12月７日（金）

　　　　　　　　　午前10時00分

　　イ�　入札場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎７階

　　　　　　　　　災害対策本部事務局室

　⑶�　入札書の提出方法
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　　　持参とします。

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９�　契約の手続き等

　⑴�　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア�　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

10　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶�　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第419号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　下水道光ファイバー性能測定等業務委託契約

　⑵�　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５－４

　　　川崎市役所第３庁舎ほか

　⑶�　履行期間

　　　平成31年１月４日から平成31年３月29日まで

　⑷�　調達概要

　　�　庁内ネットワークで利用している下水道光ファイ

バーのＯＴＤＲ性能測定業務の委託詳細は「入札説

明書」によります。

２�　競争参加資格

　�　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴�　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の業種が

「施設維持管理」に登載されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格指名停止等要綱による指

名停止期間中でないこと。

　⑷�　この調達内容について確実に履行することができ

ること。

　⑸�　平成29・30年度業務委託有資格業者名簿の地域区

分が「市内」又は「準市内」で登載されていること。

３�　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　�　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりません。

　�　ただし、一般競争入札参加資格確認申請書の郵送に

よる提出は認めません。

　⑴�　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　〒210－8577

　　川崎市川崎区東田町５番４�　第３庁舎９階

　　総務企画局情報管理部システム管理課　佐藤・根本

　　電　話　044－200－2111（代表）

　　　　　　044－200－2057（直通）

　　ＦＡＸ　044－200－3752

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から平成30年11月21日

（水）までとします（土曜日、日曜日を除く、毎日

午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５

時15分まで）。

４�　一般競争入札参加資格確認通知書及び入札説明書の

交付

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴�　日時

　　　平成30年11月27日（火）

　　　午前８時30分から正午まで及び午後１時から

　　　午後５時15分まで

　⑵�　場所

　　　３⑴に同じ
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　⑶�　入札説明書の交付

　　�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付の際に併

せて、無償で入札説明書を交付します。

　　�　また、入札説明書は３⑴の場所において平成30年

11月12日（月）から平成30年11月21日（水）まで縦

覧に供します（土曜日、日曜日を除く、毎日午前８

時30分から正午まで及び午後１時から午後５時15分

まで）。

５�　仕様に関する問い合わせ先

　⑴�　３⑴に同じ

　⑵�　質問受付期間は、平成30年11月27日（火）から平

成30年11月30日（金）までとします（毎日午前８時

30分から正午まで及び午後１時から午後５時15分ま

で）。質問については、入札説明書に添付の「質問

書」にてお願いします。（ＦＡＸ又は持参にてお願

いします。）また、ＦＡＸで質問する場合は、質問

書を送信した旨を担当まで御連絡ください。

　　�　なお、回答については平成30年12月６日（木）、

全社に文書（ＦＡＸ又は電子メール）にて送付しま

す。

６�　競争参加資格の喪失

　�　競争参加資格があると認められたものが、開札前に

上記２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、競争

入札参加資格を喪失します。

７�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　�　入札は、総額（税抜き）で行います。また、この

金額には契約期間内のサービス提供及びサービスの

導入に際して必要となる各種工事・設定・代行手続

等に係る一切の費用を含め見積るものとします。

　　�　なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額にこの金額の８％（消費税及び地方消費税）

に相当する額を加算した金額をもって落札価格とす

るので、入札者は見積った契約金額の108分の100に

相当する金額を入札書に記載してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　平成30年12月12日（水）　午後２時

　　イ�　場所　川崎市役所　第３庁舎　９階　開発室１

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶�　落札者は契約書２通を作成し、平成30年12月17日

（月）正午までに３⑴の場所に持参してください。

　⑷�　契約条項等の閲覧

　　�　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所において閲覧できます。

９�　その他

　⑴�　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵�　詳細は、入札説明書によります。

　⑶�　関連情報を入手するための窓口３⑴に同じ

税 公 告

川崎市税公告第218号

　配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきとこ

ろ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年

川崎市条例第26号）第10条の規定により公告します。

なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交付

します。

　　　平成30年10月22日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第219号

　差押書を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の

住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達するこ

とができないので、地方税法（昭和25年法律第226号）

第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎市条例第

26号）第10条の規定により公告します。

なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交付

します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────
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川崎市税公告第220号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第221号

　配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきとこ

ろ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年

川崎市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第222号

　配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきとこ

ろ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年

川崎市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第223号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月24日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第224号

　　　公売公告兼見積価額公告

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第225号

　　　公売公告兼見積価額公告

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第226号

　川崎市市税条例（昭和25年川崎市条例第26号。以下

「条例」という。）第10条の２第１項（災害等による期

限の延長）の規定に基づく平成30年川崎市税公告第164

号において、別途公告することとしている期日（地方税

法（昭和25年法律第226号）又は条例に基づく申告、申

請、請求その他書類の提出（審査請求に関するものを除

く。）又は納付若しくは納入（以下「申告等」という。）

に関する期限）については、次のとおりとします。

　　平成30年10月29日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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対象となる申告等の期限 指定する期日

１
平成30年７月５日から平成30年７月31日までの間に到来する固定資産税・都市計画税に係

る税額の納付の期限
平成30年11月30日

２
平成30年７月５日から平成30年８月31日までの間に到来する個人の市民税・県民税の普通

徴収に係る税額の納付の期限
平成30年11月30日

３
平成30年９月１日から平成30年11月30日までの間に到来する個人の市民税・県民税の普通

徴収に係る税額の納付の期限
平成31年１月４日

４
給与所得に係る個人の市民税・県民税の特別徴収税額の納入の期限

のうち右に掲げる期日に到来するもの

平成30年７月10日

平成30年12月10日

平成30年８月10日

平成30年９月10日

平成30年10月10日

平成30年11月12日

５ １の項から４の項までに掲げる期限以外の申告等の期限 平成30年11月30日

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市税公告第227号

　次の市税に係る督促状を別紙記載の方に送達すべきと

ころ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明の

ため送達することができないので、地方税法（昭和25年

法律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25

年川崎市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は、送達を受けるべき者の申出により

交付します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

年　度 税　目 期　別
この公告により滞納

処分に着手し得る日
件数・備考

平成29年度
市民税・県民税

（普通徴収）
第４期分 平成30年11月10日 計２件

平成30年度
市民税・県民税

（普通徴収）
第１期分 平成30年11月10日 計14件

平成30年度
市民税・県民税

（普通徴収）
７月随時分 平成30年11月10日 計91件

平成30年度
市民税・県民税

（普通徴収）
８月随時分 平成30年11月10日 計４件

平成30年度
市民税・県民税

（普通徴収）
第２期分 平成30年11月10日 計319件

平成30年度 軽自動車税 ７月随時分 平成30年11月10日 計１件

平成30年度

固定資産税

都市計画税

（土地・家屋）

第１期分 平成30年11月10日 計１件

平成30年度

固定資産税

都市計画税

（土地・家屋）

第２期分 平成30年11月10日 計１件

（別紙省略）
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上 下 水 道 局 告 示

川崎市上下水道局告示第53号

　　　川崎市排水設備指定工事店の更新について

　川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平

成22年川崎市水道局規程第64号）第９条の規定に基づ

き、川崎市排水設備指定工事店として指定を更新したの

で、同規程第12条第１号の規定により告示します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　指定有効期間

　　平成30年11月１日から

　　平成35年10月31日まで

２�　指定工事店

　　指 定 番 号　911

　　商号又は名称　長瀬管工事有限会社

　　営業所所在地　横浜市泉区中田西４丁目21番７号

　　代表者氏名　長瀬　優二

　　指 定 番 号　912

　　商号又は名称　丸山設備

　　営業所所在地　相模原市中央区上矢部１－14－８

　　　　　　　　　�レオパレス グランシャリオⅡ 104

　　代表者氏名　丸山　明孝

　　指 定 番 号　914

　　商号又は名称　ライズ

　　営業所所在地　横浜市神奈川区菅田町183番地２

　　　　　　　　　竹井テラスハウス

　　代表者氏名　橋本　哲也

　　指 定 番 号　915

　　商号又は名称　株式会社森住興業

　　営業所所在地　相模原市緑区川尻4149番地４

　　代表者氏名　　森住　大輔

　　指 定 番 号　917

　　商号又は名称　伊佐設備工業株式会社

　　営業所所在地　相模原市中央区田名5941番地１

　　代表者氏名　金井　光夫

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第54号

　　　川崎市排水設備指定工事店の指定について

　川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平

成22年川崎市水道局規程第64号）第５条の規定に基づ

き、川崎市排水設備指定工事店として指定したので、同

規程第12条第１号の規定により告示します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　指定有効期間

　　平成30年11月１日から

　　平成35年10月31日まで

２�　指定工事店

　　指定番号　　　1069

　　商号又は名称　株式会社平野水道

　　営業所所在地　神奈川県横須賀市吉井４丁目６番10号

　　代表者氏名　　平野　浩一

　　指定番号　　　1070

　　商号又は名称　宮本管機株式会社

　　営業所所在地　横浜市都筑区南山田２丁目36番16号

　　代表者氏名　　宮本　誠一

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第55号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第４条の規定に基づき、

川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者として次の者

を指定したので、同規程第８条第１号の規定により告示

します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　指 定 番 号　第1631号

　　氏名又は名称　岩川設備

　　住　　　　所　相模原市中央区中央１丁目11番13号

　　代表者氏名　岩川　真之介

　　指定年月日　平成30年10月29日

２�　指 定 番 号　第1632号

　　氏名又は名称　株式会社三恊

　　住　　　　所　横浜市西区平沼２丁目７番23号

　　代表者氏名　石井　康雄

　　指定年月日　平成30年10月29日

３�　指 定 番 号　第1633号

　　氏名又は名称　岩崎設備

　　住　　　　所　横浜市磯子区森５丁目23番40号

　　　　　　　　　岩崎荘202号

　　代表者氏名　岩﨑　伸幸

　　指定年月日　平成30年10月29日

４�　指 定 番 号　第1634号

　　氏名又は名称　槻舘設備

　　住　　　　所　相模原市南区相武台１丁目12番９号

　　代表者氏名　槻舘　雄太
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　　指定年月日　平成30年10月29日

５�　指 定 番 号　第1635号

　　氏名又は名称　さくま住設工業

　　住　　　　所　横浜市都筑区早渕１丁目11番28号

　　代表者氏名　佐久間　優行

　　指定年月日　平成30年10月29日

６�　指 定 番 号　第1636号

　　氏名又は名称　株式会社小野塚設備

　　住　　　　所　川崎市宮前区馬絹５丁目１番24号

　　代表者氏名　小野塚　諭

　　指定年月日　平成30年10月29日

７�　指 定 番 号　第1637号

　　氏名又は名称　株式会社上栄工業

　　住　　　　所　東京都大田区矢口２丁目23番15号

　　代表者氏名　上村　栄生

　　指定年月日　平成30年10月29日

８�　指 定 番 号　第1638号

　　氏名又は名称　有限会社広川工業　宮城支店

　　住　　　　所　仙台市太白区袋原３丁目７番75号

　　代表者氏名　廣川　八潮

　　指定年月日　平成30年10月29日

９�　指 定 番 号　第1639号

　　氏名又は名称　株式会社クリスト

　　住　　　　所　横浜市緑区白山１丁目３番１－805号

　　代表者氏名　小柳　吉弘

　　指定年月日　平成30年10月29日

10　指 定 番 号　第1640号

　　氏名又は名称　栄和設備

　　住　　　　所　�横浜市鶴見区鶴見中央４丁目31番２

－403号

　　代表者氏名　石川　栄二

　　指定年月日　平成30年10月29日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第56号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定事項の変更について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第５条の規定に基づく届

け出があり、次の指定給水装置工事事業者の指定事項の

変更を行いましたので告示します。

　　平成30年10月29日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　指定番号　第383号

　　氏名又は名称　大成興業株式会社

　　住　　　　所　横浜市金沢区福浦１丁目14番10

　　代表者氏名　（新）長岡　幸宜

　　　　　　　　　（旧）渡辺　正道

　　変更年月日　平成30年６月11日

２�　指 定 番 号 　第475号

　　氏名又は名称　日本プラミング株式会社

　　住　　　　所　（新）�相模原市緑区谷ケ原２丁目10

番４号

　　　　　　　　　（旧）�相模原市緑区久保沢３丁目２

番７号

　　代表者氏名　杉嵜　文俊

　　変更年月日　平成30年９月１日

３�　指 定 番 号　第886号

　　氏名又は名称　株式会社ジョブリアース

　　住　　　　所　（新）相模原市緑区長竹2659番地１

　　　　　　　　　（旧）�相模原市中央区上溝３丁目６

番35号

　　代表者氏名　八木　伸生

　　変更年月日　平成30年９月25日

４�　指定番号　第1410号

　　氏名又は名称　新生設計

　　住　　　　所　（新）�横浜市瀬谷区宮沢２丁目29番

地６

　　　　　　　　　（旧）�横浜市瀬谷区二ツ橋町210番

地１米山ビル201

　　代表者氏名　岡戸　京子

　　変更年月日　平成30年９月１日

５�　指定番号　第1450号

　　氏名又は名称　ＳＴＬ森山建設株式会社

　　住　　　　所　（新）�横浜市保土ケ谷区天王町１丁

目６番地の４ナカムラビル４

階

　　　　　　　　　（旧）�横浜市神奈川区神大寺１丁目

16番９号

　　代表者氏名　森山　政明

　　変更年月日　平成30年８月２日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第57号

　　　公共下水道の供用開始及び下水道の処理の

　　　開始について

　公共下水道の供用及び下水の処理の開始について、下

水道法（昭和33年法律第79号）第９条の規定により、次

のとおり告示します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１�　公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日

　　平成30年10月31日
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２�　終末処理場の位置及び名称

　⑴�　川崎区塩浜３丁目17番１号　入江崎水処理センター

　⑵�　幸区南加瀬４丁目40番22号　加瀬水処理センター

　⑶�　中原区宮内３丁目22番１号　等々力水処理センター

　⑷�　麻生区上麻生６丁目15番１号麻生水処理センター

３�　排除施設の方法

　⑴�　合流式

　⑵�　分流式

４�　下水を排除及び処理する区域

　⑴�　合流式（入江崎水処理センター）

　　川崎区殿町３丁目の一部

　　幸区幸町３丁目の一部

　　幸区戸手４丁目の一部

　⑵�　分流式（加瀬水処理センター）

　　高津区蟹ケ谷の一部

　⑶�　分流式（等々力水処理センタ－）

　　宮前区鷺沼４丁目の一部

　　宮前区東有馬１丁目の一部

　　宮前区東有馬２丁目の一部

　　宮前区野川の一部

　　宮前区犬蔵２丁目の一部

　　宮前区水沢２丁目の一部

　　多摩区菅１丁目の一部

　　多摩区菅馬場４丁目の一部

　　多摩区中野島１丁目の一部

　　多摩区登戸の一部

　　多摩区長沢１丁目の一部

　　多摩区枡形６丁目の一部

　　麻生区高石５丁目の一部

　⑷�　分流式（麻生水処理センタ－）

　　麻生区古沢の一部

　　麻生区片平の一部

　　麻生区片平２丁目の一部

　　麻生区片平３丁目の一部

　　麻生区上麻生５丁目の一部

　　麻生区上麻生６丁目の一部

　　麻生区王禅寺西３丁目の一部

５�　縦覧

　⑴�　開始日時

　　平成30年10月31日

　⑵�　場所

　　川崎市上下水道局南部下水道事務所

　　川崎市上下水道局中部下水道事務所

　　川崎市上下水道局下水道部西部下水道管理事務所

　　川崎市上下水道局下水道部北部下水道管理事務所

上 下 水 道 局 広 告

川崎市上下水道局公告第82号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

競争入札に

付する事項

件　　 名 ガスクロマトグラフトリプル四重極型質量分析装置一式

履行場所 川崎市多摩区三田５－１－１�　水道水質課

履行期限 平成31年２月28日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　入札期日において、平成29・30年度川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「計

測機器・光理化学機器」、種目「分析機器」に登載されていること。かつ、ランク「Ａ」又は「Ｂ」

の等級に格付けされていること。

⑷�　この購入（製造）物品及び数量について、仕様書の内容を遵守し、当該物品を確実に納入する

ことができること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階）

電話　044－200－2091

入札日時等 平成30年11月20日　午前10時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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川崎市上下水道局公告第83号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度入江崎総合スラッジセンター脱臭設備点検整備業務委託

履行場所 川崎市川崎区塩浜３－24－12

履行期限 契約の日から平成31年３月８日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設

備保守点検」に登載されている者。

　⑷�　平成15年４月１日以降に下水道施設における脱臭設備点検整備業務（脱臭剤交換業務を含む）

又は脱臭設備製作・据付業務（脱臭剤納入を含む）の元請履行完了実績を有すること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月６日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

・�　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委

託契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度等々力水処理センター脱臭設備点検整備業務委託

履行場所 川崎市中原区宮内３－22－１

履行期限 契約の日から平成31年３月８日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設備

保守点検」に登載されている者。

⑷�　平成15年４月１日以降に下水道施設における脱臭設備点検整備業務（脱臭剤交換業務を含む）

又は脱臭設備製作・据付業務（脱臭剤納入を含む）の元請履行完了実績を有すること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月６日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。
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そ　の　他

・　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

・�　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委

託契約（公契約）に該当します。

　　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　�　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報か

わさき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　鷺沼配水所ほか18箇所　流量計計測設備保守点検委託

履行場所 川崎市宮前区土橋３－１－１（鷺沼配水所内）ほか18箇所

履行期限 契約の日から平成31年３月22日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設備

保守点検」に登載されている者。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月６日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　既設汚泥圧送管内面調査業務委託

履行場所 川崎市川崎区、幸区地内　ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「下水管きょテレ

ビカメラ調査」に登載されている者。

⑷�　産業洗浄技能士（高圧洗浄作業）及び酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の資格を有する者を

配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月６日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市上下水道局公告第84号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市上下水道事業管理者　　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 蟹ヶ谷仮排水所№１ポンプ取替その他工事

履行場所 川崎市高津区蟹ヶ谷339地先ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「機械器具設置」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月７日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　生田浄水場　工水送水ポンプ修理工事

履行場所 川崎市多摩区生田１－１－１（生田浄水場内）

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「水処理施設」で登録され

ている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「機械器具設置」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月７日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免
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契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 麻生水処理センター場内整備その４工事

履行場所 川崎市麻生区上麻生６－15－１

履行期限 契約の日から平成31年２月１日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「とび・土工」種目「その他のとび」

で登録されている者。

　⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　⑻�　とび・土工工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　⑼�　主任技術者（業種「とび・土工」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月７日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 下作延４丁目300mm－100mm配水管布設替工事

履行場所
自：高津区下作延７－２－５ 先

至：高津区下作延４－７－１ 先　ほか４件

履行期限 契約の日から265日間

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「水道施設」種目「配水施設」ランク「Ａ」

で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イの「災害時に

おける本市との協力体制」に登録があること。

　�　ただし、現在未登録でこの入札に参加を希望する者は、主観評価項目変更登録申請を入札参加

申込締切日の前日までに行ってください。
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参 加 資 格

　�　なお、開札日の前日までに主観評価項目変更登録が完了していない場合は、事後審査で入札参

加資格が無いものとして入札が無効となります。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　水道施設工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負

代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓

約書」を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「水道施設」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただ

し、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を

下回り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、本案

件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要しま

せん。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月12日　午後１時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第85号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市上下水道事業管理者　　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度加瀬水処理センターほか脱臭設備点検整備業務委託

履行場所 川崎市幸区南加瀬４－40－22ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月８日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設備

保守点検」に登載されている者。

⑷�　平成15年４月１日以降に下水道施設における脱臭設備点検整備業務（脱臭剤交換業務を含む）

又は脱臭設備製作・据付業務（脱臭剤納入を含む）の元請履行完了実績を有すること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月13日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。
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（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　多摩区下水枝線実施設計委託第10号

履行場所 川崎市多摩区地内

履行期限 契約の日から平成31年５月31日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「建設コンサルタント」、種目「下水道部

門」に登載されていること。

⑷�　平成25年４月１日以降に契約した、下水道管きょの実施設計（耐震設計レベル１を含む）委託

業務の元請としての履行完了実績を有し、当該実績をＴＥＣＲＩＳにより確認できること。

⑸�　次の要件を満たす者を配置できること。なお、下記イ及びウは兼務できません。

　ア�　総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）の資格を有する者

　イ�　業務責任者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又は下水道法に規定された資格のいずれかを有する者

　ウ�　照査技術者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又はＲＣＣＭ（下水道）のいずれかを有する者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月13日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第86号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市上下水道事業管理者　　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 入江崎水処理センター改築電気その11工事

履行場所 川崎市川崎区塩浜３－17－１

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｃ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　電気工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「電気」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100
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入札日時等 平成30年11月14日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 入江崎余熱利用プール昇降機設備工事

履行場所 川崎市川崎区塩浜３－24－12

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「昇降機設置」で登録され

ている者。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑺�　主任技術者（業種「機械器具設置」）を配置できること。

⑻�　川崎市発注の昇降機設備の製作及び据付工事の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以

降に有すること（修理及び整備工事は除く。）。

　�　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月14日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第87号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市上下水道事業管理者　　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　長沢浄水場　非常用自家発電設備保守点検委託

履行場所 川崎市多摩区三田５－１－１（長沢浄水場内）

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「電気・機械設備

保守点検」に登載されている者。

⑷�　平成15年４月１日以降に、水道施設又は工業用水道施設における発電容量200ｋＶＡ以上の非常

用自家発電設備の点検業務委託の履行完了実績を有すること。
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契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月20日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　川崎区下水幹線実施設計委託第11号

履行場所 川崎市川崎区地内

履行期限 契約の日から平成31年11月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「建設コンサルタント」、種目「下水道部

門」に登載されていること。

⑷�　平成20年４月１日以降に契約した、下水道管きょのシールド工法に係る実施設計（耐震実施設

計レベル１・２を含む）委託業務の元請としての履行完了実績を有し、当該実績をＴＥＣＲＩＳ

により確認できること。

⑸�　次の要件を満たす者を配置できること。なお、下記オ及びカは兼務できません。

　ア�　総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）の資格を有する者

　イ�　建設部門技術士（鋼構造及びコンクリート）又はＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート）の資

格を有する者

　ウ�　建設部門技術士（トンネル）又はＲＣＣＭ（トンネル）の資格を有する者

　エ�　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の資格を有する者

　オ�　業務責任者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又は下水道法に規定された資格のいずれかを有する者

　カ�　照査技術者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又はＲＣＣＭ（下水道）のいずれかを有する者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月20日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　登戸１号・４号雨水幹線改良実施設計委託第９号

履行場所 川崎市多摩区地内ほか

履行期限 契約の日から平成31年７月31日まで



（第1,758号）平成30年(2018年)11月12日 川 崎 市 公 報

－3070－

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「建設コンサルタント」、種目「下水道部

門」に登載されていること。

⑷�　平成25年４月１日以降に契約した、次のすべての委託業務の元請としての履行完了実績を有し、

当該実績をＴＥＣＲＩＳにより確認できること。

　ア�　下水道管きょの開削工法（内径1200mm未満）に係る詳細設計（耐震実施設計レベル１を含む）

　イ�　下水道管路施設の特殊マンホール（小規模又は大規模）に係る詳細設計（耐震実施設計レベ

ル１・２を含む）

⑸�　次の要件を満たす者を配置できること。なお、下記ウ及びエは兼務できません。

　ア�　総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）の資格を有する者

　イ�　建設部門技術士（鋼構造及びコンクリート）又はＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート部門）

の資格を有する者

　ウ�　業務責任者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又は下水道法に規定された資格のいずれかを有する者

　エ�　照査技術者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又はＲＣＣＭ（下水道）のいずれかを有する者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月20日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度　私道共同排水設備調査委託

履行場所 川崎市全区

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　平成29・30年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「測量」、種目「航空測量」及び「建設コ

ンサルタント」、種目「下水道部門」に登載されていること。

⑷�　平成25年度以降に下水道台帳及び指定道路図に関する業務の元請履行完了実績を有すること。

⑸�　次の要件を満たす者を配置できること。なお、ア及びイの兼務はできません。

　ア�　業務責任者は、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）又は上下水道部門技術士（下

水道）の資格を有する者とし、かつ空間情報総括監理技術者の資格を有する者

　イ�　照査技術者は、空間情報総括監理技術者の資格を有する者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 平成30年11月20日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要
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入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第88号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 入江崎余熱利用プール便所改良ほか工事

履行場所 川崎市川崎区塩浜３－24－12

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

　⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

　⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

　⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「建築」種目「一般建築」ランク「Ｃ」

で登録されている者。

　⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小

企業者であること。

　⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

　⑻�　建築工事業に係る建設業の許可を受けていること。

　⑼�　主任技術者（業種「建築」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月21日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 観音川ポンプ場建設機械その15工事

履行場所 川崎市川崎区塩浜２－24－９

履行期限 契約の日から平成32年３月13日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」で登録されている者。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。

⑺�　監理技術者資格者証（業種「機械器具設置」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。

　�　なお、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可

能である場合は、本工事のみの専任配置を求めません。
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参 加 資 格

　�　また、契約後は建設業法に抵触しない範囲で、工事担当局と協議の上、技術者を変更すること

ができます。

⑻�　計画汚水量0.4㎥／秒以上の下水道施設における、沈砂池設備の製作及び据付工事の完工実績

（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有すること（修理及び整備工事は除く。）。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月28日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 千年地区下水枝線第６号工事

履行場所 川崎市高津区千年地内

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月21日　午後１時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 平成30年度汚泥圧送管空気弁等取替工事

履行場所 川崎市多摩区、川崎区地内ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月29日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。
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参 加 資 格

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻�　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑼�　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

⑽�　国及び地方公共団体等（法人税法別表第一、建設業法施行規則第十八条に定める法人）が発注

した工事で、平成15年４月１日以降に、水道施設における配水管布設替工事の元請としての完工

実績を有すること。なお、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であ

ること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 平成30年11月21日　午後１時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 渋川雨水貯留管蓄電池取替その他工事

履行場所 川崎市幸区矢上４－１ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている者。

⑸�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「電気」ランク「Ｂ」で登録されている者。

⑹�　平成29・30年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イの「災害時に

おける本市との協力体制」に登録があること。

　�　ただし、現在未登録でこの入札に参加を希望する者は、主観評価項目変更登録申請を入札参加

申込締切日の前日までに行ってください。

　�　なお、開札日の前日までに主観評価項目変更登録が完了していない場合は、事後審査で入札参

加資格が無いものとして入札が無効となります。

⑺�　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼�　電気工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。

⑽�　監理技術者資格者証（業種「電気」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。また、本案件の

請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合は専任を要しません。
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契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月21日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 加瀬水処理センター№２発電機用エンジン整備その他工事

履行場所 川崎市幸区南加瀬４－40－22ほか

履行期限 契約の日から平成31年３月15日まで

参 加 資 格

⑴�　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶�　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷�　平成29・30年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」で登録されている者。

⑸�　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹�　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑺�　主任技術者（業種「機械器具設置」）を専任で配置できること。

　�　ただし、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合

は専任を要しません。

⑻�　上下水道施設において、ポンプ設備に係るエンジンの分解整備工事又は自家発電設備に係るエ

ンジンの分解整備工事の完工実績（元請に限る。）を平成15年４月１日以降に有すること（修理及

び整備工事は除く。）。

　　ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2100

入札日時等 平成30年11月21日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

交 通 局 規 程

川崎市交通局規程第10号

　川崎市貸切自動車条例施行規程の一部を改正する規程

を次のように定める。

　　平成30年10月31日

� 川崎市交通事業管理者　　　　

� 交通局長　邉　見　洋　之　　

　　　川崎市貸切自動車条例施行規程の一部を改

　　　正する規程

　川崎市貸切自動車条例施行規程（平成17年交通局規程

第３号）の一部を次のように改正する。

　別記様式を次のように改める。
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 担 任 係 長 課 長 運行管理 副所長 所 長

       

(貸切バス)運送申込書/運送引受書・乗車券 

※申込者は、太線内をご記入願います。 申込日：    年 月 日 

申込者 

氏名・

名称 

印 電話： － － 

(担当者名) ＦＡＸ： － － 

住所 
 Ｅ−mail： 

 緊急連絡先： － － 

契約
責任者 

氏名・

名称 

印 電話： － － 

旅客の団体の名称： (担当者名) ＦＡＸ： － － 

住所 
 Ｅ−mail： 

 緊急連絡先： － － 

運送を

引受け

る者  

氏名・

名称 
 電話： － － 

(担当者名) ＦＡＸ： － － 

住所 
 Ｅ−mail： 

 緊急連絡先： － － 

事業 

許可 

平成１７年１月２０日 関自旅ー第１２８７号 

営業区域：神奈川県 

任意保険・共

済 

 
申込乗車人員 人 

乗車定員別又は

車種別の車両数

大型車 中型車 

両 両 

配車日時 
月 日( ) 

： 

配車場所 
 

地図： 有 ・ 無

対人 無制限

対物 500万
円 

旅行の日程 

 
月日 発地 

発車 
時刻 

主な経由地
到着

時刻
着地 

宿泊

場所

待機

時間

乗務員の休憩 
備考 

地点 時間 

① /  ：  ：   ：  ：  

② /  ：  ：   ：  ：  

③ /  ：  ：   ：  ：  

うち、旅客が乗車しない区間： ( )営業所車庫 

交替運転者 
有 無 交替の地点 （ ）

無の場合の理由：昼間短距離 ・ その他( )

【運行開始日時】 

月 日( ) 

【運行終了日時】

月 日( )
車掌(ガイド) 有 無 交替の地点 （ ） ： ： 

運賃及び料金の支払方法 
銀行振込 

支払期日：       年 月 日 

【走行距離】 

総 km 

【走行時間】

総 時間 分

適用を受けようとする割引 

□学校団体割引 □障害者施設団体割引 実車 km 実車 時間 分

□その他( 割引) 

 

※一般貸切旅客自動車運送事業標準運送約款5条2項に規定する所定の証明書を添付 

運賃 円 

(上限額： 円、下限額： 円)

料金 円 

特約事項 
 

(上限額： 円、下限額： 円)
(料金の種類： ) 

消費税 円 

備考 
フロント表示名 ( )

請求書あて名 ( )

実費(税込) 円 
（実費の詳細： ） 

合計請求金額 円 

※運賃・料金は、需要の季節変動に応じて、上限額・下限額の幅の中で決定されるものです。このうち、下限額は運送に必要な費用から求められる
基準額から１０％（本来賄われるべき一般管理費と営業外費用相当）を割り引いた額であり、年間を通じて適用されるべきものではありません。 

上記のとおり運送を引受けます。 

年 月 日

別記様式 
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配車場所の地図 

 

 

備考欄(※記入スペースが必要な場合に使用) 
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附　則

（施行期日）

１�　この規程は、平成30年11月１日から施行する。

（経過措置）

２�　改正後の規程の規定は、この規程の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に提出する運送申込書につ

いて適用し、施行日前に提出する運送申込書について

は、なお従前の例による。

交 通 局 広 告

川崎市交通局公告第61号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市交通事業管理者　　　　

� 交通局長　邉　見　洋　之　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　川崎市交通局ベンチ設置

　⑵�　履行場所

　　　交通局指定場所

　⑶�　履行期限

　　　平成31年３月１日まで

　⑷�　調達案件の特質等

　　　仕様書のとおり

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成29・30年度川崎市【製造の請負・物件の供給

等】有資格業者名簿に、業種「家具・装飾」のラン

ク「Ａ」又は「Ｂ」で登録されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　仕様書による内容を遵守し、当該物品を確実に納

入することが可能であること。

３�　一般競争入札参加に必要な手続

　�　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴�　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　森

　　　電話　044－200－3228

　⑵�　提出期間

　　�　平成30年10月25日から平成30年11月１日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明書の入手方法

　�　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※�　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５�　一般競争入札参加資格確認の通知

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を平成30年11月８日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６�　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部管理課　施設担当　石渡

　　電話　044－200－3224

７�　一般競争入札参加資格の喪失

　�　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴�　２に定める入札参加資格を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　�　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載

してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　平成30年11月15日　午前10時00分

　　イ�　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷�　入札保証金

　　　免除

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。ただ

し、著しく低価格の場合は、調査を行うことがあり

ます。

　⑹�　入札の無効

　　�　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。
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９�　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵�　契約書作成の要否

　　�　必要

10　その他

　⑴�　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵�　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶�　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第62号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市交通事業管理者　　　　

� 交通局長　邉　見　洋　之　　

１�　一般競争入札に付する事項

　⑴�　件名

　　　二面式バス停留所標識設置

　⑵�　履行場所

　　　交通局指定場所

　⑶�　履行期限

　　　平成31年３月１日まで

　⑷�　調達案件の特質等

　　　仕様書のとおり

２�　一般競争入札参加資格

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴�　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵�　平成29・30年度川崎市【製造の請負・物件の供給

等】有資格業者名簿に、業種「看板・標識」で登録

されていること。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　仕様書による内容を遵守し、当該物品を確実に納

入することが可能であること。

３�　一般競争入札参加に必要な手続

　�　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴�　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　森

　　　電話　044－200－3228

　⑵�　提出期間

　　�　平成30年10月25日から平成30年11月１日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　入札説明書の入手方法

　�　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※�　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５�　一般競争入札参加資格確認の通知

　�　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を平成30年11月８日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６�　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部管理課　施設担当　石渡

　　電話　044－200－3224

７�　一般競争入札参加資格の喪失

　�　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴�　２に定める入札参加資格を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８�　入札の手続等

　⑴�　入札方法

　　�　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載

してください。

　⑵�　入札・開札の日時及び場所

　　ア�　日時　平成30年11月15日　午前11時00分

　　イ�　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶�　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷�　入札保証金

　　　免除

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
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て有効な入札を行った者を落札者とします。ただ

し、著しく低価格の場合は、調査を行うことがあり

ます。

　⑹�　入札の無効

　　�　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９�　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴�　契約保証金

　　�　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵�　契約書作成の要否

　　�　必要

10　その他

　⑴�　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵�　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶�　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

病 院 局 広 告

川崎市病院局公告第43号

　　　入　札　公　告

　物品調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　平成30年10月25日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　総則

　⑴�　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　�　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵�　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに物品調達に関する仕様書は、病院局契約担

当の窓口で縦覧できるほか、インターネットにおい

て、病院局入札情報のページで閲覧することができ

ます。

　　�（http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

　⑶�　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷�　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア�　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受け付けます。

　　イ�　本書において「名簿」とは、「平成29・30年度

川崎市製造の請負、物件の買入れ等有資格業者名

簿」をいいます。競争参加者は、別紙の案件ごと

に定められた競争参加資格のほか、次の全ての条

件を満たす必要があります。

　　　（ア�）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　　（イ�）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱

による指名停止期間中ではないこと。

　　　（ウ�）法令等に従い、本件契約を確実に履行する

資格及び能力を有すること。

　　　（エ�）本書に定める各種書面の提出、現場説明会

への出席等の競争参加者の義務を誠実に履行

すること。

　　ウ�　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ�　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸�　仕様等に関する問合せの方法について

　　�　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受け付

けます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口

に回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入

札情報のページにも掲載を行います。

　⑹�　入札及び開札について

　　ア�　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　�　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９�　川崎御幸ビル７階）

　　イ�　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　�　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ�　入札保証金は免除します。

　　エ�　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契
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約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　�　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ�　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺�　契約の締結について

　　�　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア�　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ�　契約書の作成を必要とします。

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院で使用する輸液ポンプの調達

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

（案件２）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院で使用する人工呼吸器（ＭＥセンター）の調達

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。
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（案件３）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院で使用する人工呼吸器（集中治療部）の調達

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

（案件４）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院で使用する多用途血液浄化装置の調達

履行場所 川崎市川崎区新川通12－１（川崎市立川崎病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

（案件５）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院で使用する多用途透析用監視装置の調達

履行場所 川崎市中原区井田２－27－１�　（川崎市立井田病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。
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（案件６）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院で使用する整形外科パワーツールの調達

履行場所 川崎市中原区井田２－27－１�　（川崎市立井田病院）

履行期限 契約締結日から平成31年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業　種　「医療機器」

種　目　「医療機器」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。

競争参加の申込 平成30年10月25日から平成30年11月１日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入 札 及 び 開 札
日 時 平成30年11月８日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９�　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市病院局公告44号

　　　公募型プロポーザル実施の公告

　川崎市立川崎病院駐車場借受者の選定に関する公募型

プロポーザル実施について次のとおり公告します。

　　平成30年10月30日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　名称

　�　川崎市立川崎病院駐車場借受者の選定に関する公募

型プロポーザル

２�　概要

　�　川崎市立川崎病院駐車場借受者の公募型プロポーザ

ルによる選定を実施します。

　⑴�　貸付物件

　　ア�　名　　称　川崎市立川崎病院駐車場

　　イ�　所 在 地　川崎市川崎区新川通12番１号

　　ウ�　区　　分　土地

　　エ�　貸付場所�　川崎市立川崎病院駐車場借受者公募

要項の別紙⑴図面①の部分を参照

　⑵�　貸付期間

　　　平成31年４月１日から平成36年３月31日まで

　⑶�　特記事項

　　　最優秀提案者と契約を締結します。

３�　プロポーザル参加の資格

　⑴�　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167

条の４第１項の規定に該当しないこと。

　⑵�　川崎市病院局契約規程（平成17年川崎市病院局規

程第39号）第２条の規定に基づく資格停止期間中で

ないこと。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　国税又は市税の未納がないこと。

　⑸�　借受者自らが貸付物件を自動車の時間貸駐車場施

設として、貸付期間中継続して営業・運営する事業

（以下「駐車場事業」という。）を行う資力、能力

等を有する法人であること。

　⑹�　病院における駐車場管理運営実績を有し、かつ現

在も継続していること。

　⑺�　24時間365日駐車場で発生するトラブル等に対応

できる体制（コールセンター等）を確保しているこ

と。

　⑻�　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に

規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団

経営支配人等又は同条第７号に規定する暴力団員等

と密接な関係を有すると認められる者でないこと。

　⑼�　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例

第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反して

いる者でないこと。

　⑽�　委託契約その他の契約を締結するに当たり、相手

方が前２号のいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結していないこと。

４�　担当部課

　　川崎市立川崎病院事務局庶務課

５�　プロポーザル参加意向申出書の提出期限、提出先及

び提出方法

　⑴�　提出期間：平成30年10月30日（火）から11月９日

（金）15時まで

　　（日曜日及び土曜日を除く。）

　　（受付時間　８：30～ 12：00、13：00～ 17：00）

　⑵�　提出場所：川崎市立川崎病院事務局庶務課
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　⑶�　提出方法：持参

　⑷�　そ の 他：�プロポーザル参加意向申出書の提出時

点において、川崎市業務委託有資格名

簿の業種「警備（駐車場管理）」「施設

維持管理（その他の施設維持管理）」

「その他業務（その他）」のいずれか

について登録がない者は、別表１の書

類を提出してください。

６�　プロポーザル関係書類提出要請書の交付時期、場所

及び方法

　�　プロポーザル参加意向申出書を提出した者のうち、

前述「３　プロポーザル参加の資格」に適合した者に、

プロポーザル関係書類提出要請書を交付します。

　⑴�　交付時期：平成30年11月19日（月）頃

　⑵�　交付方法：電子メールにより送付します。

７�　提案書の提出期限、場所及び方法

　�　プロポーザル関係書類提出要請書の交付を受けた者

は、次のとおり提案書等を提出してください。

　⑴�　提出期限：平成30年11月28日（水）まで

　　　　　　　　�（受付時間　８：30～ 12：00、13：00

～ 17：00）

　⑵�　提出場所：川崎市立川崎病院事務局庶務課

　⑶�　提出方法：持参

　⑷�　提出書類と部数

【別表１�　未登録者の提出書類一覧】

書類の区分 必　要　書　類 部　　数

１�　表紙（鑑） ・プロポーザル参加意向申出書（様式⑴）

※　応募申込書に押印する印影について

　�　応募申込みは、法人の資格で行っていただきます。したがって、印影も法

務局にて発行される法人の印鑑証明書（３②）と同一であることが必要で

す。たとえ法人の代表者であっても、個人の印影（居住地の市区町村役場発

行の「印鑑登録証明書」の印影）は無効となりますので御注意ください。

※　証明書等の書類について

　�　下記により提出いただく「商業登記簿」、「印鑑証明書」、「納税証明書」は、

いずれも発行後３か月以内の原本を１部と写しを指定部数提出していただ

きます。

原本１部、

写し11部

２�　川崎市暴力団排除

条例に関する書類

川崎市暴力団排除条例に係る誓約書（様式⑶） 原本１部、

写し11部

３�　事業者の概要等 ①　商業登記簿（履歴事項全部証明書）

②　印鑑証明書

③　事業者の概要

・企業理念（経営方針）

・ＣＳＲへの取組み

・事業経歴

・創立（創業）年月日

・資本金（出資総額）

・�事業内容（事業種目、取扱品目・サービス及び年間取扱高、事業所、所在地

及び従業員数、主な取引先、時間貸駐車場の管理運営箇所数等）

原本１部、

写し11部

４�　財務諸表

　�（有価証券報告書又

は決算書）

・　財務諸表（写し・直前決算３年間分）

損益計算書、貸借対照表、株主資本等変動計算書（利益処分計算書）について

法人名を明記して提出

12部

５�　納税証明書 ①　国税の納税証明書

　�　（その３の３「法人税」及び「消費税及地方消費税」の未納税額のない証

明用）

②　市税の納税証明書（川崎市内に本社又は事業所がある場合のみ）

　ア�　法人市民税

　　�　申込み時点において終了している事業年度のうち直近２年度分の納税

証明書（未納がないこと。）。

　イ�　固定資産税・都市計画税（償却資産を含む。）

　　　平成28年度及び平成29年度の納税証明書（未納がないこと。）。

原本１部、

写し11部
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　　ア�　表紙　　　　　原本１部、写し11部

　　イ�　事業計画書　　12部

　　ウ�　レイアウト図　12部

８�　手続において使用する言語及び通貨

　⑴�　言語：業務に必要な場合を除き、日本語を使用し

ます。

　⑵�　通貨：業務に必要な場合を除き、円を使用します。

９�　質問について

　�　質問がある場合は、質問書を提出することができま

す。また、質問書を提出できる者はプロポーザル参加

意向申出書提出者に限るものとします。

　⑴�　提出期間　平成30年10月30日（火）から11月９日

（金）15時まで

　⑵�　提出先　　川崎市立川崎病院事務局庶務課

　⑶�　提出方法　電子メール（宛先電子メールアドレス

　83kawsyo@city.kawasaki.jp）

　⑷�　質問への回答

　　�　平成30年11月16日（金）17時までに、提出された

質問内容と回答をまとめた回答書を、辞退者を除く

プロポーザル関係書類提出要請書の交付をした者全

員にメールで送付します。

10　提案会について

　�　提出された提案書の内容に基づく提案会を次のとお

り実施します。

　⑴�　開催日時

　　�　平成30年12月10日（月）から12日（水）のうち当

院が指定する時間

　　�※　各参加者の時間割りについては、参加者が確定

した後、速やかに通知します。

　⑵�　開催場所　川崎市立川崎病院会議室（川崎市川崎

区新川通12番１号）

　⑶�　持ち時間

　　�　質疑応答を含めて１社35分程度とします。企画提

案資料の説明を20分で行ってください。説明後、15

分程度質疑応答を行います。

　　�　なお、プロジェクター等機材の使用はできません

が、記載内容の全部又は一部を拡大したパネルやボ

ードを使用することは可能です。

　⑷�　出席者　各社４名以内

11　選定結果について

　�　選定後、１週間以内に、選定結果を応募者全員に文

書で通知します。なお、審査の経緯等に関する問合せ

には応じられません。

12　契約書作成の要否

　�　選定された最優秀提案者と仕様の細部や契約金額等

について協議し、協議が成立した場合には、当該貸付

に係る随意契約を締結し契約書を作成します。

13　その他

　⑴�　提案を辞退される場合について

　　�　諸般の事情により企画提案を辞退される場合は、

辞退届け（様式自由）を提出願います。

　⑵�　提案に関する費用

　　　提案者の負担とします。

　⑶�　問合わせ、各書類提出先

　　　〒210－0013

　　　川崎市川崎区新川通12番１号

　　　川崎市立川崎病院事務局庶務課

　　　電　話　044－233－5521

　　　ＦＡＸ　044－245－9600

　　　電子メールアドレス　83kawsyo@city.kawasaki.jp

　⑷�　公募に関する詳細情報掲載ＵＲＬ

　　　（川崎市病院局ホームページ　入札情報）

　　　�http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html

　　　───────────────────

川崎市病院局公告第45号

　川崎市立川崎病院における院内売店、レストラン及び

職員食堂等の運営事業者の公募について次のとおり公告

します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　公募する事項

　　選定に付す一時貸付物件は、次のとおりです。

　⑴�　件　　名　�川崎市立川崎病院院内売店、レストラ

ン及び職員食堂等の運営事業者の選定

　⑵�　履行場所　川崎市川崎区新川通12－１

　　　　　　　　川崎市立川崎病院

　⑶�　履行方法　行政財産使用許可

　　　　　　　　�（地方自治法第238条の４第７項、川

崎市病院局会計規程第91条）

　⑷�　履行期間

　　ア�　院内売店

　　　�　平成31年４月１日から平成32年３月31日までと

する。

　　イ�　レストラン及び職員食堂

　　　�　平成31年５月１日から平成32年３月31日までと

する。

　　ウ�　共通事項

　　　（ア�）１⑷ア及びイで定める許可期間満了前の審

査により特に問題が無く継続的な許可を与え

ることができると認められるときは、平成34

年３月31日までを限度として当該許可を更新

できるものとする。

　　　（イ�）川崎病院は平成34年４月に新棟増築の竣工

を予定しているが、竣工時期が変更となる場

合に限り、竣工までの間（最大で平成36年３



川 崎 市 公 報 （第1,758号）平成30年(2018年)11月12日

－3085－

月31日まで）、協議により許可を更新するこ

とができるものとする。

２�　公募参加資格

　�　次の条件を全て満たす方でなければ、公募に参加す

ることはできません。

　⑴�　許可内容を実行できる資力、信用、能力等を備え

ていること。

　⑵�　直近２年間に、許可病床数が500床以上の病院に

おいて24時間営業の売店の運営実績があり、かつ、

院内レストランの運営実績を有すること。ただし、

設置事業者側の一方的な都合により、履行義務の全

部又は一部を果たさなかったことが判明した場合

は、参加資格がないものとみなす。

　⑶�　不正及び不誠実な行動がないこと。

　⑷�　次の欠格要件に該当しないこと

　　ア�　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第

167条の４第１項の規定に該当する者

　　イ�　川崎市病院局契約規程（平成17年川崎市病院局

規程第39号）第２条の規定に基づく資格停止期間

中である者

　　ウ�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱によ

る指名停止期間中である者

　　エ�　国税、地方税の滞納がある者

　　オ�　川崎市病院局会計規程第94条の２第２項各号の

いずれかに該当する者

　　カ�　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関す

る法律（平成11年法律第147号）第５条第１項に

規定する観察処分を受けた団体に該当する者

　　キ�　地方自治法施行令第167条の４第１項及び第２

項の規定により入札参加の制限を受けている者

　　ク�　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき

更正手続開始の申立てをしている者又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開

始の申立てをしている者

　　ケ�　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（昭和23年法律第122号）第２条に規定する

風俗営業、接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業

及びこれらに類する業を営む者

　　コ�　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第

５号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３

号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する

暴力団経営支配人等又は同条第７号に規定する暴

力団員等と密接な関係を有すると認められる者

　　サ�　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条

例第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反

している者

　　シ�　委託契約その他の契約を締結するに当たり、相

手方が前２号のいずれかに該当することを知りな

がら、当該者と契約を締結している者

５�　公募参加申込書の受付

　�　この公募に参加を希望するものは、次により公募参

加申込書を提出してください。

　⑴�　配布場所　川崎市川崎区新川通12－１

　　　　　　　　川崎市立川崎病院事務局庶務課

　　　　　　　　電話　044－233－5521（代表）

　　※�　公募参加申込書等は川崎市立川崎病院ホームペ

ージからダウンロードできます。

　⑵�　受付期間　�平成30年11月12日（月）から平成30年

11月19日（月）まで（土曜日及び日曜

日を除く。）、受付時間は、午前９時00

から正午及び午後０時45分から午後４

時までとします。

６�　選定参加申込みに必要な書類

　�　選定参加申込みに必要な書類については、「川崎市

立川崎病院「院内売店、レストラン及び職員食堂等」

運営事業者の公募要項」を参照してください。

　　※�　「川崎市立川崎病院「院内売店、レストラン及

び職員食堂等」運営事業者の公募要項」は川崎市

立川崎病院ホームページからダウンロードできま

す。

７�　公募に関する問合せの方法について

　�　公募に関する問合せは、質問書により受付けます。

詳細は、募集要項をご覧ください。

８�　提案書の受付

　�　本件公募に係る提案書は次のとおり提出してくださ

い。

　⑴�　提出場所　上記５⑴に同じ

　⑵�　提出期間　平成30年12月12日（水）から平成30年

12月14日（金）まで、受付時間は、午前９時00から

正午及び午後０時45分から午後４時までとします。

　⑶�　提出方法　持参とします。

９�　提案書に係る説明会

　�　提出された提案書に係る説明会を次のとおり実施し

ます。

　⑴�　実施日時　平成30年12月18日（火）～ 20日（木）

の間で指定する日時

　⑵�　実施場所　川崎病院内

10　運営事業者の決定

　�　提出書類及び提案書説明会での内容を総合的に評価

し、運営事業者を１社選定します。

　�　審査結果は平成30年12月28日（金）までに提案者全

員に通知文書を発送します。

11　その他

　⑴�　事情により予告なく公募内容を変更し、又は取り

止める場合等があります。

　⑵�　詳細は募集要項によります。
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　　�　公募要項（参加申込書、様式類を含む）、仕様書

等は川崎市立川崎病院ホームページからダウンロー

ドできます。

　⑶�　この公告に関する問い合わせ先は、以下のとおり

です。

　　　〒210－0013

　　　川崎市川崎区新川通12－１

　　　川崎病院事務局庶務課　

　　　電　話　044－233－5521

　　　ＦＡＸ　044－245－9600

　　　電子メールアドレス　83kawsyo@city.kawasaki.jp

　⑷�　公募に関する詳細情報掲載ＵＲＬ

　　　�http://www.city.kawasaki.jp/32/cmsfiles/

contents/0000037/37856/kawasaki/index.html

病 院 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市病院局公告（調達）第15号

　　　入　札　公　告

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　平成30年11月12日

� 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１�　競争入札に付する事項

　⑴�　調達件名及び数量

　　　川崎市立井田病院で使用する電気の調達

　　　約7,348,600キロワット時

　⑵�　納入場所

　　　川崎市立井田病院（川崎市中原区井田２－27－１）

　⑶�　履行期間

　　　平成31年２月１日から平成32年１月31日まで

　⑷�　調達概要

　　　上記期間内における単価納入契約の締結

　⑸�　契約の失効

　　�　川崎市議会において、この契約に係る平成31年度

の予算を定める議決がない場合又は当該予算の削除

を伴う議決があった場合については、この契約のう

ち、平成31年度予算に係る部分については失効しま

す。詳細については入札説明書によります。

２�　競争入札参加資格に関する事項

　�　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴�　１⑵の場所を含む区域における電気の供給につい

て、電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の

２の規定に基づき小売電気事業者として登録を受け

ている者であること。

　⑵�　川崎市病院局契約規程（平成17年川崎市病院局規

程第39号。以下「契約規程」という。）第２条の規

定に該当しないこと。

　⑶�　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷�　入札期日において平成29・30年度川崎市製造の請

負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「その他の

物品販売」種目「電気供給」に登載されていること。

なお、有資格業者名簿に登載のない者（入札参加業

種に登載のない者も含む。）は財政局資産管理部契

約課に所定の様式により、資格審査申請を平成30年

11月26日（月）までに行うこと。

　⑸�　調達される電気の品質及び数量について、仕様書

の内容を順守し、確実に納入することができるとと

もに、アフターサービスを本市の求めに応じて、速

やかに提供できること。

　⑹�　川崎市環境配慮電力入札実施要綱（平成20年10月

１日制定）第４条第２項に基づき、Ａランク又はＢ

ランクに格付けされているものであること。なお、

Ａランク又はＢランクに格付けのない者は環境局地

球環境推進室に所定の様式により、評価の申請を平

成30年11月26日（月）までに行ってください。

３�　競争参加申込書の配布及び提出

　�　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴�　配布・提出場所

　　　〒210－0006　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階

　　　病院局経営企画室契約担当（担当：青木）

　　　電話（直通）　044－200－3857

　⑵�　配布・提出期間

　　�　平成30年11月12日（月）から平成30年11月26日

（月）までの下記の時間

　　　�午前８時30分から正午までと午後１時から午後５

時15分まで

　　　ただし、土曜日、日曜日及び休日を除く。

　⑶�　提出方法

　　　持参

４�　仕様等

　�　仕様書は３⑴の場所において、平成30年11月12日

（月）から平成30年11月26日（月）まで縦覧に供する

と共に病院局入札情報のホームページに掲載します。

　　�（http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

５�　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　�　一般競争入札参加申込書を提出した者には、一般競

争入札参加確認通知書を交付します。詳細は入札説明

書によります。

６�　仕様等に関する問い合わせ
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　�　仕様等に関する質問は、質問書により受け付けま

す。詳細は別紙「仕様等に関する問合せの方法につい

て」のとおりです。

７�　入札参加資格の喪失

　�　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴�　この公告に定める資格条件を満たさなくなったとき。

　⑵�　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

８�　入札手続等

　⑴�　入札方法

　　ア�　持参による入札の場合

　　　（ア）入札書の提出日時

　　　　　　平成30年12月25日（火）　午前10時00分

　　　（イ）入札書の提出場所

　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　　　　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

　　イ�　郵送による入札の場合

　　　（ア）入札書の提出期限

　　　　　　平成30年12月19日（水）必着

　　　（イ）入札書の宛先

　　　　　　〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　川崎市病院局経営企画室経理担当課長

　⑵�　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶�　開札の日時

　　　８⑴ア（ア）と同じ。

　⑷�　開札の場所

　　　８⑴ア（イ）と同じ。

　⑸�　落札者の決定方法

　　�　契約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価

格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とします。ただし、著しく低

価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹�　入札の無効

　　�　川崎市病院局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９�　契約の手続等

　⑴�　契約保証金

　　ア�　契約規程第34条各号に該当する場合は、免除し

ます。

　　イ�　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵�　契約書作成の要否

　　　要

　⑶�　前払金

　　　否

　⑷�　議決の要否

　　　否

　⑸�　契約条項等の閲覧

　　�　契約規程及び川崎市病院局競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所において閲覧できます。

10　その他

　⑴�　使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨

に限ります。

　⑵�　詳細は、入札説明書によります。

　⑶�　関連情報を入手するための照会窓口

　　　３⑴と同じ

11　Summary

　⑴�　�Nature and quality of product to be 

purchased :

　　　�Electricity about 7,348,600kWh to use at Ida 

Municipal Hospital

　⑵�　Time-limit for tender:

　　　10:00 A.M. December, 25, 2018

　⑶�　Time-limit for tender by mail:

　　　December, 19, 2018

　⑷�　Contact point for the notice :

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　�Accounting section, Management Planning 

Office,

　　　Municipal Hospital Management Bureau

　　　Kawasakimiyuki bldg 7F

　　　1-8-9, Isago, Kawasaki

　　　Kawasaki, Kanagawa, 210-0006, JAPAN

　　　Tel 044-200-3857(Direct-in)

消 防 局 公 告

川崎市消防局公告第16号

　　　指定催しの指定について

　川崎市火災予防条例第57条の３の規定に基づき、下記

の催しを指定催しとして指定したので、次のとおり公告

します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

指定催しの名称 第41回かわさき市民祭り

開催場所 川崎区富士見公園（川崎市川崎区富士見町

１丁目・２丁目他）一帯

開催期間 平成30年11月２日（金）

� 10時00分から16時30分まで

�同月３日（土）10時00分から16時30分まで

�同月４日（日）10時00分から16時30分まで

　　　───────────────────
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川崎市消防局公告第17号

　　　サイレンの吹鳴について

　消防法（昭和23年法律第186号）第26条第３項の規定

により消防訓練に伴うサイレンの吹鳴を、次のとおり公

告します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

訓

練

１

日　 時
平成30年11月４日（日）

11時45分～ 12時00分

場　 所
多摩区三田３丁目６番４号

川崎市立三田小学校

消防隊数 消防隊等２隊� 計２隊

訓

練

２

日　 時
平成30年11月９日（金）

13時00分～ 15時30分

場　 所

川崎市川崎区東扇島58－１

東京湾臨海部基幹的広域防災拠点

東扇島東公園

消防隊数 消防隊等　５隊� 計５隊

訓

練

３

日　 時
平成30年11月27日（火）

10時02分～ 10時50分

場　 所
中原区等々力１番地１

等々力陸上競技場

消防隊数 消防隊　１隊� 計１隊

　　　───────────────────

川崎市消防局公告第18号

　　　サイレンの吹鳴について

　消防法（昭和23年法律第186号）第26条第３項の規定

により消防訓練に伴うサイレンの吹鳴を、次のとおり公

告します。

　　平成30年10月31日

� 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

訓

練

１

日　 時
平成30年11月９日（金）

８時50分～９時40分

場　 所
川崎区駅前本町26番地２

川崎アゼリア

消防隊数 消防隊等２隊� 計２隊

教 育 委 員 会 規 則

川崎市教育委員会規則第５号

　川崎市就学奨励規則の一部を改正する規則をここに公

布する。

　　平成30年10月25日

� 川崎市教育委員会　　　　　

� 教育長　渡　邊　直　美　　

　　　川崎市就学奨励規則の一部を改正する規則

　川崎市就学奨励規則（平成15年川崎市教育委員会規則

第２号）の一部を次のように改正する。

　第１条中「及び第49条」を削り、「認められる」の次

に「児童生徒等（」を加え、「の保護者」を「並びに翌

学年の初めから市立小学校に就学させるべき者（以下

「小学校就学予定者」という。）をいう。以下同じ。）の

保護者等」に、「児童生徒の」を「児童生徒等の」に改

める。

　第２条第２項中「学年」の次に「（小学校就学予定者

の保護者に係る支給対象期間にあっては、年度）」を加

える。

　第３条第１号中「川崎市」を「本市」に改め、「在学

する保護者」の次に「（小学校就学予定者の保護者を含

む。）」を加える。

　第４条第１項中「就学援助費申請書」の次に「（以下

「申請書」という。）」を加え、同条に次の１項を加える。

３�　前２項の規定にかかわらず、援助費の支給を受けよ

うとする小学校就学予定者の保護者は、申請書を委員

会に提出しなければならない。

　第５条第１項中「世帯票」を「前条第２項の世帯票」

に改め、同条第３項を次のように改める。

３�　前２項の規定にかかわらず、委員会は、小学校就学

予定者の保護者から申請書の提出があったときは、当

該申請書の内容を審査して支給対象者を認定し、その

結果について当該保護者に通知しなければならない。

　第６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、

同条第１項中「校長」を「前項の規定による委任を受け

た校長」に、「前条により認定された」を「前条第１項

の規定による認定を受けた」に改め、同項を同条第２項

とし、同項の前に次の１項を加える。

　前条第１項の規定による認定を受けた支給対象者は、

援助費の請求、受領及び返納を校長に委任するものとする。

　第６条に次の１項を加える。

５�　前各項の規定にかかわらず、委員会は、前条第３項

の規定による認定を受けた支給対象者に援助費を直接

支給するものとする。

　第７条第１項各号列記以外の部分中「支給対象者」を

「第５条第１項の規定による認定を受けた支給対象者」

に、「一に」を「いずれかに」に改め、同条に次の１項

を加える。

３�　前２項の規定にかかわらず、委員会は、第５条第３

項の規定による認定を受けた支給対象者が第１項各号

のいずれかに該当する場合は、当該支給対象者に対し

援助費の支給を停止し、又は返納を請求するものとする。

　　　附　則

　この規則は、平成30年11月１日から施行する。
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教 育 委 員 会 告 示

川崎市教育委員会告示第28号

　川崎市教育委員会定例会を次のとおり招集します。

　　平成30年10月16日

� 川崎市教育委員会　　　　　

� 教育長　渡　邊　直　美　　

１�　日　時　平成30年10月23日（火）14時00分から

２�　場　所　教育文化会館　第６会議室

３�　議　事

　　　議案第42号　�平成31年度川崎市立高等学校入学定

員（案）について

　　　議案第43号　�川崎市就学奨励規則の一部を改正す

る規則の制定について

　　　議案第44号　�川崎市黒川青少年野外活動センター

の指定管理予定者の決定について

　　　議案第45号　�第２期川崎市文化芸術振興計画の改

訂について

４�　その他報告等

教 育 委 員 会 公 告

川崎市教育委員会公告第４号

　平成31年度川崎市立高等学校入学定員を次のとおり制

定します。

　　平成30年10月26日

� 川崎市教育委員会

� 教育長　渡　邊　直　美　　

１　全日制課程

学校名 学科名
入学定員
（人数）

併設型中学校
からの

入学定員

転編入枠
（人数）

募集定員
（人数）

募集
学級数

普通科 160 120 2 38 1

生活科学科 40 1 39 1

福祉科 40 1 39 1

普通科 80 2 78 2

ビジネス教養科 160 2 158 4

情報工学科 40 1 39 1

総合電気科 40 1 39 1

電子機械科 40 1 39 1

建設工学科 40 1 39 1

デザイン科 40 1 39 1

科学科 40 1 39 1

普通科 200 2 198 5

スポーツ科 40 1 39 1

国際科 40 1 39 1

高　津 普通科 280 2 278 7

1,280 120 20 1,140 29

※川崎高等学校普通科においては、併設型中学校からの入学者（120人）に選抜を行わないため、募集定員

　には含めない。

※転編入枠は、２学級以上の学科（普通科、ビジネス教養科）は１学科につき２人とし、他の学科は１学科

　につき１人とする。

２　定時制課程

学校名 学科名
募集
学級数

普通科　昼間部 2

普通科　夜間部 2

クリエイト工学科 1

商業科 1

橘 普通科 2

高　津 普通科 3

11

川　崎

川崎総合科学

平成31年度　川崎市立高等学校入学定員

合　計

川　崎

幸

川崎総合科学

橘

入学定員
（人数）

70

35

70

35

募集定員
（人数）

70

70

川崎市教育委員会公告第４号

平成31年度　川崎市立高等学校入学定員を次のとおり制定します。

平成30年10月26日

川崎市教育委員会   　

 教育長 渡邊 直美   　

35

35

合　計 385

70

105

385

105

70
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監 査 公 表

� 30川監公第９号

� 平成30年11月12日

　　　定期監査の結果の報告に基づく措置について

　　　（公表）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監公第３号で公

表した定期監査の結果の報告に基づき、川崎市長から措

置を講じた旨通知がありましたので、次のとおり公表し

ます。

� 川崎市監査委員　寺　岡　章　二　　

� 同　　　　　　　植　村　京　子　　

� 同　　　　　　　花　輪　孝　一　　

� 同　　　　　　　山　田　益　男　　

� 30川総行革第465号

� 平成30年９月28日

　川崎市監査委員　寺岡　章二　様

　同　　　　　　　植村　京子　様

　同　　　　　　　花輪　孝一　様

　同　　　　　　　山田　益男　様

� 川崎市長　福　田　紀　彦　

　　　監査の結果の報告に基づく措置について

　　　（通知）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監報第２号で報

告の提出がありました定期監査の結果に基づき、次のと

おり措置を講じましたので通知します。

　　　平成29年度定期監査結果に対する措置状況

１�　不納欠損処分を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　川崎市金銭会計規則（昭和39年規則第31号）第58条

第１項によると、債権が消滅したとき、又は債権を放

棄したときは、歳入徴収者は欠損処分をしなければな

らないとされている。

　�　債権管理についてみたところ、不納欠損処分の手続

を行っていなかった事例があった。

　　不納欠損処分を適正に行われたい。

　⑴�　生活資金貸付金返還金

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、消滅時効が完成している債

権について、不納欠損処分の手続を行いました。

　　　今後は、債権管理の適正化に努めます。

　　�（川崎区役所保健福祉センター保護第１課、大師地

区健康福祉ステーション保護課、田島地区健康福祉

ステーション保護課、高津区役所保健福祉センター

保護課、多摩区役所保健福祉センター保護第１課）

　⑵�　高額介護サービス費返還金

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、消滅時効が完成している債

権について、不納欠損処分の手続を行いました。

　　�　今後は、債権管理の適正化に努めます。

　　�（川崎区役所大師地区健康福祉ステーション）

２�　国民健康保険料の減免事務を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　川崎市国民健康保険条例（昭和33年条例第15号）第

39条第１項によると、市長は、必要があると認めると

きは保険料を減免するとされている。

　�　また、川崎市国民健康保険料減免取扱要綱による

と、所得減少世帯については、減免申請時において把

握した収入金額から推計する減免基準所得金額等に応

じて保険料を減額することとされている。

　�　所得減少世帯に係る減免についてみたところ、減免

基準所得金額の算定に当たり、収入金額の推計の基礎

とする月を誤って認定したことにより、減免額を過少

に算出している事例があった。

　�　また、国民健康保険料減免事務取扱要領によると、

減免基準所得金額の算定に当たり、学生のアルバイト

収入については、収入として認定しない範囲が定めら

れているものの、その確認を行っていない事例があった。

　　国民健康保険料の減免事務を適正に行われたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、減免基準所得金額を正しく算

定し直し、これに基づく減免額を当該世帯主宛てに通

知しました。

　�　また、窓口での減免申請受付時において、対象世帯

の状況の聞き取りと必要な提出資料の確認を漏れなく

確実に行うよう周知徹底しました。

　�　今後は、国民健康保険料の適正な減免事務に努めます。

　（幸区役所区民サービス部保険年金課）

３�　徴収すべき金額等に係る意思決定を適正に行うべき

もの

　［指摘の要旨］

　�　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第154条

第１項及び川崎市金銭会計規則第44条によると、歳入

徴収者は、歳入を調定しようとするときは、当該歳入

に係る法令、契約書その他の関係書類に基づいて、納

入すべき金額等を誤っていないかどうか、その他法

令、条例又は契約に違反する事実がないかどうかを調

査し、これをしなければならないとされている。

　�　市が主催する公演の観劇料に係る徴収事務について

みたところ、市の歳入として調定が行われていたもの

の、金額や徴収方法についての決裁を経ていなかった。
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　�　徴収すべき金額等に係る意思決定を適正に行われたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、総務課長より区役所内に文書

で通知を行い、また区管理職会議等において注意喚起

を行うなど、周知徹底しました。

　�　今後は、適正な徴収事務に努めます。

　（中原区役所まちづくり推進部生涯学習支援課）

４�　滞納債権の管理を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　地方自治法第231条の３第１項によると、普通地方

公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があると

きは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれ

を督促しなければならないとされており、川崎市債権

管理規則（平成26年規則第18号）第４条第１項及び川

崎市上下水道局債権管理規程（平成26年上下水道局規

程第21号）第４条第１項によると、督促は履行期限後

20日以内に督促状を債務者に送付することにより行う

ものとされている。

　�　また、川崎市債権管理規則第３条によると、歳入徴

収者は、その所管に属すべき債権が発生し、又は市に

帰属したときは、遅滞なく、債務者の住所、氏名又は

名称等を台帳に記録しなければならないとされてお

り、また、台帳に記録した債権についてその管理に関

する事務の処理上必要な措置をとったとき等は、その

都度遅滞なく、これらの内容を台帳に記録しなければ

ならないとされている。

　�　滞納債権の管理についてみたところ、次の事例があ

ったので、管理を適正に行われたい。

　⑴�　督促状を発していなかった事例

　　ア�　老人保護措置費負担金

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、債務者に説明の上、納付

いただきました。

　　　�　また、再発防止のため、中原区債権対策部会に

おいて周知徹底しました。

　　　�　今後は、適正な滞納債権の管理に努めます。

　　　（中原区役所保健福祉センター高齢・障害課）

　　イ�　排水設備指定工事店の指定の手数料

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、事業者宛てに督促状を送

付しました。

　　　�　また、再発防止のため、所定の期間内に督促状

を送付するよう、課内で周知徹底しました。

　　　　今後は、適正な滞納債権の管理に努めます。

　　　（上下水道局下水道部下水道管理課）

　⑵�　折衝経過等を記録していなかった事例

　　　老人保護措置費負担金、高額介護サービス費返還金

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、台帳を作成し、折衝経過等

を記録しました。

　　�　また、再発防止のため、中原区債権対策部会にお

いて周知徹底しました。

　　�　今後は、適正な滞納債権の管理に努めます。

　　（中原区役所保健福祉センター高齢・障害課）

５�　延滞金を適正に徴収すべきもの

　［指摘の要旨］

　�　川崎市債権管理条例（平成25年条例第42号）第６条

第１項によると、地方自治法第231条の３第１項に規

定する使用料等の税外収入金について同項の規定によ

る督促をしたときは延滞金を徴収することとされてい

る。

　�　市民館使用料の徴収事務についてみたところ、延滞

金を徴収していない事例があった。

　�　納期限内に納付した者との公平性を確保する観点か

ら、延滞金を適正に徴収されたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、債務者に説明を行った上で、

延滞金を納付いただきました。

　　今後は、適正な徴収事務に努めます。

　�（高津区役所まちづくり推進部生涯学習支援課）

６�　市有財産の貸付に伴う電気料の収入事務を適正に行

うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　宮前区役所では、広告付き庁舎等案内表示板設置に

係る市有財産貸付契約を行っている。市有財産一時貸

付契約書第10条によると、案内板に係る電気料は、市

が四半期ごとに発行する納入通知書により、指定する

日までに納入することとされている。しかしながら、

当該契約に係る電気料は、納入通知書が作成されてお

らず、借受人から納入されていなかった。

　�　市有財産の貸付に伴う電気料の収入事務を適正に行

われたい。

　�　なお、本件は平成26年度の定期監査における指摘を

受け改善したものが継続されなかった事例であるた

め、引継ぎを適切に行われたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、借受人宛てに当該電気料に係

る納入通知書を発送し、全額の納入を確認しました。

　�　また、課内会議において全職員に周知徹底を行い、

引継ぎを徹底することとしました。

　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議等

を通して更なる周知徹底を図り、適正な収入事務に努

めます。

　（宮前区役所まちづくり推進部企画課）

７�　予算執行伺等の手続を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］
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　�　川崎市予算及び決算規則（平成７年規則第10号）第

23条第１項によると、歳出予算を執行するときは、あ

らかじめ予算執行伺を作成し、決裁を受けなければな

らないとされている。また、同規則第25条によると、

支出負担行為として整理する時期が定められている。

しかしながら、予算執行伺、契約等の手続を行わない

まま物品の納入や委託業務等を履行させ、後日、日付

を遡って処理していた事例があった。

　　予算執行伺等の手続を適正に行われたい。

　�　また、相当長期間（６か月以上）にわたり予算執行

伺等を作成していなかった事例については、特に適正

な事務手続を行うよう徹底されたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、該当課内で適正な予算執行伺

いの作成等について周知徹底しました。

　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議等

を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努めま

す。

　�（幸区役所まちづくり推進部生涯学習支援課、高津区

役所まちづくり推進部総務課、道路公園センター管理

課、宮前区役所まちづくり推進部総務課、保健福祉セ

ンター地域みまもり支援センター担当、麻生区役所ま

ちづくり推進部生涯学習支援課）

　�　また、相当長期間にわたり予算執行伺等を作成して

いなかった事例については、該当課内で適正な予算執

行伺いの作成等について周知徹底し、今後も継続して

注意喚起を行っていくこととします。

　�　合わせて、今後同様の事例が発生しないよう管理職

会議等を通して更なる徹底を図ってまいります。

　�（幸区役所保健福祉センター地域みまもり支援センタ

ー担当、多摩区役所保健福祉センター保護第１課）

８�　物品購入に係る契約手続を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　川崎市事務分掌規則（昭和47年規則第19号）第３条

及び川崎市事務決裁規程（昭和41年訓令第８号）第５

条第１項によると、物品の調達で定められた金額を超

える契約については、原則として財政局資産管理部契

約課へ契約手続を依頼しなければならないとされてい

る。

　�　物品購入に係る契約事務についてみたところ、一括

して発注すべき物品について分割して起案し、財政局

資産管理部契約課へ契約手続を依頼せずに契約してい

た事例があった。

　　物品購入に係る契約手続を適正に行われたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、区管理職会議や課内会議など

において、適正な契約手続を行うよう周知徹底しまし

た。

　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議等

を通して更なる徹底を図り、適切な事務執行に努めま

す。

　�（川崎区役所保健福祉センター地域みまもり支援セン

ター担当、中原区役所保健福祉センター地域みまもり

支援センター担当、道路公園センター管理課、宮前区

役所保健福祉センター地域みまもり支援センター担

当、多摩区役所保健福祉センター高齢・障害課、麻生

区役所保健福祉センター高齢・障害課、同地域みまも

り支援センター担当）

９�　その他改善を要するもの

　［指摘の要旨］

　�　改善措置を要するもののうち軽易な事項であるが、

次のとおり所属を問わず発生している事例、反復して

発生している事例等があった。

　�　財務関係法令等に基づき適正な事務手続を行うとと

もに、再発防止に努められたい。

　⑴�　複写機の利用に係る収納金の払込みを適正に行う

べきもの

　　�　複写機の利用に係る収納金について、川崎市金銭

会計規則等に定められた期間内に払込みが行われて

いなかった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、所定の期間内に払込手続を

行うよう、課内で周知徹底しました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　（幸区役所まちづくり推進部生涯学習支援課）

　⑵�　広告放映に係る電気料の算定を適正に行うべきもの

　　�　事業者負担としている広告放映に係るディスプレ

イの電気料について、金額の算定における放映時間

の取扱いを誤り、過少に算定していた事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、適正な電気料の算定を行

い、事業者宛てに不足額の追加請求を行いました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　（幸区役所区民サービス部区民課）

　⑶�　滞納整理簿を適正に作成すべきもの

　　�　老人保護措置費負担金の滞納債権について、滞納

整理簿の作成を行っていなかった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、当該滞納債権に係る滞納整

理簿の作成を行いました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努
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めます。

　　（高津区役所保健福祉センター高齢・障害課）

　⑷�　収納事務委託の告示等を行うべきもの

　　�　収納事務を私人へ委託したことについて、告示等

の手続を行っていなかった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、収納事務委託の告示等を行

いました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　（上下水道局サービス推進部営業課）

　⑸�　固定資産の使用料の算定を適正に行うべきもの

　　�　１か月の土地の使用料について、月割で算定し消

費税等を非課税とすべきところ、日割かつ課税とし

て算定していた事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、正しい使用料を算定した

上、土地使用者に対し還付手続を行いました。

　　�　今後は同様の事例が発生しないよう管理職会議等

を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努め

ます。

　　（上下水道局長沢浄水場浄水課）

　⑹�　日本年金機構への届出を適正に行うべきもの

　　�　非常勤嘱託員の算定基礎届において、通勤手当を

過大に記載したことにより、本来と異なる標準報酬

月額で決定され、日本年金機構に納付する保険料の

金額が過大となっていた事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、日本年金機構宛て算定基礎

届の訂正届を提出しました。

　　�　また、今後の提出にあたっては、複数職員での確

認などを行うこととしました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　　（麻生区役所保健福祉センター児童家庭課）

　⑺�　単価契約に係る契約書等に必要事項を記載すべき

もの

　　�　一般廃棄物処理業務委託について、支払金額の根

拠となる排出量の計算方法を契約書等に記載してい

なかった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、平成30年度の当該業務委託

において、契約書等に排出量の計算方法を記載しま

した。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　（中原区役所まちづくり推進部総務課）

　⑻�　公園施設設置許可手続を適正に行うべきもの

　　�　都市公園内における町内会所有の防災用資器材保

管庫に係る公園施設設置許可手続が行われていなか

った事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、当該町内会から設置の申請

を受け、設置許可手続を行いました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　（川崎区役所道路公園センター管理課）

　⑼�　備品の管理を適正に行うべきもの

　　ア�　重要物品の増減について会計管理者に報告して

いなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、会計管理者へ重要物品の

増減について報告を行いました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（中原区役所道路公園センター管理課、高津区役

所まちづくり推進部生涯学習支援課）

　　イ�　不用の決定又は処分の決定を行っていなかった

事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、改めて現状を確認の上、

不用の決定又は処分の決定を行いました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（川崎区役所保健福祉センター地域みまもり支援

センター担当、大師支所区民センター、田島支所

区民センター、幸区役所まちづくり推進部総務

課、保健福祉センター保護第１課、同地域みまも

り支援センター担当、道路公園センター管理課、

中原区役所危機管理担当、まちづくり推進部生涯

学習支援課、区民サービス部区民課、保健福祉セ

ンター保護課、道路公園センター管理課、高津区

役所まちづくり推進部総務課、同地域振興課、保

健福祉センター保護課、道路公園センター管理

課、多摩区役所まちづくり推進部総務課、同地域

振興課、同生涯学習支援課、区民サービス部区民

課、道路公園センター管理課、麻生区役所まちづ

くり推進部総務課、同地域振興課、同生涯学習支

援課、保健福祉センター地域みまもり支援センタ

ー担当、上下水道局総務部管財課、長沢浄水場浄
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水課）

　　ウ�　所在が不明となっていた事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、備品の所在を確認し、廃

棄が確認されたものについては、不用の決定又は

処分の決定を行いました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（川崎区役所まちづくり推進部生涯学習支援課、

幸区役所まちづくり推進部生涯学習支援課、中原

区役所まちづくり推進部総務課、区民サービス部

区民課、同保険年金課、高津区役所まちづくり推

進部生涯学習支援課、宮前区役所まちづくり推進

部総務課、保健福祉センター地域みまもり支援セ

ンター担当、多摩区役所まちづくり推進部総務

課、区民サービス部区民課、保健福祉センター児

童家庭課、麻生区役所まちづくり推進部生涯学習

支援課、保健福祉センター地域みまもり支援セン

ター担当）

　　エ�　備品整理簿に登載していなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、当該備品を備品整理簿に

登載しました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（中原区役所危機管理担当、保健福祉センター地

域みまもり支援センター担当、道路公園センター

管理課）

　　オ�　保管換えの手続を行っていなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、当該備品の保管換えを行

いました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（上下水道局サービス推進部南部サービスセンタ

ー）

　⑽�　消耗品の管理を適正に行うべきもの

　　�　印紙、切手その他消耗品について、物品交付請求

手続を行っていなかったこと等により、消耗品出納

簿と実際の数量が一致していなかった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、物品交付請求等を行い、消

耗品出納簿と実際の数量が一致することを確認しま

した。

　　�　また、該当課内において、消耗品の管理を適正に

行うよう周知徹底しました。

　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会議

等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行に努

めます。

　　�（川崎区役所まちづくり推進部総務課、同地域振興

課、保健福祉センター地域みまもり支援センター担

当、田島地区健康福祉ステーション、幸区役所危機

管理担当、まちづくり推進部生涯学習支援課、保健

福祉センター児童家庭課、同高齢・障害課、中原区

役所保健福祉センター児童家庭課、同高齢・障害

課、同地域みまもり支援センター担当、道路公園セ

ンター管理課、高津区役所危機管理担当、まちづく

り推進部総務課、同生涯学習支援課、保健福祉セン

ター高齢・障害課、同保護課、同地域みまもり支援

センター担当、道路公園センター管理課、宮前区役

所まちづくり推進部総務課、保健福祉センター保護

課、同衛生課、同地域みまもり支援センター担当、

多摩区役所危機管理担当、まちづくり推進部地域振

興課、保健福祉センター保護第１課、麻生区役所危

機管理担当、まちづくり推進部総務課、保健福祉セ

ンター衛生課、同地域みまもり支援センター担当）

　⑾�　固定資産の管理を適正に行うべきもの

　　ア�　用途廃止の手続を行っていなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、改めて固定資産の現状を

確認の上、用途廃止の手続を行った上で除却しま

した。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　�（上下水道局サービス推進部南部サービスセンタ

ー、長沢浄水場浄水課）

　　イ�　固定資産台帳と消耗工具器具及び備品受払簿に

重複して登載していた事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、消耗工具器具及び備品受

払簿を修正しました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な事務執行

に努めます。

　　　（上下水道局長沢浄水場浄水課）

　⑿�　会計職員の任命又は解任の手続を適正に行うべき

もの

　　ア�　区金銭出納員、区金銭取扱員又は区物品取扱員

を任命していなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、区金銭出納員、区金銭取

扱員又は区物品取扱員を任命しました。
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　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な任命手続

に努めます。

　　　�（川崎区役所田島地区健康福祉ステーション保護

課、幸区役所区民サービス部区民課、保健福祉セ

ンター高齢・障害課、道路公園センター管理課、

中原区役所まちづくり推進部企画課、区民サービ

ス部区民課、保健福祉センター高齢・障害課、同

地域みまもり支援センター担当、高津区役所危機

管理担当、まちづくり推進部総務課、同地域振興

課、保健福祉センター高齢・障害課、多摩区役所

まちづくり推進部企画課、麻生区役所まちづくり

推進部企画課、同地域振興課、保健福祉センター

地域みまもり支援センター担当）

　　イ�　区金銭出納員又は区金銭取扱員を置くこととさ

れていない箇所で任命していた事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、当該区金銭出納員又は区

金銭取扱員の解任を行いました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な任命手続

に努めます。

　　　�（川崎区役所大師地区健康福祉ステーション、田

島地区健康福祉ステーション、中原区役所保健福

祉センター児童家庭課、多摩区役所保健福祉セン

ター児童家庭課）

　　ウ�　区金銭出納員、区金銭取扱員、区物品出納員、

区物品取扱員又は物品受入検査員の任命又は解任

の手続が完了していなかった事例

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、未処理となっていた辞令

の交付手続等を行い、当該区金銭出納員、区金銭

取扱員、区物品出納員、区物品取扱員又は物品受

入検査員の任命又は解任の手続を完了させました。

　　　�　今後は、同様の事例が発生しないよう管理職会

議等を通して更なる徹底を図り、適正な手続に努

めます。

　　　�（川崎区役所保健福祉センター児童家庭課、中原

区役所保健福祉センター地域みまもり支援センタ

ー担当、高津区役所まちづくり推進部総務課、同

地域振興課、同生涯学習支援課、区民サービス部

区民課、宮前区役所まちづくり推進部生涯学習支

援課、保健福祉センター地域みまもり支援センタ

ー担当、多摩区役所区民サービス部区民課、麻生

区役所まちづくり推進部地域振興課、区民サービ

ス部保険年金課、保健福祉センター衛生課）

� 30川総行革第444号

� 平成30年９月28日

　川崎市監査委員　寺岡　章二　様

　同　　　　　　　植村　京子　様

　同　　　　　　　花輪　孝一　様

　同　　　　　　　山田　益男　様

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　監査の結果の報告に基づく措置について

　　　（通知）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監報第２号で報

告の提出がありました定期監査の結果に基づき、次のと

おり措置を講じましたので通知します。

　　　平成29年度第２回定期（工事）監査の結果

　　　に対する措置状況

１�　工事現場の安全に関する指導を適切に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　本工事は、地上４階建て鉄筋コンクリート造の市営

末長住宅を解体する工事である。

　�　労働安全衛生規則第518条では、高さが２ｍ以上の

箇所で作業を行う場合においては、墜落により労働者

に危険を及ぼすおそれのあるときは作業床を設けなけ

ればならず、また、作業床を設けることが困難なとき

は安全帯の使用など、墜落による労働者の危険を防止

するための措置を講じることとされている。

　�　本工事では作業床を設けていたが、粉じん等の飛散

防止のための散水作業については、作業床から散水で

きない箇所での作業の際に安全帯を使用するなどの墜

落防止等の対策を行っておらず、監督員はこのことを

把握していなかった。

　�　川崎市請負工事監督規程によれば、監督員は請負者

に対し適切な指示が与えられるよう工事現場等の状況

を把握しなければならないことから、安全確保に向け

た対策が確実に行われるよう請負者に対し適切に指導

されたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、高さ２ｍ以上における作業で

は墜落を防止する措置が講じられているか等の工事現

場の状況を把握するよう、平成30年８月６日に文書で

関係職員に周知徹底しました。

　�　今後は、工事現場の安全に関する指導を適切に行う

よう努めます。

　�（工事番号４）（まちづくり局住宅政策部市営住宅建

替推進課）

２�　見積り等を用いた積算を適正に行うべきもの

　［指摘の要旨］

　�　幸区役所ほか屋外附帯工事の積算において、鉄くず

等の有価材処分単価の決定に当たり、鉄くず以外の金

属については市で単価等を定めていないことから積算
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基準に基づき刊行物を用いて設計価格を定め積算して

いるが、設計書に入力する際に単位の確認が不十分で

あったため誤った単価を入力していた。また、当初計

画していた地盤改良工事が取り止めとなり関連費用と

して計上していた試験費についても実施回数が変更と

なっていたが、試験費の設計変更を行っていなかった。

　�　緊急消防援助隊活動拠点新築工事においては、見積

りにより設計価格を決定しているものの一部につい

て、単価を誤って入力するとともに、必要な補正を行

っていなかった。

　�　見積り等を用いた積算に当たっては、設計価格の確

認及び設計書への入力を適切に行われたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、設計単価の決定や設計変更の

場合には、価格や単位、数量の確認や設計書への入力

内容との照合を十分に行うよう、平成30年７月10日の

所管部内係長級会議にて関係職員に周知徹底しました。

　�　今後は、見積り等を用いた積算に当たり、設計価格

の確認及び設計書への入力を適切に行うよう努めます。

　�（工事番号９、13）（まちづくり局施設整備部公共建

築担当）

３�　その他改善を要するもの

　ア�　積算基準を正確に把握し設計価格等の確認を十分

に行うべきもの

　　［指摘の要旨］

　　�　見積りを用いた設計価格の決定に当たり、積算基

準の内容把握が正確でなかったため、見積価格の審

査や見積価格に乗ずる査定率の設定の確認が不十分

であった事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、積算基準を一部改訂すると

ともに、積算基準の内容を正確に把握し、見積価格

の審査や見積価格に乗ずる査定率の設定の確認を行

うよう、平成30年７月10日の所管部内係長級会議及

び同年７月30日の課内会議にて関係職員に周知徹底

しました。

　　�　今後は、積算基準を正確に把握し設計価格等の確

認を十分に行うよう努めます。

　　�（工事番号１、30、31、32）（まちづくり局登戸区

画整理事務所、施設整備部長寿命化推進担当）

　イ�　バリアフリー関係基準を十分に確認すべきもの

　　［指摘の要旨］

　　�　既存建築物への通路等の改修工事において、バリ

アフリー関係基準による階段の踏面の端部（段鼻）

と周囲部分との色の明度、色相又は彩度の差の確認

が不十分であったため、段が識別しにくくなってい

た事例

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、既存建築物のバリアフリー

関係基準の適合状況を十分に確認することや、委託

設計の際に留意するよう特記仕様書に記載すること

を、平成30年７月10日の所管部内係長級会議にて関

係職員に周知徹底しました。また、階段の踏面の端

部については、段が識別しやすくなるよう平成30年

７月に補修を行いました。

　　�　今後は、新築だけでなく改修に際してもバリアフ

リー関係基準を十分に確認し、バリアフリーに配慮

した適切な設計、監督に努めます。

　　�（工事番号９）（まちづくり局施設整備部公共建築

担当）

　　　───────────────────

� 30川監公第10号

� 平成30年11月12日

　　　監査の結果に基づく措置について（公表）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監公第４号で公

表した行政監査「ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置

及び管理について」の結果に基づき、川崎市長及び川崎

市教育委員会教育長から措置を講じた旨通知がありまし

たので、次のとおり公表します。

� 川崎市監査委員　寺　岡　章　二　　

� 同　　　　　　　植　村　京　子　　

� 同　　　　　　　花　輪　孝　一　　

� 同　　　　　　　山　田　益　男　　

� 30川総行革第484号

� 平成30年９月28日

　川崎市監査委員　寺岡　章二　様

　同　　　　　　　植村　京子　様

　同　　　　　　　花輪　孝一　様

　同　　　　　　　山田　益男　様

� 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　監査の結果の報告に基づく措置について

　　　（通知）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監報第３号で報

告の提出がありました行政監査の結果に基づき、次のと

おり措置を講じましたので通知します。

　　　平成29年度行政監査結果に対する措置状況

１�　本市施設における設置について

　⑴�　ＡＥＤ設置に関する本市の基準



川 崎 市 公 報 （第1,758号）平成30年(2018年)11月12日

－3097－

　　［指摘の要旨］

　　�　現在の本市においては、「ＡＥＤの導入に係る検

討結果報告書」と国が定めるＡＥＤガイドラインの

２つの設置基準があり、市として統一的でない状況

にある。

　　�　本市施設におけるＡＥＤの設置実態を確認すると

ともに、ＡＥＤガイドラインの趣旨を踏まえ、本市

施設におけるＡＥＤの設置基準を改めて整理し、明

確にして全庁に周知されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、全庁に調査を行い、平成30

年４月１日現在のＡＥＤの設置実態を確認しました。

　　�　また、本市施設におけるＡＥＤの設置基準につい

ては、関係課長を構成員とする「自動体外式除細動

器（ＡＥＤ）の設置及び管理等に関する検討委員会」

を平成30年６月１日付けで設置し、本年度中に本市

におけるガイドライン（以下、「本市ガイドライン」

といいます。）の策定を行います。

　⑵�　管理事務所を伴わないグラウンド等のスポーツ施

設における設置

　　［指摘の要旨］

　　�　管理事務所を伴わないグラウンド等のスポーツ施

設については、ＡＥＤガイドラインで設置が推奨さ

れる施設には該当しないものの、管理事務所を伴う

グラウンド等と比べても、心停止発生のリスクは同

様であると考えられる。ＡＥＤの設置については、

管理上の課題等もあるものと考えるが、心停止発生

から長くても５分以内にＡＥＤの使用が可能となる

ような対応について、近隣施設のＡＥＤの使用等幅

広く検討されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、当該施設所管が管理上の課

題等も考慮し、心停止発生から長くても５分以内に

ＡＥＤの使用が可能となるような対応について検討

を行いました。

　　①　改善した施設：８施設

　　　�　宮崎第１少年野球場：隣接する宮崎こども文化

センターと緊急時に借りられるよう協議し、看板

表示を行うことにより、心停止発生から５分以内

にＡＥＤの使用が可能となるよう対応しました。

　　　　ほか７施設で同様の対応を行いました。

　　②　対応について、引き続き検討する施設：46施設

　　　�　多摩川丸子橋硬式野球場：施設の特性上、心停

止発生から５分以内にＡＥＤを使用できるように

する措置が可能かどうか等について、本年度中に

策定する本市ガイドラインの趣旨や、健康福祉局

が行う民間施設への設置勧奨の取組み等も踏ま

え、引き続き措置について検討していきます。

　　　�　ほか45施設で同様となります。

　⑶�　指定管理仕様書等におけるＡＥＤの設置に関する

記載

　　［指摘の要旨］

　　�　指定管理者制度を導入する施設のうち、指定管理

仕様書等で、ＡＥＤの設置に関する事項を規定して

いない施設については、指定管理者が変更となった

場合等にＡＥＤの設置が担保されないこととなるた

め、市として指定管理者がＡＥＤを設置する必要が

あるか改めて検討を行い、必要がある場合には、指

定管理仕様書等にＡＥＤの設置に関する事項を規定

されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、指定管理者制度を導入する

施設において、ＡＥＤを設置する必要があるかを施

設所管が改めて検討を行い、次期指定管理者の募集

時における指定管理仕様書等にＡＥＤの設置に関す

る事項を規定することとしました。

　　①　改善済の施設：１施設

　　　�　多摩川緑地バーベキュー広場：平成30年度か

ら、仕様書に、ＡＥＤ設置に関する記載を行いま

した。

　　②　改善中又は今後改善予定の施設：22施設

　　　�　青少年の家：次期指定管理者募集時の仕様書に

反映します。

　　　�　ほか21施設で同様の対応を行います。

　　③　検討の結果、その他の対応を行った施設：３施設

　　　�　南平間保育園：平成30年度末で指定管理が終了

となる予定です。

　　　�　ほか２施設についても同様となります。

２�　いざという時に速やかに使用できるための対応につ

いて

　⑴�　表示

　　［指摘の要旨］

　　�　病院及び消防関連機関を除き、ＡＥＤマップに設

置場所の情報を公開又は公開を予定している施設に

ついて、「設置施設表示」、「案内表示」又は「設置

場所表示」がない施設においては、施設の規模や特

徴を踏まえ、適切に表示されたい。

　　�　また、「設置施設表示」はあるが、「設置施設表示」

に合わせて施設内の設置場所を記載していない又は

新たに「設置施設表示」を行う場合には、「設置施

設表示」に設置場所を記載されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、当該施設の規模や特徴を踏

まえ、施設所管が必要な対応を行いました。

　　ア�　「設置施設表示」

　　　　改善済のＡＥＤ：85施設
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　　　�　男女共同参画センター：センター入口ドア部分

に、設置施設表示を行いました。

　　　　ほか84施設で同様の対応を行いました。

　　イ�　「案内表示」

　　　①　改善済のＡＥＤ：306台

　　　　�　川崎市役所第２庁舎：正面玄関以外の入口か

ら正面玄関付近に設置するＡＥＤに至る廊下に

案内表示を行いました。

　　　　　ほか305台で同様の対応を行いました。

　　　②�　検討の結果、その他の対応を行ったＡＥＤ：

14台

　　　　�　塩浜営業所：設置施設表示を行っており、か

つＡＥＤ設置場所が入口付近であるため、案内

表示は不要と判断しました。

　　　　�　ほか13台で同様の判断としました。

　　ウ�　「設置場所表示」

　　　①　改善済のＡＥＤ：175台

　　　　�　大師支所区民センター：ＡＥＤ設置場所に表

示を行いました。

　　　　　ほか174台で同様の対応を行いました。

　　　②�　検討の結果、その他の対応を行ったＡＥＤ：

14台

　　　　�　小倉西公園児童プール：管理室入口に設置施

設表示をしており、施設の規模から設置場所表

示は不要と判断しました。

　　　　�　ほか13台で同様の判断としました。

　　エ�　「設置施設表示」への設置場所の記載

　　　①　改善済のＡＥＤ：307施設

　　　　�　しんゆり市税事務所：設置施設表示への設置

場所の記載を行いました。

　　　　　ほか306施設で同様の対応を行いました。

　　　②�　検討の結果、その他の対応を行ったＡＥＤ：

６施設

　　　　�　登戸駅周辺自転車等駐車場第５施設：設置場

所が入口付近であり、表示は不要と判断しまし

た。

　　　　�　ほか５施設で同様の判断としました。

　⑵�　ＡＥＤにアクセスしやすい設置状況

　　ア�　収納ボックスからの速やかなＡＥＤの取り出し

　　　［指摘の要旨］

　　　�　現地調査において確認された、収納ボックス内

にＡＥＤを設置する施設の中で、収納ボックスの

扉にテープが貼られ扉が開きにくくなっていた事

例等については、改めて設置場所の状況を確認

し、ＡＥＤを速やかに手に取ることができる状態

に改めるとともに、その状態を維持されたい。

　　　�　また、本監査で現地調査を行っていない施設に

おいても同様の事例がないか、各施設のＡＥＤを

管理する担当者が設置場所の状況を確認の上、必

要に応じて速やかに改善するよう周知徹底された

い。

　　　［措置内容］

　　　�　指摘を受けた施設については、施設所管が改め

て設置場所の状況を確認し、ＡＥＤを速やかに手

に取ることができる状態に改めました。

　　　　改善済の施設：２施設

　　　�　多摩区役所：ＡＥＤ収納ボックスの扉に貼り付

けを行っていたテープを除去しました。

　　　�　みぞのくち市税事務所：ＡＥＤ設置場所の前に

置かれていた傘立てを移動しました。

　　　�　また、現地調査を行っていない施設における対

応については、各施設所管宛てに、ＡＥＤに係る

設置・管理状況の確認等について周知を図るとと

もに、年に２回行う本市施設のＡＥＤ設置情報の

調査の際に、収納ボックスからの速やかなＡＥＤ

の取り出しに関する確認項目を設けることとしま

した。

　　イ�　大規模集客施設である等々力陸上競技場におけ

る設置状況

　　　［指摘の要旨］

　　　�　広大な競技場においては、１か所の設置では対

応することが困難と考えられるため、分散して設

置するよう、設置場所について再検討されたい。

　設置場所の検討の際には、競技利用者及び観客

席（スタンド）利用者それぞれが使用しやすい位

置にＡＥＤがあること、客席混雑時の設置場所ま

での動線なども十分考慮されたい。　

　　　�　なお、多くの観客が見込まれる大会等での使用

においては、主催者等に観客席へのＡＥＤの追加

配置を求めることも必要である。

　　　［措置内容］

　　　�　以前より、多くの観客が見込まれる大会等の開

催時にはＡＥＤを分散配置しておりましたが、よ

り万全を期すため、通常時についても、既に設置

しているメインスタンド入口受付に加え、平成30

年４月に、バックスタンドコンコース上（Ｎｏ10

ゲート前）にＡＥＤを分散配置しました。

　　　�　また、今後も大会等の開催時には、主催者に対

して、必要なＡＥＤを追加配置するよう求めてい

きます。

　⑶�　機器・消耗品の管理

　　ア�　機器の管理

　　（ア）耐用期間の超過

　　　［指摘の要旨］

　　　�　調査の結果、購入、寄贈により導入した機器で、

耐用期間を超過した機器については、正常に機能
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しない可能性があるため、速やかに更新されたい。

　　　�　また、購入、寄贈により機器を導入した施設に

おいて、機器の設置日及び更新時期を適切に把

握・管理し、更新時期までに機器の更新を行うよ

う周知徹底されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、施設所管が現状を確認

し、更新に向けた対応を行います。

　　　①　改善済のＡＥＤ：１台

　　　　�　岡本太郎美術館：賃貸借契約を締結し、ＡＥ

Ｄを更新しました。

　　　②�　改善中又は今後改善予定のＡＥＤ：12台

　　　　�　川崎病院：日常点検・保守点検等の管理につ

いては引き続き適切に行いながら、可能な限り

早期に更新することとします。

　　　　　ほか11台で同様の対応を行います。

　　　　�　また、各施設所管宛てに、ＡＥＤの設置日及

び更新時期の把握・管理等を適切に行うよう周

知を図りました。なお、年に２回行う本市施設

のＡＥＤ設置情報の調査の際に、ＡＥＤの設置

日及び更新時期等の確認項目を設けております。

　　イ�　消耗品の管理

　　（ア）バッテリー、電極パッドの使用期限

　　　ａ　使用期限切れ

　　　［指摘の要旨］

　　　�　現地調査等の結果、電極パッドやバッテリーの

使用期限が切れていたＡＥＤが確認された。これ

らは、いずれも監査結果決定までに新しいものに

交換されているが、今後同様な事例が生じること

がないよう、各施設のＡＥＤを管理する担当者が

使用期限までに消耗品の交換を行うよう周知徹底

されたい。

　　　［措置結果］

　　　�　各施設所管宛てに、消耗品の把握・管理等を適

切に行うよう周知を図りました。

　　　�　なお、年に２回行う本市施設のＡＥＤ設置情報

の調査の際に、消耗品使用期限等の確認項目を設

けております。

　　　ｂ�　ＡＥＤ機器の導入方法を踏まえた消耗品の適

切な交換

　　　［指摘の要旨］

　　　�　購入、寄贈または消耗品の定期交換が契約に含

まれない賃貸借によりＡＥＤを導入した場合は、

各施設で消耗品を購入し、交換する必要があるこ

とについて、各施設のＡＥＤを管理する担当者が

十分認識するよう周知徹底されたい。

　　　�　消耗品の定期交換が契約に含まれる賃貸借契約

の場合、購入し忘れを防ぐことができるため、Ａ

ＥＤを新たに導入する際並びに購入、寄贈、及び

消耗品の定期交換が契約に含まれない賃貸借によ

り導入したＡＥＤの更新を行う際は、消耗品の定

期交換が契約に含まれる賃貸借契約への変更を検

討されたい。

　　　�　なお、消耗品の定期交換が含まれる賃貸借契約

により導入している施設でも、新しい交換用電極

パッドが送られてきているにもかかわらず、ＡＥ

Ｄを管理する担当者の認識不足により適切な交換

が行われず、機器に装着されている電極パッドの

使用期限が切れていた事例が現地調査で確認され

た。

　　　�　現地調査を行っていない施設においても、同様

の事例がないか各施設のＡＥＤを管理する担当者

が早急に消耗品の状況を確認の上、必要に応じて

速やかに交換するよう周知徹底されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　各施設所管宛てに、消耗品の把握・管理等を適

切に行うよう周知を図りました。

　　　�　なお、年に２回行う本市施設のＡＥＤ設置情報

の調査の際に、消耗品使用期限等の確認項目を設

けております。

　　　�　購入、寄贈または消耗品の定期交換が契約に含

まれない賃貸借によりＡＥＤを導入した施設につ

いては、施設所管が、消耗品の定期交換が契約に

含まれる賃貸借契約への変更を検討しました。

　　　①　改善済のＡＥＤ：４台

　　　　�　健康福祉局保健医療政策室：消耗品の定期交

換が規定された賃貸借契約へ変更しました。

　　　　�　ほか３台で同様の対応を行いました。

　　　②�　改善中又は今後改善予定のＡＥＤ：39台

　　　　�　中原区役所：次回のＡＥＤ更新時に、消耗品

の定期交換が契約に含まれる賃貸借契約への変

更を検討することとしました。

　　　　　ほか38台で同様の対応を行います。

　　　③�　検討の結果、その他の対応を行ったＡＥＤ：

22台

　　　　�　川崎病院：病院として、臨床工学技士が消耗

品の把握及び管理を適切に行う体制が整ってい

ることから、消耗品の定期交換が契約に含まれ

る賃貸借契約への変更は不要と判断しました。

　　　　　ほか21台で同様の判断としました。

　　　ｃ�　使用期限の正しい認識とタグ・ラベル等での

正確な記録

　　　［指摘の要旨］

　　　�　各施設のＡＥＤを管理する担当者が使用期限を

正しく認識するとともに、タグ・ラベル等に正確

な使用期限を記入し、適切に記録・管理するよう
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周知徹底されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　各施設所管宛てに、消耗品の把握・管理等を適

切に行うよう周知を図りました。

　　　�　なお、年に２回行う本市施設のＡＥＤ設置情報

の調査の際に、消耗品使用期限の確認項目を設け

ております。

　　（イ�）仕様書におけるＡＥＤ使用後の消耗品の交換

等の記載

　　　［指摘の要旨］

　　　　�　ＡＥＤ使用後の電極パッド等の交換が仕様書

に含まれない場合、ＡＥＤ使用後に新たなパッ

ドを購入、装着するまで、ＡＥＤを使用できな

い期間が生じる恐れがあることから、賃貸借契

約の仕様書にＡＥＤ使用後の交換についても記

載されていることが望ましい。

　　　［措置結果］

　　　�　改善中又は今後改善予定のＡＥＤ：６台

　　　�　宮前市民館：ＡＥＤの次回更新時に、ＡＥＤ使

用後の交換が契約に含まれる賃貸借契約へ変更す

ることとしました。

　　　　ほか５台で同様の対応を行います。

　⑷�　日常点検

　　ア�　日常点検の実施

　　　［指摘の要旨］

　　　�　消防関連機関のものを除き、ＡＥＤの点検担当

者を配置し、日常点検を行っていなかったＡＥＤ

設置者は、点検等を実施されたい。

　　　［措置結果］

　　　�　指摘事項については、ＡＥＤの点検担当者を配

置し、日常点検を適切に実施することとしました。

　　　�　改善済のＡＥＤ：345台

　　　�　みぞのくち市税事務所：施設職員をＡＥＤの点

検担当者とし、日常点検を開始しました。

　　　　ほか344台で同様の対応を行いました。

　　イ�　日常点検の記録

　　　［指摘の要旨］

　　　�　点検担当者は、日常点検の結果を適切に記録す

るとともに、報告・決裁を行うなど組織内で情報

共有されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　指摘事項については、日常点検の結果を適切に

記録し、併せて組織内で点検結果を共有すること

としました。

　　　　改善済のＡＥＤ：364台

　　　�　みぞのくち市税事務所：点検表を定め、点検結

果を適切に記録するとともに、施設所管の課長

が、毎月点検記録を確認していくこととしました。

　　　　ほか363台で同様の対応を行いました。

　⑸�　ＡＥＤ設置施設における職員がＡＥＤを使用でき

る体制

　　ア�　救命講習の受講

　　　［指摘の要旨］

　　　�　調査において、庁舎等、消防及び病院を除く本

市のＡＥＤ設置施設のうち救命講習を過去１度も

受講した職員がいない施設については、早急に体

制を整備されたい。また、過去３年以内に受講し

た職員がいない施設についても、応急手当が行え

るよう対応されたい。

　　　［措置内容］

　　　①　改善済の施設：８施設

　　　　�　福祉パルみやまえ：３年以内に救命講習未受

講の職員が、平成30年７月に、実技も含めた救

命処置の講習を受講しました。

　　　　�　ほか７施設で同様の対応を行いました。

　　　②　改善中又は今後改善予定の施設：27施設

　　　　�　福祉パルなかはら：３年以内に救命講習未受

講の職員が、平成30年10月に、実技も含めた救

命処置の講習を受講する予定です。

　　　　　ほか26施設で同様の対応を行います。

　　イ�　市職員の応急手当の講習

　　　［指摘の要旨］

　　　�　市職員の応急手当の講習について、職員階層別

研修における受講状況の実態を確認の上、「ｅラ

ーニング」の実施方法を含め、市職員の応急手当

の講習のあり方について再検討されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　平成29年度にｅラーニング研修を実施している

階層別研修は４研修でしたが、平成30年度から９

研修で実施することとしました。さらに、習熟度

の向上のため、確認テストにおいて満点を取得し

ないとｅラーニング研修の受講が完了しないよう

に対応しました。

　　　�　なお、新規採用職員においては、新規採用職員

フォロー研修にて、救命講習を引き続き実施して

いきます。

　　ウ�　本市施設における具体事例及びＡＥＤ設置の効

果の全庁周知

　　　［指摘の要旨］

　　　�　本市施設における心停止傷病者の発生事例につ

いて、発生状況、施設職員の心肺蘇生法の実施及

びＡＥＤの使用の有無、心停止傷病者のその後の

生存又は社会復帰の状況等を、年２回行っている

ＡＥＤ設置情報調査の機会などに情報集約を行う

とともに、消防局で収集したデータと連携を図り

ながら、本市施設における具体事例及びＡＥＤ設
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置の効果について全庁に周知されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　平成30年４月に、所管局である健康福祉局が、

本市施設における心停止傷病者についての事例の

報告を求め集約を行うとともに、消防局と連携し

て、奏功事例等の確認をしました。

　　　�　本報告は、職員の情報端末で閲覧できるように

するとともに、引き続き各施設からの報告と消防

局の協力を得ながら情報を更新し、今後も年に２

回行うＡＥＤ設置状況の調査の機会等を捉えて、

周知に努めていきます。

　⑺�　ＡＥＤに関するマニュアル等の作成及び周知

　　　［指摘の要旨］

　　　�　ＡＥＤを管理する担当者となった職員が、ＡＥ

Ｄの設置・表示などの基本事項、管理方法や賃貸

借契約における仕様書の記載等について、正確に

理解し対応できるよう、本市施設におけるＡＥＤ

に関する事項をまとめたマニュアル等を作成し、

年２回行っているＡＥＤ設置台帳の調査の機会を

活用し、定期的に周知されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　関係課長を委員とする「自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の設置及び管理等に関する検討委員

会」を平成30年６月１日付けで設置し、今年度中

のＡＥＤの設置及び管理に関するガイドイドライ

ンの策定を行います。

　　　�　策定後のガイドラインは、職員の情報端末で閲

覧できる環境にするとともに、年に２回行うＡＥ

Ｄ設置状況調査等の機会を捉えて、周知に努めて

いきます。

　⑻�　指定管理仕様書等におけるＡＥＤの管理等に関す

る記載

　　　［指摘の要旨］

　　　�　ＡＥＤを設置している指定管理施設の指定管理

仕様書等に、ＡＥＤの表示、管理（機器や消耗品

の交換）、職員の救命講習の受講等について規定

されたい。

　　　［措置内容］

　　①　改善済の施設：10施設

　　　�　かわさき新産業創造センター：平成30年度から

の指定管理期間の仕様書に、ＡＥＤの設置、適切

な保守管理、救命講習の受講等について規定をし

ました。

　　　�　ほか９施設で同様の対応を行いました。

　　②　改善中又は今後改善予定の施設：174施設

　　　�　大師公園：次期指定管理者選定時の仕様書にＡ

ＥＤの表示、管理（機器や消耗品の交換）、施設

職員の救命講習の受講等について規定することと

しました。

　　　�　ほか173施設で同様の対応を行います。

　　③�　検討の結果、その他の対応を行った事務：３施設

　　　�　南平間保育園：平成30年度末で指定管理が終了

となる予定です。

　　　　ほか２施設についても同様となります。

３�　経済的・効率的なＡＥＤの導入について

　　賃貸借契約の契約単位

　［指摘の要旨］

　�　更新年度・同種施設等の単位などで、集約し一括し

てＡＥＤを調達するなど、より経済的、効率的に契約

する方法を検討されたい。

　［措置内容］

　�　指摘事項については、関係課長を委員とする「自動

体外式除細動器（ＡＥＤ）の設置及び管理等に関する

検討委員会」を平成30年６月１日付けで設置し、検討

を行うこととしました。

　�　検討委員会での議論を踏まえながら、全庁のＡＥＤ

について、平成31年度以降の契約の順次集約化に向け

て対応を進めています。

４�　その他

　⑴�　ＡＥＤ台帳

　　［指摘の要旨］

　　�　本市では、年２回、本市施設のＡＥＤ設置情報の

調査を行い、ＡＥＤ台帳を作成しているが、当該台

帳に登録されていないＡＥＤや、機器を更新してい

るが、機種や設置日の情報が更新されておらず、Ａ

ＥＤ台帳に古い情報が登録されたままの事例があっ

た。

　　�　上記ＡＥＤ設置情報調査の結果に基づき、市が作

成している市ＡＥＤマップ及び救急医療財団が開設

する全国ＡＥＤマップの登録情報が更新されてお

り、その情報は市ホームページ等において広く公開

されていることからも、上記調査は重要なものであ

る。調査時点のＡＥＤの情報を正確に把握されたい。

　　�　また、当該調査は年２回行っていることから、Ａ

ＥＤ設置に関する最新の情報集約が可能で、かつ庁

内全体への情報提供を行う機会ともなり得る。ＡＥ

Ｄマップの更新等にとどまらず、ＡＥＤの管理等に

広く活用されたい。そのためにＡＥＤの管理上必要

となる情報を把握できるよう、台帳の対象や項目を

見直されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、平成30年４月に庁内調査を

行う際に、ＡＥＤの意義を説明し、正確な情報を報

告するよう促しました。

　　�　また、ＡＥＤの管理上必要となる情報を的確に把

握するため、ＡＥＤ台帳について、本市施設に設置
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されるＡＥＤ機器ごとに情報登録することとし、加

えて全国ＡＥＤマップの登録で必要な情報やＡＥＤ

の管理上必要な情報を追加するなど台帳の記載内容

の見直しを行いました。

　⑵�　全国ＡＥＤマップの登録情報

　　［指摘の要旨］

　　�　全国ＡＥＤマップにおける登録情報を確認したと

ころ、登録位置が実際の位置とずれているもの等が

あった。

　　�　本市施設のＡＥＤの設置状況について、市民に正

確な情報を提供するために、正しい設置場所等の情

報を登録するとともに、適宜情報を更新し、その情

報が信頼性の高いものとなるよう努められたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘事項については、平成30年４月に、所管局で

ある健康福祉局が庁内調査を行う際に、全国ＡＥＤ

マップの登録で必要となる点検担当者やＡＥＤの使

用可能時間の項目を設けて確認を行いました。

　　�　今後、平成30年10月までに登録情報の更新を行う

予定です。

� 30川教庶第675号

� 平成30年９月27日

　川崎市監査委員　寺　岡　章　二　様

　同　　　　　　　植　村　京　子　様

　同　　　　　　　花　輪　孝　一　様

　同　　　　　　　山　田　益　男　様

� 川崎市教育委員会　　　　　

� 教育長　渡　邊　直　美　　

　　　監査の結果の報告に基づく措置について

　　　（通知）

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の

規定により、平成30年３月26日付け30川監報第３号で報

告がありました行政監査の結果について、次のとおり措

置を講じましたので通知します。

　平成29年度行政監査（ＡＥＤ（自動体外式除細動器）

の設置及び管理について）の結果に対する措置状況

１�　本市施設の設置について

　⑴�　指定管理仕様書等におけるＡＥＤの設置に関する

記載

　　［指摘の要旨］

　　�　指定管理者制度を導入する施設のうち、指定管理

仕様書等で、ＡＥＤの設置に関する事項を規定して

いない施設については、指定管理者が変更となった

場合等にＡＥＤの設置が担保されないこととなるた

め、市として指定管理者がＡＥＤを設置する必要が

あるか改めて検討を行い、必要がある場合には、指

定管理仕様書等にＡＥＤの設置に関する事項を規定

されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘のあった日本民家園において、平成30年度か

らの指定管理仕様書等にＡＥＤの設置に関する記載

を行いました。

２�　いざという時に速やかに使用できるための対応につ

いて

　⑴�　表示

　　［指摘の要旨］

　　�　病院及び消防関連機関を除き、ＡＥＤマップに設

置場所の情報を公開又は公開を予定している施設に

ついて、「設置施設表示」、「案内表示」又は「設置

場所表示」がない施設においては、施設の規模や特

徴を踏まえ、適切に表示されたい。

　　�　また、「設置施設表示」はあるが、「設置施設表示」

に合わせて施設内の設置場所を記載していない又は

新たに「設置施設表示」を行う場合には、「設置施

設表示」に設置場所を記載されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘のあった施設の大半において、いざという時

にＡＥＤにたどり着けるよう適切に表示を行いまし

た。

　⑵�　ＡＥＤにアクセスしやすい設置状況

　　［指摘の要旨］

　　�　現地調査において、収納ボックス内にＡＥＤを設

置する施設の中で、盗難やいたずら防止等の理由か

ら収納ボックスを施錠していた事例や設置場所周辺

に物が置かれアクセスしにくくなっていた事例が確

認された。

　　�　ＡＥＤについては、盗難・いたずら防止対策よ

も、いざという時に速やかに使用できることが優先

されるべきである。改めて設置場所の状況を確認

し、ＡＥＤを速やかに手に取ることができる状態に

改めるとともに、その状態を維持されたい。また、

現地調査を行っていない施設においても同様の事例

がないか、各施設のＡＥＤを管理する担当者が設置

場所の状況を確認の上、必要に応じて速やかに改善

するよう周知徹底されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘のあった学校については、平成30年４月に事

務局職員が、設置場所の状況などを確認し、鍵をか

けずにいつでも使用可能な管理体制に見直しを行い

ました。

　　�　また、校長会において、ＡＥＤの収納ボックスに

は鍵をかけないよう周知しました。
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　　�　なお、図書館などでは、事務室やカウンター後方

の書庫などにＡＥＤが設置されていましたが、事務

室入室の際に目に付き易い棚の上や利用者側からも

手の届くカウンター上に設置するなど、施設の状況

などを考慮し設置場所の変更を行いました。

　⑶�　機器・消耗品の管理について

　　ア�　機器の管理

　　　［指摘の要旨］

　　　�　調査の結果、購入、寄贈により導入した機器で、

耐用期間を超過したものがあった。耐用期間を超

過した機器については、正常に機能しない可能性

があるため、速やかに更新されたい。

　　　�　また、購入、寄贈により機器を導入した施設に

おいて、機器の設置日及び更新時期を適切に把

握・管理し、更新時期までに機器の更新を行うよ

う周知徹底されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　指摘のあった学校については、機器の更新に向

けて対応を検討します。

　　イ�　消耗品の管理

　　　［指摘の要旨］

　　　�　ＡＥＤのバッテリー、電極パッド等の消耗品に

は使用期限があり、使用期限を超過すると機器が

作動しない恐れや、十分な効果が得られない恐れ

があり、一度も使用していない場合であっても使

用期限までに新しいものに交換する必要があるこ

とから、電極パッドやバッテリーの使用期限が切

れることがないよう、各施設のＡＥＤを管理する

担当者が使用期限までに消耗品の交換を行うよう

周知徹底されたい。

　　　�　また、購入、寄贈または消耗品の定期交換が契

約に含まれない賃貸借によりＡＥＤを導入した場

合は、各施設で消耗品を購入し、交換する必要が

あることについて、各施設のＡＥＤを管理する担

当者が十分認識するよう周知徹底されたい。

　　　�　一方、消耗品の定期交換が契約に含まれる賃貸

借契約の場合、購入し忘れを防ぐことができる。

こうした点も踏まえＡＥＤを新たに導入する際並

びに購入、寄贈、及び消耗品の定期交換が契約に

含まれない賃貸借により導入したＡＥＤの更新を

行う際は、消耗品の定期交換が契約に含まれる賃

貸借契約への変更を検討されたい。

　　　［措置内容］

　　　�　青少年科学館では、平成30年度からの第２期指

定管理制度の導入に合わせ、これまでの市備品か

ら指定管理者によるリース品に変更を行いました。

　　　�　また、消耗品の適切な交換については、消耗品

の状況を施設や各学校とともに把握・確認を行い

ながら、必要に応じて適切に交換が行われるよう

周知徹底いたしました。

　⑷�　日常点検

　　［指摘の要旨］

　　�　消防関連機関のものを除き、ＡＥＤの点検担当者

を配置し、日常点検を行っていなかったＡＥＤ設置

者は、点検等を実施されたい。

　　�　また、点検担当者は、日常点検の結果を適切に記

録するとともに、報告・決裁を行うなど組織内で情

報共有されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘のあった全施設において、ＡＥＤの点検担当

者を配置し、日常点検を適切に実施し、点検結果を

記録することとしました。

　⑸�　ＡＥＤ設置施設における職員がＡＥＤを使用でき

る体制

　　［指摘の要旨］

　　�　調査において、庁舎等、消防及び病院を除く本市

のＡＥＤ設置施設のうち救命講習を過去１度も受講

した職員がいない施設については、早急に体制を整

備されたい。また、過去３年以内に受講した職員が

いない施設についても、応急手当が行えるよう対応

されたい。

　　［措置内容］

　　�　指摘のあった学校のうち、有馬小学校については

平成30年５月に職員に救命講習を受講させ、高津中

学校については平成30年６月に職員に救命講習を受

講させました。

　⑹�　学校における夜間、休日のＡＥＤの使用について

　　［指摘の要旨］

　　�　本市の様々な施設の中でも、学校は、施設開放に

より、教職員が不在の夜間や休日においても、地域

の市民が利用する施設であるため、学校は市民に身

近な公共施設であり、指定避難所になっているな

ど、市民の安全・安心に寄与していくべき施設であ

ることから、教職員不在時の夜間や休日にＡＥＤが

使用できることは、地域住民にとって意義があるも

のと考える。

　　�　学校のＡＥＤについては、施設開放時等において

も市民が使用できることが望ましいことから、設置

場所における温度や風雨などの環境を十分考慮の

上、屋外への設置に向けて、早急に検討されたい。

　　［措置内容］

　　�　学校のＡＥＤは、学校教育活動中における児童生

徒の安全確保を図ることを目的に設置しており、学

校教育活動における使用を最優先とした上で、学校

施設開放の利用者等にも緊急時に使用できるよう、

各学校の実情に応じた管理を行っていますが、今後
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の取り組みとして、全庁的なＡＥＤ検討委員会にお

いて検討される本市施設のＡＥＤの設置基準や管理

方法等を踏まえ、他都市の事例も参考としながら、

学校における設置や管理のあり方について関係局と

協議し、施設開放時等において学校を利用している

市民も容易に使用できるよう、ＡＥＤの設置場所や

表示方法などの検討を行っていきます。

職 員 共 済 組 合 公 告

川崎市共済公告第11号

　川崎市職員共済組合組合会議員選挙を次のとおり行う。

　　平成30年10月19日

� 川崎市職員共済組合　　　　

� 理事長　伊　藤　　　弘　　

１�　選挙の日時　　平成30年11月21日（水）

　　　　　　　　　午後４時00分から午後４時30分まで

２�　選挙会の日時　平成30年11月21日（水）

　　　　　　　　　午後４時30分

３�　選挙及び選挙会の場所、選挙すべき議員の数並びに

選挙長の氏名

選挙区
選挙すべき

議員の数

選挙及び

選挙会の場所
選挙長の氏名

第１区 ６人
第４庁舎４階

第１・２会議室
森　賢一

第２区 ３人
交通局

会議室
亀山　健二

第３区 １人
消防局

会議室
秋葉　達也

川 崎 区 公 告

川崎市川崎区公告第97号

　督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の

住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達するこ

とができないので、介護保険法（平成９年12月17日法律

第123号）第143条で準用する地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度
介護保険料 第４期

平成30年10月30日

（第４期分）
計１件

平成

30年度
介護保険料 第５期

平成30年10月30日

（第５期分）
計２件

平成

30年度
介護保険料 第６期

平成30年10月30日

（第６期分）
計29件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第98号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

後期高齢者

医療保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計５件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第99号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　
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年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期

平成30年10月30日

（第１期）
計８件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期）
計10件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期）
計20件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期

平成30年10月30日

（第４期）
計22件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第100号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区長　水谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計８件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期

平成30年10月30日

（第４期分）
計70件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第101号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期 平成30年10月30日 計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期 平成30年10月30日 計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期 平成30年10月30日 計15件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期 平成30年10月30日 計81件

平成

30年度

国民健康

保険料

過随

８月
平成30年10月30日 計１件

（別紙省略）

幸 区 公 告

川崎市幸区公告第40号

　次の国民健康保険料に係る過誤納金還付（充当）通知

書を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の住所、

居所、事務所及び事業所が不明のため送達することがで

きないので、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第

192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年７月31日

法律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月17日

� 川崎市幸区長　石　渡　伸　幸　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

29年度

国民健康

保険料
第３期 計１件

平成

29年度

国民健康

保険料

第６期

以降
計１件

平成

29年度

国民健康

保険料
第10期 計１件

　（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第41号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日
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� 川崎市幸区長　石　渡　伸　幸　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期

平成30年10月30日

（第１期分）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期分）
計８件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計13件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期

平成30年10月30日

（第４期分）
計19件

（別紙省略）

中 原 区 公 告

川崎市中原区公告第56号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市中原区長　向　坂　光　浩　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期 平成30年10月30日 計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期 平成30年10月30日 計４件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期 平成30年10月30日 計85件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第57号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市中原区長　向　坂　光　浩　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度
介護保険料 第５期 平成30年10月30日 計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第58号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市中原区長　向　坂　光　浩　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

後期高齢者

医療保険料
第２期 平成30年10月30日 計３件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第59号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市中原区長　向　坂　光　浩　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第60号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、
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印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市中原区長　向　坂　光　浩　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

高 津 区 公 告

川崎市高津区公告第62号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律第123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別
滞納処分に

着手し得る日
件数・備考

平成

30年度

介護

保険料
第６期分

平成30年10月30日

（第６期分）
計11件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第63号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料

過随

４月分

平成30年10月30日

（過随４月分）
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料

過随

７月分

平成30年10月30日

（過随７月分）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期分

平成30年10月30日

（第１期分）
計17件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期分

平成30年10月30日

（第２期分）
計18件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期分

平成30年10月30日

（第３期分）
計17件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期分

平成30年10月30日

（第４期分）
計70件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第64号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての決裁があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に川崎市を被告として（川崎市長が被告の

代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第65号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月22日

� 川崎市高津区長　　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に
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ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

宮 前 区 公 告

川崎市宮前区公告第60号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市宮前区長　小田嶋　　　満　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度
介護保険料 第５期 平成30年10月30日 計８件

平成

30年度
介護保険料 第６期 平成30年10月30日 計８件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第61号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市宮前区長　小田嶋　　　満　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

後期高齢者

医療保険料
第１期

平成30年10月30日

（第１期分）
計２件

平成

30年度

後期高齢者

医療保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期分）
計２件

平成

30年度

後期高齢者

医療保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計２件

（別紙省略）

川崎市宮前区公告第62号

　次の督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができない　ので、国民健康保険法（昭和33年法

律第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法律

第226号）第20条の２の規定に　　より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市宮前区長　小田嶋　　　満　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期 平成30年10月30日 計３件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期 平成30年10月30日 計８件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期 平成30年10月30日 計８件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期 平成30年10月30日 計23件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第63号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市宮前区長　小田嶋　　　満　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

多 摩 区 公 告

川崎市多摩区公告第76号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達したところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所
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が不明のため送達することができないので、国民健康保

険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準用する

地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定に

より公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市多摩区長　石　本　孝　弘　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期

平成30年10月30日

（第１期分）
計３件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期分）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期

平成30年10月30日

（第４期分）
計84件

平成

30年度

国民健康

保険料

過年

８月

平成30年10月30日

（過随８月）
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第77号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知が送達できないので公示します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市多摩区長　石　本　孝　弘　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第78号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　平成30年10月23日

� 川崎市多摩区長　石　本　孝　弘　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

麻 生 区 公 告

川崎市麻生区公告第60号

　次の督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができないので、国民健康保険法（昭和33年12月

27日法律第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25

年法律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第１期

平成30年10月30日

（第１期分）
計23件

平成

30年度

国民健康

保険料
第２期

平成30年10月30日

（第２期分）
計20件

平成

30年度

国民健康

保険料
第３期

平成30年10月30日

（第３期分）
計23件

平成

30年度

国民健康

保険料
第４期

平成30年10月30日

（第４期分）
計65件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第61号

　次の配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべき

ところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明

のため送達することができないので、国民健康保険法

（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日
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� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第62号

　次の差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきと

ころ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明の

ため送達することができないので、国民健康保険法（昭

和33年12月27日法律第192号）第78条で準用する地方税

法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により公

告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第63号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律第123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度
介護保険料 第２期

平成30年10月30日

（第３期分）
計１件

平成

30年度
介護保険料 第３期

平成30年10月30日

（第４期分）
計２件

平成

30年度
介護保険料 第４期

平成30年10月30日

（第５期分）
計４件

平成

30年度
介護保険料 第５期

平成30年10月30日

（第５期分）
計８件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第64号

　次の介護保険料に係る配当計算書（謄本）を別紙記載

の者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所

及び事業所が不明のため送達することができないので、

介護保険法（平成９年12月17日法律第123号）第143条で

準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２

の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　平成30年10月19日

� 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

（別紙省略）

川崎区選挙管理委員会告示

川崎市川崎区選挙管理委員会告示第６号

　平成30年12月１日における公職選挙法（昭和25年法律

第100号）第22条第１項の規定による選挙人名簿の登録

を行う日を、同項の規定により登録月の１日の直後の同

項に規定する地方公共団体の休日以外の日とし、次のと

おりとします。

　　平成30年10月19日

� 川崎市川崎区選挙管理委員会　　

� 委員長　鈴　木　安　房　　　　

　登録を行う日　平成30年12月３日

幸 区 選 挙 管 理 委 員 会 告 示

川崎市幸区選挙管理委員会告示第４号

　川崎市幸区選挙管理委員会の委員長及び委員長職務代

理者の異動があり、新たに就任した者の氏名及び住所は

次のとおりです。

　　平成30年10月１日

� 川崎市幸区選挙管理委員会　　

� 委員長　佐　籐　康　夫　　　

職　　名 氏　　名 住　　所

委　　 員　　 長 　 　 　

委員長職務代理者 　 　　　

　　　───────────────────

川崎市幸区選挙管理委員会告示第５号

　平成30年12月１日における公職選挙法（昭和25年法律

第100号）第22条第１項の規定による選挙人名簿の登録

を行う日を、同項の規定により登録月の１日の直後の同

項に規定する地方公共団体の休日以外の日とし、次のと

おりとします。

　　平成30年10月21日

� 川崎市幸区選挙管理委員会　　

� 委員長　佐　籐　康　夫　　　

　登録を行う日　平成30年12月３日
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多摩区選挙管理委員会告示

川崎市多摩区選挙管理委員会告示第５号

　平成30年12月１日における公職選挙法（昭和25年法律

第100号）第22条第１項の規定による選挙人名簿の登録

を行う日を、同項の規定により登録月の１日の直後の同

項に規定する地方公共団体の休日以外の日とし、次のと

おりとします。

　　平成30年10月18日

� 川崎市多摩区選挙管理委員会　　

� 委員長　本　間　悦　雄　　　　

　登録を行う日　平成30年12月３日
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